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2022 年１月 11 日 

 

株式移転に係る事前備置書類 

 

青森県青森市勝田一丁目３番１号 

株式会社みちのく銀行 

取締役頭取  藤澤 貴之 

 

株式会社みちのく銀行（以下「みちのく銀行」といいます。）と株式会社青森銀行（以下「青

森銀行」といい、みちのく銀行と青森銀行を総称して、以下「両行」といいます。）は、株式移

転の方式により、2022 年４月１日をもって両行の完全親会社となる「株式会社プロクレアホー

ルディングス」（以下「共同持株会社」といいます。）を設立すること（以下「本株式移転」とい

います。）といたしました。 

本株式移転に際して、会社法第 803 条第１項及び会社法施行規則第 206 条に定める開示事項

は以下のとおりです。 

 
 
１   

株式移転計画書 

別添１「株式移転計画書（写）」をご参照ください。 

 
 
２   

会社法第 773 条第１項第５号及び第６号に掲げる事項についての定めの相当性に関する事

項 

１．本株式移転に係る割当ての内容（株式移転比率） 

両行は、本株式移転による共同持株会社の設立に際し、両行のそれぞれの株主に対し割

当て交付する共同持株会社の普通株式及び第一種優先株式の割当て比率（以下「株式移

転比率」といいます。）を以下のとおり、決定いたしました。 

 

会社名 みちのく銀行 青森銀行 

株式移転比率 

（普通株式） 
0.46 １ 

株式移転比率 

（Ａ種優先株式） 
0.46 ― 

 

（注１）株式の割当比率 

みちのく銀行の普通株式１株に対して、共同持株会社の普通株式 0.46 株を、青森銀行

の普通株式１株に対して、共同持株会社の普通株式１株を割当交付いたします。また、み

ちのく銀行のＡ種優先株式１株に対して、共同持株会社の第一種優先株式 0.46株を割当

交付いたします。なお、共同持株会社の単元株式数は 100 株とする予定です。 

本株式移転により、両行の株主に交付しなければならない共同持株会社の普通株式の

数に１株に満たない端数が生じた場合には、会社法第 234 条その他関連法令の規定に従

い、当該株主に対し１株に満たない端数部分に応じた金額をお支払いいたします。 

なお、上記株式移転比率は、経営統合契約書の締結後、本株式移転の効力発生日までの
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間において、みちのく銀行若しくは青森銀行の財産状態若しくは経営状態に重大な悪影

響を与える事由が発生し、又はかかる事由が存在することが判明した場合等には、両行

で協議のうえ、変更することがあります。 

 

（注２）共同持株会社が交付する新株式数（予定） 

普通株式：28,659,974 株 

上記は、みちのく銀行の 2021 年９月 30 日時点における普通株式の発行済株式総数

（18,135,395 株）及び青森銀行の 2021 年９月 30 日時点における普通株式の発行済株式

総数（20,512,161 株）を前提として算出しております。但し、共同持株会社が両行の発

行済株式の全部を取得する時点の直前時（以下「基準時」といいます。）までに、それぞ

れが保有する自己株式（但し、みちのく銀行の株式給付信託及び青森銀行の役員報酬Ｂ

ＩＰ信託の信託財産としてそれぞれの信託口が保有する自己株式を除きます。以下同じ

です。）の全部を消却する予定であるため、みちのく銀行の 2021 年９月 30 日時点におけ

る自己株式数（141,297 株）及び青森銀行の 2021 年９月 30 日時点における自己株式数

（129,472 株）は、上記の算出において、新株式交付の対象から除外しております。なお、

みちのく銀行又は青森銀行の株主から株式買取請求権の行使がなされた場合等、両行の

2021 年９月 30 日時点における自己株式数が基準時までに変動した場合は、共同持株会社

が交付する新株式数が変動することがあります。 

 

第一種優先株式：1,840,000 株 

上記は、みちのく銀行の 2021 年９月 30 日時点におけるＡ種優先株式の発行済株式総

数（4,000,000 株）を前提として算出しております。 

 

（注３）単元未満株式の取扱い 

本株式移転により、１単元（100 株）未満の共同持株会社の普通株式（以下「単元未満

株式」といいます。）の割当てを受ける両行の株主の皆様につきましては、その保有する

単元未満株式を東京証券取引所その他の金融商品取引所において売却することはできま

せん。そのような単元未満株式を保有することとなる株主の皆様は、会社法第 192 条第

１項の規定に基づき、共同持株会社に対し、自己の保有する単元未満株式を買い取るこ

とを請求することが可能です。また、会社法第 194 条第１項及び共同持株会社の定款に

定める規定に基づき、共同持株会社に対し、自己の有する単元未満株式の数と併せて単

元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求することも可能です。 

 

２．本株式移転に係る割当ての内容の算定根拠等 

（１）割当ての内容の根拠及び理由 

両行は、基本合意書に基づき、2022 年４月１日を目処に共同株式移転の方式により共

同持株会社を設立し経営統合を行うことに向け、統合準備委員会を設置して協議・検討

を進めてまいりました。 

みちのく銀行は、下記２.（４）「公正性を担保するための措置」に記載のとおり、本株

式移転の対価の公正性その他の本株式移転の公正性を担保するため、みちのく銀行の第

三者算定機関としてみずほ証券株式会社（以下「みずほ証券」といいます。）を、リーガ

ル・アドバイザーとして森・濱田松本法律事務所をそれぞれ選定のうえ、本株式移転に関

する検討を開始し、第三者算定機関であるみずほ証券から 2021 年 11 月 11 日付で受領し
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た株式移転比率算定書及びリーガル・アドバイザーである森・濱田松本法律事務所から

の法的助言を参考に、みちのく銀行が青森銀行に対して実施したデュー・ディリジェン

スの結果等を踏まえ、慎重に協議・検討した結果、上記１.「本株式移転に係る割当ての

内容（株式移転比率）」記載の株式移転比率により本株式移転を行うことが妥当であると

判断しました。 

他方、青森銀行は、下記２.（４）「公正性を担保するための措置」に記載のとおり、本

株式移転の対価の公正性その他の本株式移転の公正性を担保するため、青森銀行の第三

者算定機関として大和証券株式会社（以下「大和証券」といいます。）を、リーガル・ア

ドバイザーとして長島・大野・常松法律事務所をそれぞれ選定のうえ、本株式移転に関す

る検討を開始し、第三者算定機関である大和証券から 2021 年 11 月 11 日付で受領した株

式移転比率算定書及びリーガル・アドバイザーである長島・大野・常松法律事務所からの

法的助言を参考に、青森銀行がみちのく銀行に対して実施したデュー・ディリジェンス

の結果等を踏まえ、慎重に協議・検討した結果、上記１.「本株式移転に係る割当ての内

容（株式移転比率）」記載の株式移転比率により本株式移転を行うことが妥当であると判

断しました。なお、両行は、みちのく銀行が発行しているＡ種優先株式については、みち

のく銀行の普通株式のような市場価格が存在しないため、普通株式に係る株式移転比率

を考慮し、Ａ種優先株式１株につき共同持株会社の第一種優先株式 0.46 株を割当交付す

ることとしたうえで、共同持株会社にて新たに発行して割当交付する第一種優先株式の

内容について、Ａ種優先株式の発行要項の定めに従い、Ａ種優先株式１株の経済的価値

と、共同持株会社にて新たに発行する第一種優先株式 0.46 株の経済的価値とが実質的に

同等となるように定めております。 

このように、これらの第三者算定機関による算定・分析結果及びリーガル・アドバイザ

ーの助言を参考に、両行それぞれが相手方に対して実施したデュー・ディリジェンスの

結果等を踏まえて、両行の財務の状況、資産の状況、将来の見通し等の要因を総合的に勘

案し、両行間で株式移転比率について慎重に交渉・協議を重ねた結果、最終的に上記株式

移転比率が妥当であるという判断に至り、2021 年 11 月 12 日付で開催された両行の取締

役会において本株式移転における株式移転比率を決定し、合意いたしました。 

 

（２）算定に関する事項 

① 算定機関の名称及び両行との関係 

みちのく銀行のフィナンシャル・アドバイザー（第三者算定機関）であるみずほ証券

は、みちのく銀行及び青森銀行からは独立した算定機関であり、みちのく銀行及び青森

銀行の関連当事者には該当せず、みずほ証券のグループ企業である株式会社みずほ銀行

（以下「みずほ銀行」といいます。）は、みちのく銀行及び青森銀行の株主たる地位を有

しておりますが、本株式移転に関してみちのく銀行及び青森銀行との利益相反に係る重

要な利害関係を有しておりません。みちのく銀行が確認したところ、みずほ証券によれ

ば、みずほ証券は金融商品取引法（昭和 23 年法律第 25 号。その後の改正を含みます。）

第 36 条第２項及び金融商品取引業等に関する内閣府令第 70 条の４の適用法令に従い、

みずほ証券とみずほ銀行間の情報隔壁措置等の適切な利益相反管理体制を構築し、かつ

実施しており、みずほ銀行の株主の地位とは独立した立場で本株式移転に用いられる株

式移転比率の算定を行っているとのことです。みちのく銀行は、みずほ証券とみずほ銀

行との間において適切な弊害防止措置が講じられていること、みちのく銀行とみずほ証

券は一般取引先と同様の取引条件での取引を実施しているため第三者算定機関としての
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独立性が確保されていること、みずほ証券は過去の同種事案の第三者算定機関としての

実績を有していること等を踏まえ、みずほ証券をみちのく銀行及び青森銀行から独立し

た第三者算定機関として選定いたしました。また、青森銀行のフィナンシャル・アドバイ

ザー（第三者算定機関）である大和証券は、みちのく銀行及び青森銀行からは独立した算

定機関であり、みちのく銀行及び青森銀行の関連当事者には該当せず、本株式移転に関

して記載すべき重要な利害関係を有しておりません。 

 

② 算定の概要 

みずほ証券は、両行の株式移転比率について、両行が東京証券取引所市場第一部に上場

しており、市場株価が存在することから市場株価基準法による算定を行うとともに、両

行とも比較可能な上場類似企業が複数存在し、類似企業比較による株式価値の類推が可

能であることから類似企業比較法による算定を行い、さらに、将来の事業活動の状況を

評価に反映するため、一定の資本構成を維持するために必要な内部留保等を考慮した後

の株主に帰属するキャッシュフローを資本コストで現在価値に割り引くことで株式価値

を分析する手法で、金融機関の評価に広く利用される配当割引モデル法（以下「ＤＤＭ

法」といいます。）による算定を行いました。各手法における算定結果は以下のとおりで

す。下記の株式移転比率の算定レンジは、青森銀行の普通株式１株に対して共同持株会

社の普通株式を１株割り当てる場合に、みちのく銀行の普通株式１株に対して割り当て

る共同持株会社の普通株式数の算定レンジを記載したものです。 

 
 採用手法 株式移転比率の算定レンジ 

１ 市場株価基準法 0.42～0.45 

２ 類似企業比較法 0.44～1.02 

３ ＤＤＭ法 0.34～0.97 

 

なお、市場株価基準法では、株式移転比率算定書作成日である 2021 年 11 月 11日（以

下「基準日」といいます。）を基準として、基準日の株価終値及び基準日までの１ヶ月間、

３ヶ月間、６ヶ月間の各株価終値平均に基づき算定いたしました。 

みずほ証券は、株式移転比率の算定に際して、両行から提供を受けた情報及び公開情報

を使用し、それらの資料、情報等が全て正確かつ完全なものであることを前提としてお

り、独自にそれらの正確性及び完全性の検証を行っておりません。また、両行及びそれら

の関係会社の資産又は負債（偶発債務を含みます。）について、個別の資産及び負債の分

析及び評価を含め、独自に評価、鑑定又は査定を行っておらず、第三者機関への依頼も行

っておりません。みずほ証券の株式移転比率の算定は、2021 年 11 月 11 日までの情報及

び経済条件を反映したものであり、また、両行の財務予測（利益計画その他の情報を含み

ます。）については、両行の経営陣により、現時点で得られる最善の予測及び判断に基づ

き合理的に作成されたものであることを前提としております。なお、みずほ証券がＤＤ

Ｍ法において使用した算定の基礎となる両行の将来の利益計画においては、大幅な増減

益を見込んでおりません。 

 

大和証券は、両行の株式移転比率について、両行が東京証券取引所市場第一部に上場し

ており、市場株価が存在することから市場株価法による算定を行うとともに、将来の事

業活動の状況を評価に反映するため、一定の資本構成を維持するために必要な内部留保
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等を考慮した後の株主に帰属する利益を資本コストで現在価値に割り引くことで株式価

値を分析する手法で、金融機関の評価に広く利用されるＤＤＭ法による算定を行いまし

た。各手法における算定結果は以下のとおりです。なお、下記の株式移転比率の算定レン

ジは、青森銀行の普通株式１株に対して共同持株会社の普通株式を１株割り当てる場合

に、みちのく銀行の普通株式１株に対して割り当てる共同持株会社の普通株式数の算定

レンジを記載したものです。 

 

 採用手法 株式移転比率の算定レンジ 

１ 市場株価法 0.42～0.45 

２ ＤＤＭ法 0.45～0.59 

 

なお、市場株価法では、株式移転比率算定書作成日である 2021 年 11 月 11 日（基準日）

を基準として、基準日の株価終値及び基準日までの１週間、１ヶ月間、３ヶ月間及び６ヶ

月間の各株価終値平均に基づき算定いたしました。 

 

大和証券は、株式移転比率の算定に際して、両行から提供を受けた資料及び情報、一般

に公開された情報等を原則としてそのまま使用し、分析及び検討の対象とした全ての資

料及び情報等が全て正確かつ完全なものであることを前提としており、これらの資料及

び情報の正確性又は完全性に関し独自に検証を行っておらず、またその義務を負うもの

ではありません。また、大和証券は、両行及びそれらの関係会社（財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則第８条第８項に定義される「関係会社」をいいます。以下、

同じとします。）の全ての資産又は負債（金融派生商品、簿外資産及び負債、その他の偶

発債務を含みますが、これらに限られません。）について、個別の資産及び負債の分析及

び評価を含め、独自に評価、鑑定又は査定を行っておらず、また第三者機関への評価、鑑

定又は査定の依頼も行っておりません。大和証券は、提供された両行それぞれの事業計

画、財務予測その他将来に関する情報が、両行それぞれの経営陣による現時点において

可能な最善の予測と判断に基づき、合理的かつ適正な手続に従って作成されていること

を前提としており、青森銀行の同意を得て、みちのく銀行及び青森銀行の事業計画、財務

予測その他将来に関する情報の正確性、妥当性及び実現可能性について独自に検証する

ことなくこれらの情報に依拠しております。算定の基礎となる両行の将来の財務予測に

は、大幅な増減益を見込んでいる事業年度はありません。大和証券の算定は、2021 年 11

月 11 日現在における金融、経済、市場その他の状況を前提としております。 

 

（３）共同持株会社の上場申請等に関する取扱い 

両行は、新たに設立する共同持株会社の株式について、東京証券取引所に新規上場申請

を行う予定です。なお、2022 年４月１日に東京証券取引所市場第一部への上場を予定し

ておりますが、2022 年４月４日に予定される東京証券取引所の新市場区分への変更の際

には、プライム市場への市場変更を目指しております。 

また、両行は、本株式移転により共同持株会社の子会社となりますので、共同持株会社

の上場に先立ち、2022 年３月 30 日にそれぞれ東京証券取引所を上場廃止となる予定で

す。なお、共同持株会社の株式上場日及び両行の上場廃止日につきましては、東京証券取

引所の各規則により決定されます。 
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（４）公正性を担保するための措置 

みちのく銀行は、本株式移転の公正性を担保するために、以下の措置を講じておりま

す。 

① 独立した第三者算定機関からの株式移転比率算定書等の取得 

みちのく銀行は、本株式移転の公正性を担保するために、上記２.（１）「割当ての内

容の根拠及び理由」に記載のとおり、第三者算定機関としてみずほ証券を起用し、みず

ほ証券は、本株式移転における株式移転比率に関する交渉及び協議に用いるために、そ

の財務的分析及び算定を行いました。みちのく銀行は、第三者算定機関であるみずほ証

券の分析及び助言を参考として青森銀行と交渉・協議を行い、上記１. 「本株式移転に

係る割当ての内容（株式移転比率）」記載の株式移転比率により本株式移転を行うこと

を 2021 年 11 月 12 日付で開催された取締役会において決議いたしました。 

また、みちのく銀行はみずほ証券から 2021 年 11 月 11 日付にて、本株式移転におけ

る株式移転比率は、みちのく銀行の株主にとって財務的見地から妥当である旨の意見

書（フェアネス・オピニオン）を取得しております。みずほ証券の株式移転比率の分析

及び意見書に関する前提条件及び免責事項については別添２「みずほ証券によるフェ

アネス・オピニオンに関する前提条件等」をご参照ください。 

 

② 独立した法律事務所からの助言 

みちのく銀行は、取締役会の意思決定の公正性及び適正性を担保するために、両行か

ら独立したリーガル・アドバイザーである森・濱田松本法律事務所から、みちのく銀行

の意思決定の方法、過程その他本株式移転に係る手続に関する法的助言を受けており

ます。 

 

他方、青森銀行は、本株式移転の公正性を担保するために、以下の措置を講じており

ます。 

① 独立した第三者算定機関からの株式移転比率算定書等の取得 

青森銀行は、本株式移転の公正性を担保するために、上記２.（１）「割当ての内容の

根拠及び理由」に記載のとおり、第三者算定機関として大和証券を起用し、本株式移転

に用いる株式移転比率の合意の基礎とすべく株式移転比率算定書を取得しております。

青森銀行は、第三者算定機関である大和証券の分析及び意見を参考としてみちのく銀

行と交渉・協議を行い、上記１.「本株式移転に係る割当ての内容（株式移転比率）」記

載の株式移転比率により本株式移転を行うことを 2021 年 11 月 12 日付で開催された取

締役会において決議いたしました。 

また、青森銀行は大和証券から 2021 年 11 月 11 日付にて、本株式移転における株式

移転比率は、青森銀行にとって財務的見地から妥当である旨の意見書（フェアネス・オ

ピニオン）を取得しております。大和証券のフェアネス・オピニオンに関する重要な前

提条件等については別添３「大和証券によるフェアネス・オピニオンに関する前提条件

等」をご参照ください。 

 

② 独立した法律事務所からの助言 

青森銀行は、取締役会の意思決定の公正性及び適正性を担保するために、両行から独

立したリーガル・アドバイザーである長島・大野・常松法律事務所から、青森銀行の意

思決定の方法、過程その他本株式移転に係る手続に関する法的助言を受けております。 
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（５）利益相反を回避するための措置 

本株式移転にあたって、みちのく銀行と青森銀行との間には特段の利益相反関係は存

しないことから、特別な措置は講じておりません。 

 

３．共同持株会社の資本金及び準備金の額に関する事項 

みちのく銀行及び青森銀行は、本株式移転による共同持株会社の設立に際し、共同持株

会社の資本金及び準備金の額を以下のとおり決定いたしました。 

（１）資本金の額 20,000,000,000 円 

（２）資本準備金の額 5,000,000,000 円 

（３）利益準備金の額 0 円 

これらの資本金及び準備金の額につきましては、共同持株会社の規模その他の諸事情

を総合的に勘案・検討し、みちのく銀行と青森銀行が協議の上、会社計算規則第 52 条の

規定の範囲内で決定したものであります。 

  
３   会社法第 773条第１項第９号及び第 10号に掲げる事項についての定めの相当性に関する事

項 

両行は、新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりませんので、該当事項はありません。 

 
 
４   青森銀行に関する事項 

１．最終事業年度（2021 年３月期）に係る計算書類等の内容 

別添４「2021 年３月期に係る株式会社青森銀行に関する事項」に記載のとおりであり

ます。 

 

２．最終事業年度の末日後に生じた会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

該当事項はありません。 

 
 
５   みちのく銀行において最終事業年度の末日後に生じた会社財産の状況に重要な影響を与え

る事象の内容 

該当事項はありません。 
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別添１「株式移転計画書（写）」 

 

株式移転計画書（写） 

 

株式会社青森銀行（以下「甲」という。）及び株式会社みちのく銀行（以下「乙」という。）

は、共同株式移転の方法による株式移転を行うことにつき合意したので、以下のとおり共同し

て株式移転計画書（以下「本計画」という。）を作成する。 

 

 

第１条（本株式移転） 

本計画の定めるところに従い、甲及び乙は、共同株式移転の方法により新たに設立する株式

移転設立完全親会社（以下「新会社」という。）の成立日（第６条に定義する。以下同じ。）に

おいて、甲及び乙の発行済株式の全部を新会社に取得させる株式移転（以下「本株式移転」と

いう。）を行うものとし、これにより甲及び乙は新会社の完全子会社となる。 

 

 

第２条（新会社の目的、商号、本店の所在地、発行可能株式総数及び発行可能種類株式総数そ

の他定款で定める事項） 

１. 新会社の目的、商号、本店の所在地及び発行可能株式総数は以下のとおりとする。 

(１) 目的 

新会社の目的は、別紙１の定款第２条記載のとおりとする。 

(２) 商号 

新会社の商号は、「株式会社プロクレアホールディングス」とし、英文では

「Procrea Holdings, Inc.」と表示する。 

(３) 本店所在地 

新会社の本店の所在地は青森県青森市とし、本店の所在場所は青森県青森市勝田一

丁目３番１号とする。 

(４) 発行可能株式総数及び発行可能種類株式総数 

新会社の発行可能株式総数は、6,000 万株とし、各種類株式の発行可能種類株式総数

は次のとおりとする。 

普通株式  6,000 万株 

第一種優先株式  1,380 万株 

２. 前項に掲げるもののほか、新会社の定款で定める事項は、別紙１の定款記載のとおりとす

る。 
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第３条（新会社の設立時取締役の氏名及び設立時会計監査人の名称） 

１. 新会社の設立時取締役（設立時監査等委員である設立時取締役を除く。）の氏名は次のと

おりとする。 

 取締役（代表取締役社長に選定予定） 成田 晋 

 取締役（代表取締役副社長に選定予定） 藤澤 貴之 

 取締役  稲庭 勉 

 取締役  石川 啓太郎 

 取締役  田村 強 

 取締役  森 庸 

 取締役  白鳥 元生 

 取締役  須藤 慎治 

 社外取締役  三國谷 勝範 

 社外取締役  樋口 一成 

２. 新会社の設立時監査等委員である設立時取締役の氏名は次のとおりとする。 

 取締役  中川 晃 

 社外取締役  岩木川 雅司 

 社外取締役  若槻 哲太郎 

 社外取締役  石田 深恵 

３. 新会社の設立時会計監査人の名称は次のとおりとする。 

 EY 新日本有限責任監査法人 

 

 

第４条（本株式移転に際して交付する株式及びその割当て） 

１. 本株式移転に際して交付する株式の種類及び数 

(１) 新会社は、本株式移転に際して、甲及び乙の発行済株式の全部を取得する時点の直

前時（以下「基準時」という。）における甲及び乙の普通株式の株主（以下「普通

株主」という。）に対し、それぞれその所有する甲及び乙の普通株式に代わり、(i)

甲が基準時に発行している普通株式数の合計に１を乗じた数、及び(ii)乙が基準時

に発行している普通株式数の合計に 0.46 を乗じた数を合計した数と同数の新会社の

普通株式（以下「交付株式（普通株式）」という。）を交付する。 

(２) 新会社は、本株式移転に際して、基準時における乙のＡ種優先株式の株主（以下

「優先株主」という。）に対し、その所有する乙のＡ種優先株式に代わり、乙が基

準時に発行しているＡ種優先株式数の合計に 0.46 を乗じた数の別紙２に記載する内

容の新会社の第一種優先株式（以下「交付株式（優先株式）」といい、交付株式

（普通株式）と併せて「交付株式」と総称する。）を交付する。 
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２. 新会社の株式の割当て 

(１) 新会社は、前項第１号の定めにより交付される交付株式（普通株式）を、基準時に

おける甲及び乙の普通株主に対して、それぞれ以下の割合（以下「株式移転比率」

と個別に又は総称していう。）をもって割り当てる。 

① 甲の普通株主に対しては、その所有する甲の普通株式１株に対して新会社の普通

株式１株 

② 乙の普通株主に対しては、その所有する乙の普通株式１株に対して新会社の普通

株式 0.46 株 

(２) 新会社は、前項第２号の定めにより交付される交付株式（優先株式）を、基準時に

おける乙の優先株主に対して、その所有する乙のＡ種優先株式１株に対して新会社

の第一種優先株式 0.46 株の割合をもって割り当てる。 

３. 前二項の計算において、１株に満たない端数が生じる場合には、会社法（平成 17 年７月

26 日法律第 86 号。その後の改正を含む。以下同じ。）第 234 条その他関係法令の規定に

従い処理するものとする。 

 

 

第５条（新会社の資本金及び準備金の額） 

新会社の成立日における新会社の資本金及び準備金の額は、次のとおりとする。 

(１) 資本金の額 200 億円 

(２) 資本準備金の額           50 億円 

(３) 利益準備金の額 ０円 

(４) 資本剰余金の額 会社計算規則第 52 条第１項に定める株主資本変動額から上記

(１)及び(２)の額の合計額を減じて得た額 

 

 

第６条（新会社の成立日） 

新会社の設立の登記をすべき日（本計画において「成立日」という。）は、2022年４月１日

とする。但し、本株式移転の手続進行上の必要性その他の事由により必要な場合は、甲乙協議

の上、合意によりこれを変更することができる。 

 

 

第７条（株式移転計画承認株主総会） 

１. 甲は、2022 年１月 26 日を開催日として臨時株主総会を招集し、本計画の承認及び本株式

移転に必要な事項に関する決議を求めるものとする。 

２. 乙は、2022 年１月 26 日を開催日として臨時株主総会を招集し、本計画の承認及び本株式

移転に必要な事項に関する決議を求めるものとする。また、乙は、2022 年１月 26 日を開
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催日として乙の普通株主による種類株主総会及び乙の優先株主による種類株主総会におい

て、本計画の承認及び本株式移転に必要な事項に関する決議を求めるものとする。 

３. 本株式移転の手続進行上の必要性その他の事由により必要な場合は、甲乙協議の上、合意

により、前二項に定める本計画の承認及び本株式移転に必要な事項に関する決議を求める

各株主総会及び各種類株主総会の開催日を変更することができる。 

 

 

第８条（株式上場、株主名簿管理人） 

１. 新会社は、成立日において、その発行する普通株式の株式会社東京証券取引所市場第一部

への上場を予定するものとし、甲乙協議の上、可能な限り相互に協力して当該上場に必要

な手続を行う。 

２. 甲及び乙は、新会社が発行する普通株式について、2022 年４月４日に予定される東京証券

取引所の新市場区分への移行後のプライム市場での上場が維持されるよう、相互に協力し

て必要な手続を行う。 

３. 新会社の設立時における株主名簿管理人は、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社とする。 

 

 

第９条（剰余金の配当） 

１. 甲は、①2021 年９月 30 日の最終の株主名簿に記載又は記録された甲の普通株主又は普通

株式の登録株式質権者に対して、普通株式１株あたり 25 円を限度として、②2022 年３月

31 日の最終の株主名簿に記載又は記録された甲の普通株主又は普通株式の登録株式質権者

に対して、普通株式１株あたり 25 円を限度として、それぞれ剰余金の配当を行うことが

できる。 

２. 乙は、①2021 年９月 30 日の最終の株主名簿に記載又は記録された乙の普通株主又は普通

株式の登録株式質権者に対して、普通株式１株あたり 10 円を限度として、②2022 年３月

31 日の最終の株主名簿に記載又は記録された乙の普通株主又は普通株式の登録株式質権者

に対して、普通株式１株あたり 15 円を限度として、それぞれ剰余金の配当を行うことが

できる。 

３. 乙は、①2021 年９月 30 日の最終の株主名簿に記載又は記録された乙の優先株主又はＡ種

優先株式の登録株式質権者に対して、Ａ種優先株式１株あたり 27.65 円を限度として、②

2022 年３月 31 日の最終の株主名簿に記載又は記録された乙の優先株主又はＡ種優先株式

の登録株式質権者に対して、Ａ種優先株式１株あたり 27.65 円を限度として、それぞれ剰

余金の配当を行うことができる。 

４. 甲及び乙は、前三項に定める場合を除き、本計画作成後新会社の成立日までの間、新会社

の成立日以前を基準日とする剰余金の配当決議を行ってはならない。但し、甲及び乙にて

協議の上、合意をした場合についてはこの限りでない。 
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第 10 条（自己株式の消却） 

甲及び乙は、新会社の成立日の前日までに開催されるそれぞれの取締役会の決議により、そ

れぞれが基準時において保有する自己株式（本株式移転に際して行使される会社法第 806 条第

１項に定める反対株主の株式買取請求に応じて取得する自己株式を含むが、甲の役員報酬ＢＩ

Ｐ信託及び乙の取締役等に対する業績連動型株式報酬制度（株式給付信託（ＢＢＴ））の信託財

産としてそれぞれの信託口が保有する自己株式を除く。）の全部を消却するものとする。 

 

 

第 11 条（会社財産の管理等） 

１. 甲及び乙は、本計画作成後新会社の成立日までの間、それぞれ善良な管理者の注意をもっ

て自らの業務の遂行並びに財産の管理及び運営を行い、かつ、それぞれの子会社をして善

良なる管理者の注意をもって自らの業務の遂行並びに財産の管理及び運営を行わせるもの

とし、それぞれの財産又は権利義務に重大な影響を及ぼし得る行為については、本計画に

おいて別途定める場合を除き、あらかじめ甲及び乙が協議し、合意の上、これを行い、又

はこれを行わせる。 

２. 甲及び乙は、本計画作成後新会社の成立日までの間、本株式移転の実行若しくは本株式移

転比率の合理性に重大な悪影響を与えるおそれのある事由若しくは事象が判明した場合に

は、相手方に対し、速やかにその旨を書面で通知するものとし、甲及び乙は、その取扱い

について誠実に協議するものとする。 

 

 

第 12 条（本計画の効力） 

本計画は、第７条に定める甲若しくは乙の株主総会若しくは種類株主総会のいずれかにおい

て、本計画の承認及び本株式移転に必要な事項に関する決議が得られなかった場合、新会社の成

立日までに本株式移転を行うにあたり必要な関係当局の許認可等（本株式移転に関する銀行法

第 52 条の 17 第１項に規定される認可、並びに地域における一般乗合旅客自動車運送事業及び

銀行業に係る基盤的なサービスの提供の維持を図るための私的独占の禁止及び公正取引の確保

に関する法律の特例に関する法律第３条第１項第４号に規定される認可を含むがこれに限らな

い。）が得られなかった場合、又は、次条に基づき本株式移転を中止する場合には、その効力を

失うものとする。 

 

 

第 13 条（株式移転条件の変更及び本株式移転の中止） 

本計画の作成後新会社成立日までの間において、甲若しくは乙の財産状態若しくは経営状態
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に重大な変更が発生した場合若しくは重大な影響を与える事由があることが判明した場合、又

は本株式移転の実行に重大な支障となる事態が生じ若しくは明らかとなった場合、その他本計

画の目的の達成が著しく困難となった場合には、甲及び乙は協議の上、合意により、本株式移

転の条件その他本計画の内容を変更し、又は本株式移転を中止することができる。 

 

 

第 14 条（協議事項） 

本計画に定める事項のほか、本計画に定めがない事項、その他本株式移転に必要な事項は、

本計画の趣旨に従い、甲及び乙が別途協議し、合意の上定める。 
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以上、本計画の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有す

る。 

 

 

 

2021 年 11 月 26 日 

 

甲： 青森県青森市橋本一丁目９番 30 号 

                     株式会社 青森銀行 

                     代表取締役頭取  成田 晋     印 

 

 

乙： 青森県青森市勝田一丁目３番１号 

                     株式会社 みちのく銀行 

代表取締役頭取  藤澤 貴之  印 
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別紙１ 

株式会社プロクレアホールディングス 定款 

 

 

第１章  総  則 

 

（商号） 

第１条 当会社は、株式会社プロクレアホールディングスと称する。 

  英文では、Procrea Holdings, Inc.と表示する。 

 

（目的） 

第２条 当会社は、銀行持株会社として、次の業務を営むことを目的とする。 

（１）銀行および銀行法により子会社とすることのできる会社の経営管理 

（２）前号に掲げる業務に付帯関連する一切の業務 

（３）前二号に掲げる業務のほか、銀行法により銀行持株会社が営むことができる業務 

 

（本店の所在地） 

第３条 当会社は、本店を青森県青森市に置く。 

 

（機関） 

第４条 当会社は、株主総会および取締役のほか、次の機関を置く。 

（１）取締役会 

（２）監査等委員会 

（３）会計監査人 

 

（公告方法） 

第５条 当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって

電子公告による公告をすることができない場合は、青森県青森市において発行する東

奥日報および東京都において発行する日本経済新聞に掲載して行う。 

 

 

第２章  株  式 

 

（発行可能株式総数および発行可能種類株式総数） 

第６条 当会社の発行可能株式総数は、6,000万株とする。 

２ 当会社の発行可能種類株式総数は、次のとおりとする。 

（１）普通株式 6,000万株 

（２）第一種優先株式 1,380万株 
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（自己株式の取得） 

第７条 当会社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等に

より自己の株式を取得することができる。 

 

（単元株式数） 

第８条 当会社の全ての種類の単元株式数は、それぞれ100株とする。 

 

（単元未満株式を有する株主の権利） 

第９条 当会社の単元未満株式を有する株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる

権利以外の権利を行使することができない。 

（１）会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

（２）会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

（３）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを

受ける権利 

（４）次条に定める請求をする権利 

 

（単元未満株式の買増し） 

第10条 当会社の単元未満株式を有する株主は、株式取扱規程に定めるところにより、その有す

る単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求するこ

とができる。 

 

（株式取扱規程） 

第11条 当会社の株式に関する取扱いおよび手数料は、法令または本定款のほか、取締役会にお

いて定める株式取扱規程による。 

 

（株主名簿管理人） 

第12条 当会社は、株主名簿管理人を置く。 

２ 株主名簿管理人およびその事務取扱場所は、取締役会の決議によって定め、これを公告

する。 

３ 当会社の株主名簿および新株予約権原簿の作成ならびに備置きその他の株主名簿およ

び新株予約権原簿に関する事務は、これを株主名簿管理人に委託し、当会社においては

取り扱わない。 

 

 

第３章  優先株式 

 

（第一種優先配当金） 

第13条 当会社は、第46条第１項に定める剰余金の配当をするときは、当該剰余金の配当に係る

基準日の最終の株主名簿に記載または記録された第一種優先株式を有する株主（以下

「第一種優先株主」という。）または第一種優先株式の登録株式質権者（以下「第一種

優先登録株式質権者」という。）に対し、普通株式を有する株主（以下「普通株主」と
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いう。）および普通株式の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」という。）に先

立ち、第一種優先株式１株につき、5,000円を0.46で除した金額（ただし、第一種優先

株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合またはこれに類する事由があっ

た場合には、適切に調整される。）に、次に定める配当年率（以下「第一種優先配当年

率」という。）を乗じて算出した額の金銭（円位未満小数第４位まで算出し、その小数

第４位を切り上げる。）（以下「第一種優先配当金」という。）の配当をする。ただし、

当該基準日の属する事業年度において第一種優先株主または第一種優先登録株式質権

者に対して第14条に定める第一種優先中間配当金を支払ったときは、その額を控除し

た額とする。 

（第一種優先配当年率） 

第一種優先配当年率＝日本円 TIBOR（12ヶ月物）＋0.95％ 

なお、各事業年度に係る第一種優先配当年率は、％未満小数第４位まで算出し、その小

数第４位を四捨五入する。 

上記の算式において「日本円 TIBOR（12ヶ月物）」とは、毎年の４月１日（ただし、当該

日が銀行休業日の場合はその直後の営業日）（以下「第一種優先配当年率決定日」とい

う。）の午前11時における日本円12ヶ月物トーキョー・インター・バンク・オファード・

レート（日本円 TIBOR）として一般社団法人全銀協 TIBOR 運営機関（ただし、日本円

TIBOR の公表主体が、一般社団法人全銀協 TIBOR 運営機関から他の団体になった場合に

は、当該他の団体に読み替える。）によって公表される数値またはこれに準ずるものと

合理的に認められるものを指すものとする。「営業日」とは東京において銀行が外貨及

び為替取引の営業を行っている日をいう。 

ただし、上記の算出の結果が８％を超える場合には、第一種優先配当年率は８％とする。 

２ ある事業年度において第一種優先株主または第一種優先登録株式質権者に対してする

剰余金の配当の額が第一種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年

度以降に累積しない。 

３ 第一種優先株主または第一種優先登録株式質権者に対しては、第一種優先配当金の額

を超えて剰余金の配当を行わない。ただし、当会社が行う吸収分割手続の中で行われる

会社法第758条第８号ロもしくは同法第760条第７号ロに規定される剰余金の配当また

は当会社が行う新設分割手続の中で行われる同法第763条第12号ロもしくは第765条第

１項第８号ロに規定される剰余金の配当についてはこの限りではない。 

 

（第一種優先中間配当金） 

第14条 当会社は、第47条に定める中間配当をするときは、当該中間配当に係る基準日の最終の

株主名簿に記載または記録された第一種優先株主または第一種優先登録株式質権者に

対し、普通株主および普通登録株式質権者に先立ち、第一種優先株式１株につき、第一

種優先配当金の額の２分の１を上限とする金銭（以下「第一種優先中間配当金」という。）

を支払う。 

 

（第一種優先株主に対する残余財産の分配） 

第15条 当会社は、残余財産を分配するときは、第一種優先株主または第一種優先登録株式質権

者に対し、普通株主および普通登録株式質権者に先立ち、第一種優先株式１株につき、
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5,000円を0.46で除した金額（ただし、第一種優先株式につき、株式の分割、株式無償

割当て、株式の併合またはこれに類する事由があった場合には、適切に調整される。）

に次に定める経過第一種優先配当金相当額を加えた額の金銭を支払う。 

（経過第一種優先配当金相当額） 

第一種優先株式１株当たりの経過第一種優先配当金相当額は、残余財産の分配が行わ

れる日（以下「分配日」という。）において、分配日の属する事業年度の初日（同日を

含む。）から分配日（同日を含む。）までの日数に第一種優先配当金の額を乗じた金額を

365で除して得られる額（円位未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を切上げる。）

をいう。ただし、分配日の属する事業年度において第一種優先株主または第一種優先登

録株式質権者に対して第一種優先中間配当金を支払ったときは、その額を控除した額

とする。 

２ 第一種優先株主または第一種優先登録株式質権者に対しては、前項のほか、残余財産の

分配は行わない。 

 

（第一種優先株主の議決権） 

第16条 第一種優先株主は、全ての事項につき株主総会において議決権を行使することができ

ない。ただし、第一種優先株主は、(i)第一種優先株式の発行時に株式会社みちのく銀

行（以下「みちのく銀行」という。）が発行するＡ種優先株式の株主が同銀行株主総会

において全ての事項について議決権を行使することができるときはその発行時より、

(ii)定時株主総会に第一種優先配当金の額全部（第一種優先中間配当金を支払ったと

きは、その額を控除した額）の支払いを受ける旨の議案が提出されないときはその定時

株主総会より、(iii)第一種優先配当金の額全部（第一種優先中間配当金を支払ったと

きは、その額を控除した額）の支払いを受ける旨の議案が定時株主総会において否決さ

れたときはその定時株主総会の終結の時より、第一種優先配当金の額全部（第一種優先

中間配当金を支払ったときは、その額を控除した額）の支払いを受ける旨の決議がなさ

れる時までの間は、全ての事項について株主総会において議決権を行使することがで

きる。 

 

（普通株式を対価とする取得請求権） 

第17条 第一種優先株主は、次項に定める取得を請求することのできる期間中、当会社に対して

自己の有する第一種優先株式を取得することを請求することができる。かかる取得の

請求があった場合、当会社は、第一種優先株主がかかる取得の請求をした第一種優先株

式を取得するのと引換えに、第３項に定める財産を当該第一種優先株主に対して交付

するものとする。ただし、単元未満株式については、本項に規定する取得の請求をする

ことができないものとする。 

２ 取得請求期間は、当会社設立の日より2024年９月30日まで（以下「取得請求期間」とい

う。）とする。 

３ 当会社は、第一種優先株式の取得と引換えに、第一種優先株主が取得の請求をした第一

種優先株式数に5,000円を0.46で除した金額（ただし、第一種優先株式につき、株式の

分割、株式無償割当て、株式の併合またはこれに類する事由があった場合には、適切に

調整される。）を乗じた額を第４項ないし第８項に定める取得価額で除した数の普通株
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式を交付する。なお、第一種優先株式の取得と引換えに交付すべき普通株式の数に１株

に満たない端数があるときは、会社法第167条第３項に従ってこれを取り扱う。 

４ 当初取得価額は、当会社設立の日の時価とする。当会社設立の日の時価とは、2022年３

月の第３金曜日（以下「当初取得価額決定日」という。）までの直近の５連続取引日（当

初取得価額決定日を含み、株式会社東京証券取引所におけるみちのく銀行の普通株式

の終値（気配表示を含む。以下「終値」という。）が算出されない日を除く。）のみちの

く銀行の普通株式の毎日の終値の平均値に相当する金額を0.46で除した金額（円位未

満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切捨てる。）とする。ただし、かかる計算

の結果、取得価額が第７項に定める下限取得価額を下回る場合は、下限取得価額とす

る。 

５ 取得請求期間において、毎月第３金曜日（以下「決定日」という。）の翌日以降、取得

価額は、決定日まで（当日を含む。）の直近の５連続取引日（ただし、終値のない日は

除き、決定日が取引日ではない場合は、決定日の直前の取引日までの５連続取引日とす

る。）の当会社の普通株式の毎日の終値の平均値に相当する金額（円位未満小数第１位

まで算出し、その小数第１位を切捨てる。）に修正される。ただし、かかる計算の結果、

修正後取得価額が第７項に定める下限取得価額を下回る場合は、修正後取得価額は下

限取得価額とする。なお、上記５連続取引日の初日以降決定日まで（当日を含む。）の

間に、第８項に定める取得価額の調整事由が生じた場合、修正後取得価額は、取締役会

が適当と判断する金額に調整される。 

６ 取得価額には上限を設けない。 

７ 958円を0.46で除した金額を「下限取得価額」という（ただし、次項による調整を受け

る。）。 

８ イ. 第一種優先株式の発行後、次の各号のいずれかに該当する場合には、取得価額（下

限取得価額を含む。）を次に定める算式（以下「取得価額調整式」という。）により

調整する（以下、調整後の取得価額を「調整後取得価額」という。）。取得価額調整

式の計算については、円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切捨て

る。 

（調整後取得価額） 

 

調整後 

取得価額 

 

＝ 

 

調整前 

取得価額 

 

× 

既発行 

普通株式数 

 

＋ 

交付普通 

株式数 
× 

１株当たりの 

払込金額 

時  価 

既発行普通株式数 ＋ 交付普通株式数 

(i) 取得価額調整式に使用する時価（下記ハ.に定義する。以下同じ。）を下回

る払込金額をもって普通株式を発行または自己株式である普通株式を処分

する場合（無償割当ての場合を含む。）（ただし、当会社の普通株式の交付

を請求できる取得請求権付株式もしくは新株予約権（新株予約権付社債に

付されたものを含む。以下本第8項において同じ。）その他の証券（以下「取

得請求権付株式等」という。）、または当会社の普通株式の交付と引換えに

当会社が取得することができる取得条項付株式もしくは取得条項付新株予

約権その他の証券（以下「取得条項付株式等」という。）が取得または行使
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され、これに対して普通株式が交付される場合を除く。） 

調整後取得価額は、払込期日（払込期間が定められた場合は当該払込期間

の末日とする。以下同じ。）（無償割当ての場合はその効力発生日）の翌日

以降、または株主に募集株式の割当てを受ける権利を与えるためもしくは

無償割当てのための基準日がある場合はその日の翌日以降、これを適用す

る。 

(ii) 株式の分割をする場合 

調整後取得価額は、株式の分割のための基準日に分割により増加する普通

株式数（基準日における当会社の自己株式である普通株式に関して増加す

る普通株式数を除く。）が交付されたものとみなして取得価額調整式を適用

して算出し、その基準日の翌日以降、これを適用する。 

(iii) 取得価額調整式に使用する時価を下回る価額（下記ニ.に定義する。以下、

本(iii)、下記(iv)および(v)ならびに下記ハ.(iv)において同じ。）をもっ

て当会社の普通株式の交付を請求できる取得請求権付株式等を発行する場

合（無償割当ての場合を含む。） 

調整後取得価額は、当該取得請求権付株式等の払込期日（新株予約権の場

合は割当日）（無償割当ての場合はその効力発生日）に、または株主に取得

請求権付株式等の割当てを受ける権利を与えるためもしくは無償割当ての

ための基準日がある場合はその日に、当該取得請求権付株式等の全部が当

初の条件で取得または行使されて普通株式が交付されたものとみなして取

得価額調整式を適用して算出し、その払込期日（新株予約権の場合は割当

日）（無償割当ての場合はその効力発生日）の翌日以降、またはその基準日

の翌日以降、これを適用する。 

上記にかかわらず、上記の普通株式が交付されたものとみなされる日にお

いて価額が確定しておらず、後日一定の日（以下「価額決定日」という。）

に価額が決定される取得請求権付株式等を発行した場合において、決定さ

れた価額が取得価額調整式に使用する時価を下回る場合には、調整後取得

価額は、当該価額決定日に残存する取得請求権付株式等の全部が価額決定

日に確定した条件で取得または行使されて普通株式が交付されたものとみ

なして取得価額調整式を適用して算出し、当該価額決定日の翌日以降これ

を適用する。 

(iv) 当会社が発行した取得請求権付株式等に、価額がその発行日以降に修正さ

れる条件（本イ.またはロ.と類似する希薄化防止のための調整を除く。）が

付されている場合で、当該修正が行われる日（以下「修正日」という。）に

おける修正後の価額（以下「修正価額」という。）が取得価額調整式に使用

する時価を下回る場合 

調整後取得価額は、修正日に、残存する当該取得請求権付株式等の全部が

修正価額で取得または行使されて普通株式が交付されたものとみなして取

得価額調整式を適用して算出し、当該修正日の翌日以降これを適用する。 

なお、かかる取得価額調整式の適用に際しては、下記(a)ないし(c)の場合

に応じて、調整後取得価額を適用する日の前日において有効な取得価額に、
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それぞれの場合に定める割合（以下「調整係数」という。）を乗じた額を調

整前取得価額とみなすものとする。 

(a) 当該取得請求権付株式等について当該修正日の前に上記(iii)または

本(iv)による調整が行われていない場合 

調整係数は１とする。 

(b) 当該取得請求権付株式等について当該修正日の前に上記(iii)または

本(iv)による調整が行われている場合であって、当該調整後、当該修

正日までの間に、第５項による取得価額の修正が行われている場合 

調整係数は１とする。 

ただし、下限取得価額の算定においては、調整係数は、上記(iii)また

は本(iv)による直前の調整を行う前の下限取得価額を当該調整後の下

限取得価額で除した割合とする。 

(c) 当該取得請求権付株式等について当該修正日の前に上記(iii)または

本(iv)による調整が行われている場合であって、当該調整後、当該修

正日までの間に、第５項による取得価額の修正が行われていない場合 

調整係数は、上記(iii)または本(iv)による直前の調整を行う前の取得

価額を当該調整後の取得価額で除した割合とする。 

(v) 取得条項付株式等の取得と引換えに取得価額調整式に使用される時価を下

回る価額をもって普通株式を交付する場合 

調整後取得価額は、取得日の翌日以降これを適用する。 

ただし、当該取得条項付株式等について既に上記(iii)または(iv)による取

得価額の調整が行われている場合には、調整後取得価額は、当該取得と引

換えに普通株式が交付された後の完全希薄化後普通株式数（下記ホ.に定義

する。）が、当該取得の直前の既発行普通株式数を超えるときに限り、当該

超過する普通株式数が交付されたものとみなして取得価額調整式を適用し

て算出し、取得の直前の既発行普通株式数を超えないときは、本(v)による

調整は行わない。 

(vi) 株式の併合をする場合 

調整後取得価額は、株式の併合の効力発生日以降、併合により減少する普

通株式数（効力発生日における当会社の自己株式である普通株式に関して

減少した普通株式数を除く。）を負の値で表示して交付普通株式数とみなし

て取得価額調整式を適用して算出し、これを適用する。 

ロ. 上記イ.(i)ないし(vi)に掲げる場合のほか、合併、会社分割、株式交換または株式

移転等により、取得価額（下限取得価額を含む。）の調整を必要とする場合は、取

締役会が適当と判断する取得価額（下限取得価額を含む。）に変更される。 

ハ. (i) 取得価額調整式に使用する「時価」は、調整後取得価額を適用する日に先立

つ５連続取引日の当会社の普通株式の毎日の終値の平均値（終値のない日

数を除く。）とする。ただし、平均値の計算は円位未満小数第1位まで算出

し、その小数第1位を切捨てる。なお、上記５連続取引日の間に、取得価額

の調整事由が生じた場合、調整後取得価額は、第８項に準じて調整する。 
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(ii) 取得価額調整式に使用する「調整前取得価額」は、調整後取得価額を適用

する日の前日において有効な取得価額とする。 

(iii) 取得価額調整式に使用する「既発行普通株式数」は、基準日がある場合は

その日（上記イ.(i)ないし(iii)に基づき当該基準日において交付されたも

のとみなされる普通株式数は含まない。）の、基準日がない場合は調整後取

得価額を適用する日の１ヶ月前の日の、当会社の発行済普通株式数（自己

株式である普通株式の数を除く。）に当該取得価額の調整の前に上記イ.お

よびロ.に基づき「交付普通株式数」とみなされた普通株式であって未だ交

付されていない普通株式数（ある取得請求権付株式等について上記

イ.(iv)(b)または(c)に基づく調整が初めて適用される日（当該日を含む。）

からは、当該取得請求権付株式等に係る直近の上記イ.(iv)(b)または(c)に

基づく調整に先立って適用された上記イ.(iii)または(iv)に基づく調整に

より「交付普通株式数」とみなされた普通株式数は含まない。）を加えたも

のとする。 

(iv) 取得価額調整式に使用する「１株当たりの払込金額」とは、上記イ.(i)の

場合には、当該払込金額（無償割当ての場合は０円）（金銭以外の財産によ

る払込の場合には適正な評価額）、上記イ.(ii)および(vi)の場合には０円、

上記イ.(iii)ないし(v)の場合には価額（ただし、(iv)の場合は修正価額）

とする。 

ニ. 上記イ.(iii)ないし(v)および上記ハ.(iv)において「価額」とは、取得請求権付株

式等または取得条項付株式等の発行に際して払込みがなされた額（新株予約権の

場合には、その行使に際して出資される財産の価額を加えた額とする。）から、そ

の取得または行使に際して当該取得請求権付株式等または取得条項付株式等の所

持人に交付される普通株式以外の財産の価額を控除した金額を、その取得または

行使に際して交付される普通株式の数で除した金額をいう。 

ホ. 上記イ.(v)において「完全希薄化後普通株式数」とは、調整後取得価額を適用する

日の既発行普通株式数から、上記ハ.(iii)に従って既発行普通株式数に含められ

ている未だ交付されていない普通株式数で当該取得条項付株式等に係るものを除

いて、当該取得条項付株式等の取得により交付される普通株式数を加えたものと

する。 

ヘ. 上記イ.(i)ないし(iii)において、当該各行為に係る基準日が定められ、かつ当該

各行為が当該基準日以降に開催される当会社の株主総会における一定の事項に関

する承認決議を停止条件としている場合には、上記イ.(i)ないし(iii)の規定にか

かわらず、調整後取得価額は、当該承認決議をした株主総会の終結の日の翌日以

降にこれを適用する。 

ト. 取得価額調整式により算出された調整後取得価額と調整前取得価額との差額が１

円未満にとどまるときは、取得価額の調整は、これを行わない。ただし、その後取

得価額調整式による取得価額の調整を必要とする事由が発生し、取得価額を算出

する場合には、取得価額調整式中の調整前取得価額に代えて調整前取得価額から

この差額を差し引いた額を使用する。 
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９ 第４項ないし第８項に定める取得価額（第19条第２項に定める一斉取得価額を含む。以

下、本項において同じ。）は、希薄化防止および異なる種類の株式の株主間の実質的公

平の見地から解釈されるものとし、その算定が困難となる場合または算定の結果が不

合理となる場合には、当会社の取締役会は、取得価額の適切な調整その他の合理的に必

要な措置をとるものとする。 

 

（金銭を対価とする取得条項） 

第18条 当会社は、取締役会が別に定める日（以下「取得日」という。）が到来したときは、法

令上可能な範囲で、第一種優先株式の全部または一部を取得することができる。ただし、

取締役会は、当該取締役会の開催日までの30連続取引日（開催日を含む。）の全ての日

において当会社の普通株式の終値が下限取得価額を下回っている場合で、かつ、金融庁

の事前承認を得ている場合に限り、取得日を定めることができる。この場合、当会社は、

かかる第一種優先株式を取得するのと引換えに、次項に定める財産を第一種優先株主

に対して交付するものとする。なお、第一種優先株式の一部を取得するときは、按分比

例の方法による。取得日の決定後も前条第１項に定める取得請求権の行使は妨げられ

ないものとする。 

２ 当会社は、第一種優先株式の取得と引換えに、第一種優先株式１株につき、5,000円を

0.46で除した金額（ただし、第一種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株

式の併合またはこれに類する事由があった場合には、適切に調整される。）に経過第一

種優先配当金相当額を加えた額の金銭を交付する。なお、本項においては、第15条第１

項に定める経過第一種優先配当金相当額の計算における「残余財産の分配が行われる

日」および「分配日」をいずれも「取得日」と読み替えて、経過第一種優先配当金相当

額を計算する。 

 

（普通株式を対価とする取得条項） 

第19条 当会社は、取得請求期間の末日までに当会社に取得されていない第一種優先株式の全

てを取得請求期間の末日の翌日（以下「一斉取得日」という。）をもって取得する。こ

の場合、当会社は、かかる第一種優先株式を取得するのと引換えに、各第一種優先株主

に対し、その有する第一種優先株式数に5,000円を0.46で除した金額（ただし、第一種

優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合またはこれに類する事由が

あった場合には、適切に調整される。）を乗じた額を次項に定める普通株式の時価（以

下「一斉取得価額」という。）で除した数の普通株式を交付するものとする。第一種優

先株式の取得と引換えに交付すべき普通株式の数に１株に満たない端数がある場合に

は、会社法第234条に従ってこれを取り扱う。 

２ 一斉取得価額は、一斉取得日に先立つ45連続取引日目に始まる30連続取引日の当会社

の普通株式の毎日の終値の平均値（終値が算出されない日を除く。）に相当する金額（円

位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切捨てる。）とする。ただし、かかる

計算の結果、一斉取得価額が下限取得価額を下回る場合は、一斉取得価額は下限取得価

額とする。 
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（株式の分割または併合および株式無償割当て） 

第20条 当会社は、株式の分割または併合を行うときは、普通株式および第一種優先株式の種類

ごとに、同時に同一の割合で行う。 

２ 当会社は、株式無償割当てを行うときは、普通株式および第一種優先株式の種類ごと

に、当該種類の株式の無償割当てを、同時に同一の割合で行う。 

 

（除斥期間） 

第21条 第48条の規定は、第一種優先配当金の支払いについてこれを準用する。 

 

 

第４章 株主総会 

 

（招集） 

第22条 当会社の定時株主総会は、毎事業年度が終了した日の翌日から３か月以内に招集し、臨

時株主総会は、必要あるときに随時これを招集する。 

 

（定時株主総会の基準日） 

第23条 当会社の定時株主総会の議決権の基準日は、毎年３月31日とする。 

 

（招集権者および議長） 

第24条 株主総会は、取締役社長がこれを招集し、議長となる。 

２ 取締役社長に欠員または事故があるときは、取締役会においてあらかじめ定めた順序

に従い、他の取締役が株主総会を招集し、議長となる。 

 

（電子提供措置等） 

第25条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会参考書類等の内容である情報について、電

子提供措置をとるものとする。 

２ 当会社は、電子提供措置をとる事項のうち法務省令で定めるものの全部または一部に

ついて、議決権の基準日までに書面交付請求した株主に対して交付する書面に記載し

ないことができる。 

 

（株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供） 

第25条の２ 当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会参考書類、事業報告、計算書類および

連結計算書類に記載または表示をすべき事項に係る情報を、法務省令に定めるところ

に従いインターネットを利用する方法で開示することにより、株主に対して提供した

ものとみなすことができる。 

 

（決議の方法） 

第26条 株主総会の決議は、法令または本定款に別段の定めがある場合を除き、出席した議決権

を行使することができる株主の議決権の過半数をもって行う。 
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２ 会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の

３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う。 

 

（議決権の代理行使） 

第27条 株主は、当会社の議決権を有する他の株主１名を代理人として、その議決権を行使する

ことができる。 

２ 前項の株主または代理人は、株主総会ごとに代理権を証明する書面を当会社に提出し

なければならない。 

 

（議事録） 

第28条 株主総会における議事の経過の要領およびその結果ならびにその他法令に定める事項

については、これを議事録に記載または記録する。 

 

（種類株主総会） 

第29条 第24条、第25条、第26条第１項、第27条および第28条の規定は、種類株主総会にこれを

準用する。 

２ 第23条の規定は、定時株主総会と同日に開催される種類株主総会にこれを準用する。 

３ 会社法第324条第２項に定める種類株主総会の決議は、当該種類株主総会において議決

権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その

議決権の３分の２以上をもって行う。 

 

 

第５章 取締役および取締役会 

 

（取締役の員数） 

第30条 当会社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）は、12名以内とする。 

２ 当会社の監査等委員である取締役は、６名以内とする。 

 

（取締役の選任） 

第31条 取締役は、監査等委員である取締役とそれ以外の取締役とを区別して、株主総会におい

て選任する。 

２ 取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う。 

３ 取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする。 

 

（取締役の任期） 

第32条 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の任期は、選任後１年以内に終了する事業

年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までとする。 

２ 監査等委員である取締役の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終の

ものに関する定時株主総会の終結の時までとする。 
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３ 任期の満了前に退任した監査等委員である取締役の補欠として選任された監査等委員

である取締役の任期は、退任した監査等委員である取締役の任期の満了する時までと

する。 

４ 監査等委員である取締役の補欠の予選に係る決議の効力は、選任後２年以内に終了す

る事業年度のうちの最終のものに関する定時株主総会の開始の時までとする。 

 

（取締役会の招集） 

第33条 取締役会の招集通知は、会日の３日前までに各取締役に対して発する。ただし、緊急の

必要があるときは、この期間を短縮することができる。 

２ 取締役全員の同意があるときは、招集の手続を経ないで取締役会を開催することがで

きる。 

 

（取締役会の決議の省略） 

第34条 当会社は、会社法第370条の要件を充たしたときは、取締役会の決議があったものとみ

なす。 

 

（重要な業務執行の決定の委任） 

第35条 当会社は、取締役会の決議によって重要な業務執行（会社法第399条の13第５項各号に

掲げる事項を除く。）の決定の全部または一部を取締役に委任することができる。 

 

（取締役会規程） 

第36条 取締役会に関する事項は、法令または本定款のほか、取締役会において定める取締役会

規程による。 

 

（代表取締役および役付取締役） 

第37条 取締役会は、その決議によって、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の中から、

代表取締役を選定する。 

２ 取締役会は、その決議によって、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の中から、

取締役会長および取締役社長各１名ならびに取締役副社長、専務取締役および常務取

締役各若干名を選定することができる。 

３ 取締役社長は、当会社を代表する。 

 

（取締役の報酬等） 

第38条 取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対価として当会社から受ける財産上の利益は、

監査等委員である取締役とそれ以外の取締役とを区別して、株主総会の決議によって

定める。 

 

（取締役との責任限定契約） 

第39条 当会社は、会社法第427条第１項の規定により、取締役（業務執行取締役等であるもの

を除く。）との間に、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結すること
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ができる。ただし、当該契約に基づく責任の限度額は、同法第425条第１項各号に定め

る額の合計額とする。 

 

 

第６章 監査等委員会 

 

（常勤の監査等委員） 

第40条 監査等委員会は、その決議によって常勤の監査等委員を選定することができる。 

 

（監査等委員会の招集） 

第41条 監査等委員会の招集通知は、会日の３日前までに各監査等委員に対して発する。ただし、

緊急の必要があるときは、この期間を短縮することができる。 

２ 監査等委員全員の同意があるときは、招集の手続を経ないで監査等委員会を開催する

ことができる。 

 

（監査等委員会規程） 

第42条 監査等委員会に関する事項は、法令または本定款のほか、監査等委員会において定める

監査等委員会規程による。 

 

 

第７章 会計監査人 

 

（会計監査人の選任） 

第43条 会計監査人は、株主総会において選任する。 

 

（会計監査人の任期） 

第44条 会計監査人の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会の終結の時までとする。 

２ 会計監査人は、前項の定時株主総会において別段の決議がされなかったときは、当該定

時株主総会において再任されたものとみなす。 

 

 

第８章 計  算 

 

（事業年度） 

第45条 当会社の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月31日までの１年とする。 

 

（剰余金の配当の基準日） 

第46条 当会社の期末配当の基準日は、毎年３月31日とする。 

２ 前項のほか、基準日を定めて剰余金の配当をすることができる。 
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（中間配当） 

第47条 当会社は、取締役会の決議によって毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うこと

ができる。 

 

（配当金の除斥期間等） 

第48条 配当財産が金銭である場合は、その支払開始の日から満５年を経過してもなお受領さ

れないときは、当会社はその支払義務を免れる。 

２ 未払の配当金には、利息を付さない。 

 

 

附  則 

 

（最初の事業年度） 

第１条 第45条の規定にかかわらず、当会社の最初の事業年度は、当会社の成立の日から2023年

３月31日までとする。 

 

（最初の取締役の報酬等） 

第２条 第38条の規定にかかわらず、当会社の成立の日から最初の定時株主総会の終結の時ま

での期間の取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対価として当会社から受ける財産

上の利益の総額は、次のとおりとする。 

（１）取締役（監査等委員である取締役を除く。） 年額300百万円以内 

（２）監査等委員である取締役 年額60百万円以内 

 

（電子提供措置等の効力発生日） 

第３条 第25条の規定は、会社法の一部を改正する法律（令和元年法律第70号）附則第１条ただ

し書きに規定する改正規定の施行の日（以下「施行日」という。）から効力を生ずるも

のとする。 

２ 第25条の２の規定は、施行日に削除されるものとする。ただし、施行日から６か月以内

の日を会日とする株主総会については、なお従前の例による。 

３ 当会社の成立の日から施行日の前日までの間の日または施行日から６か月以内の日を

会日とする種類株主総会については、第29条の規定中「第25条」を「第25条の２」と読

み替えるものとする。 

 

（本附則の削除） 

第４条 本附則第１条および第２条は、当会社の成立後最初の定時株主総会の終結の時をもっ

て削除されるものとする。 

２ 本附則第３条および第４条は、施行日から６か月を経過した日、本附則第３条第２項た

だし書きの株主総会の日から３か月を経過した日、または本附則第３条第３項の種類

株主総会の日から３か月を経過した日のいずれか遅い日に削除されるものとする。 
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別紙２ 

 

株式会社プロクレアホールディングス 

第一種優先株式発行要項 

 

1. 発行する株式の種類 

株式会社プロクレアホールディングス第一種優先株式（以下「第一種優先株式」という。） 

2. 発行する株式の数 

1,840,000 株 

3. 発行方法 

当会社は、株式会社青森銀行（以下「青森銀行」という。）及び株式会社みちのく銀行（以

下「みちのく銀行」という。）を株式移転完全子会社とし、当会社を株式移転設立完全親会

社とする株式移転（以下「本株式移転」という。）に際して第一種優先株式を発行し、本株

式移転により当会社が青森銀行及びみちのく銀行の発行済株式の全部を取得する時点の直

前時におけるみちのく銀行のＡ種優先株式の株主に対し、その所有するみちのく銀行のＡ

種優先株式 1 株につき第一種優先株式 0.46 株の割合をもって割当交付する。 

 

4. 第一種優先配当金 

(1) 第一種優先配当金 

当会社は、定款第 46 条第 1 項に定める剰余金の配当をするときは、当該剰余金の配当

に係る基準日の最終の株主名簿に記載または記録された第一種優先株式を有する株主

（以下「第一種優先株主」という。）または第一種優先株式の登録株式質権者（以下「第

一種優先登録株式質権者」という。）に対し、普通株式を有する株主（以下「普通株主」

という。）および普通株式の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」という。）に

先立ち、第一種優先株式 1 株につき、5,000 円を 0.46で除した金額（ただし、第一種

優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合またはこれに類する事由

があった場合には、適切に調整される。）に、下記(2)に定める配当年率（以下「第一種

優先配当年率」という。）を乗じて算出した額の金銭（円位未満小数第 4 位まで算出し、

その小数第 4 位を切り上げる。）（以下「第一種優先配当金」という。）の配当をする。

ただし、当該基準日の属する事業年度において第一種優先株主または第一種優先登録

株式質権者に対して第 5 項に定める第一種優先中間配当金を支払ったときは、その額

を控除した額とする。 
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(2) 第一種優先配当年率 

第一種優先配当年率＝日本円 TIBOR（12 ヶ月物）＋0.95％ 

なお、各事業年度に係る第一種優先配当年率は、％未満小数第 4 位まで算出し、その

小数第 4 位を四捨五入する。 

上記の算式において「日本円 TIBOR（12 ヶ月物）」とは、毎年の 4 月 1 日（ただし、当

該日が銀行休業日の場合はその直後の営業日）（以下「第一種優先配当年率決定日」と

いう。）の午前 11 時における日本円 12 ヶ月物トーキョー・インター・バンク・オファ

ード・レート（日本円 TIBOR）として一般社団法人全銀協 TIBOR 運営機関（ただし、日

本円 TIBOR の公表主体が、一般社団法人全銀協 TIBOR 運営機関から他の団体になった

場合には、当該他の団体に読み替える。）によって公表される数値またはこれに準ずる

ものと合理的に認められるものを指すものとする。「営業日」とは東京において銀行が

外貨及び為替取引の営業を行っている日をいう。 

ただし、上記の算出の結果が8％を超える場合には、第一種優先配当年率は8％とする。 

(3) 非累積条項 

ある事業年度において第一種優先株主または第一種優先登録株式質権者に対してする

剰余金の配当の額が第一種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年

度以降に累積しない。 

(4) 非参加条項 

第一種優先株主または第一種優先登録株式質権者に対しては、第一種優先配当金の額

を超えて剰余金の配当を行わない。ただし、当会社が行う吸収分割手続の中で行われ

る会社法第 758 条第 8 号ロもしくは同法第 760 条第 7 号ロに規定される剰余金の配当

または当会社が行う新設分割手続の中で行われる同法第 763 条第 12 号ロもしくは第

765 条第 1 項第 8 号ロに規定される剰余金の配当についてはこの限りではない。 

5. 第一種優先中間配当金 

当会社は、定款第 47 条に定める中間配当をするときは、当該中間配当に係る基準日の最終

の株主名簿に記載または記録された第一種優先株主または第一種優先登録株式質権者に対

し、普通株主および普通登録株式質権者に先立ち、第一種優先株式 1 株につき、第一種優先

配当金の額の 2 分の 1 を上限とする金銭（以下「第一種優先中間配当金」という。）を支払

う。 

6. 残余財産 

(1) 残余財産の分配 

当会社は、残余財産を分配するときは、第一種優先株主または第一種優先登録株式質
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権者に対し、普通株主および普通登録株式質権者に先立ち、第一種優先株式 1 株につ

き、5,000 円を 0.46 で除した金額（ただし、第一種優先株式につき、株式の分割、株

式無償割当て、株式の併合またはこれに類する事由があった場合には、適切に調整さ

れる。）に下記(3)に定める経過第一種優先配当金相当額を加えた額の金銭を支払う。 

(2) 非参加条項 

第一種優先株主または第一種優先登録株式質権者に対しては、上記(1)のほか、残余財

産の分配は行わない。 

(3) 経過第一種優先配当金相当額 

第一種優先株式１株当たりの経過第一種優先配当金相当額は、残余財産の分配が行わ

れる日（以下「分配日」という。）において、分配日の属する事業年度の初日（同日を

含む。）から分配日（同日を含む。）までの日数に第一種優先配当金の額を乗じた金額

を 365 で除して得られる額（円位未満小数第 4 位まで算出し、その小数第 4 位を切上

げる。）をいう。ただし、分配日の属する事業年度において第一種優先株主または第一

種優先登録株式質権者に対して第一種優先中間配当金を支払ったときは、その額を控

除した額とする。 

7. 議決権 

第一種優先株主は、全ての事項につき株主総会において議決権を行使することができない。

ただし、第一種優先株主は、(i)第一種優先株式の発行時にみちのく銀行が発行するＡ種優

先株式の株主が同銀行株主総会において全ての事項について議決権を行使することができ

るときはその発行時より、 (ii)定時株主総会に第一種優先配当金の額全部（第一種優先中

間配当金を支払ったときは、その額を控除した額）の支払いを受ける旨の議案が提出されな

いときはその定時株主総会より、(iii)第一種優先配当金の額全部（第一種優先中間配当金

を支払ったときは、その額を控除した額）の支払いを受ける旨の議案が定時株主総会におい

て否決されたときはその定時株主総会の終結の時より、第一種優先配当金の額全部（第一種

優先中間配当金を支払ったときは、その額を控除した額）の支払いを受ける旨の決議がなさ

れる時までの間は、全ての事項について株主総会において議決権を行使することができる。 

8. 普通株式を対価とする取得請求権 

(1) 取得請求権 

第一種優先株主は、下記(2)に定める取得を請求することのできる期間中、当会社に対

して自己の有する第一種優先株式を取得することを請求することができる。かかる取

得の請求があった場合、当会社は、第一種優先株主がかかる取得の請求をした第一種

優先株式を取得するのと引換えに、下記(3)に定める財産を当該第一種優先株主に対し

て交付するものとする。ただし、単元未満株式については、本項に規定する取得の請

求をすることができないものとする。 



33 

 

(2) 取得を請求することのできる期間 

当会社設立の日より 2024 年 9 月 30 日まで（以下「取得請求期間」という。）とする。 

(3) 取得と引換えに交付すべき財産 

当会社は、第一種優先株式の取得と引換えに、第一種優先株主が取得の請求をした第

一種優先株式数に 5,000 円を 0.46 で除した金額（ただし、第一種優先株式につき、株

式の分割、株式無償割当て、株式の併合またはこれに類する事由があった場合には、

適切に調整される。）を乗じた額を下記(4)ないし(8)に定める取得価額で除した数の普

通株式を交付する。なお、第一種優先株式の取得と引換えに交付すべき普通株式の数

に 1株に満たない端数があるときは、会社法第 167条第 3項に従ってこれを取り扱う。 

(4) 当初取得価額 

当初取得価額は、当会社設立の日の時価とする。当会社設立の日の時価とは、2022 年

3 月の第 3 金曜日（以下「当初取得価額決定日」という。）までの直近の 5 連続取引日

（当初取得価額決定日を含み、株式会社東京証券取引所におけるみちのく銀行の普通

株式の終値（気配表示を含む。以下「終値」という。）が算出されない日を除く。）のみ

ちのく銀行の普通株式の毎日の終値の平均値に相当する金額を 0.46 で除した金額（円

位未満小数第 1 位まで算出し、その小数第 1 位を切捨てる。）とする。ただし、かかる

計算の結果、取得価額が下記(7)に定める下限取得価額を下回る場合は、下限取得価額

とする。 

(5) 取得価額の修正 

取得請求期間において、毎月第 3 金曜日（以下「決定日」という。）の翌日以降、取得

価額は、決定日まで（当日を含む。）の直近の 5 連続取引日（ただし、終値のない日は

除き、決定日が取引日ではない場合は、決定日の直前の取引日までの 5 連続取引日と

する。）の当会社の普通株式の毎日の終値の平均値に相当する金額（円位未満小数第 1

位まで算出し、その小数第 1 位を切捨てる。）に修正される。ただし、かかる計算の結

果、修正後取得価額が下記(7)に定める下限取得価額を下回る場合は、修正後取得価額

は下限取得価額とする。なお、上記 5 連続取引日の初日以降決定日まで（当日を含む。）

の間に、下記(8)に定める取得価額の調整事由が生じた場合、修正後取得価額は、取締

役会が適当と判断する金額に調整される。 

(6) 上限取得価額 

取得価額には上限を設けない。 

(7) 下限取得価額 

958 円を 0.46 で除した金額（ただし、下記(8)による調整を受ける。）。 
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(8) 取得価額の調整 

ｲ. 第一種優先株式の発行後、次の各号のいずれかに該当する場合には、取得価額（下

限取得価額を含む。）を次に定める算式（以下「取得価額調整式」という。）によ

り調整する（以下、調整後の取得価額を「調整後取得価額」という。）。取得価額

調整式の計算については、円位未満小数第 1 位まで算出し、その小数第 1 位を切

捨てる。 

 

調 整 後 

取得価額 

 

＝ 

 

調 整 前 

取得価額 

 

× 

既発行 

普通株式数 

 

＋ 

交付普通 

株式数 
× 

1 株当たりの 

払込金額 

時  価 

既発行普通株式数  ＋  交付普通株式数 

 

(i) 取得価額調整式に使用する時価（下記ﾊ.に定義する。以下同じ。）を下回る

払込金額をもって普通株式を発行または自己株式である普通株式を処分す

る場合（無償割当ての場合を含む。）（ただし、当会社の普通株式の交付を請

求できる取得請求権付株式もしくは新株予約権（新株予約権付社債に付さ

れたものを含む。以下本(8)において同じ。）その他の証券（以下「取得請求

権付株式等」という。）、または当会社の普通株式の交付と引換えに当会社が

取得することができる取得条項付株式もしくは取得条項付新株予約権その

他の証券（以下「取得条項付株式等」という。）が取得または行使され、こ

れに対して普通株式が交付される場合を除く。） 

調整後取得価額は、払込期日（払込期間が定められた場合は当該払込期間の

末日とする。以下同じ。）（無償割当ての場合はその効力発生日）の翌日以降、

または株主に募集株式の割当てを受ける権利を与えるためもしくは無償割

当てのための基準日がある場合はその日の翌日以降、これを適用する。 

(ii) 株式の分割をする場合 

調整後取得価額は、株式の分割のための基準日に分割により増加する普通

株式数（基準日における当会社の自己株式である普通株式に関して増加す

る普通株式数を除く。）が交付されたものとみなして取得価額調整式を適用

して算出し、その基準日の翌日以降、これを適用する。 

(iii) 取得価額調整式に使用する時価を下回る価額（下記ﾆ.に定義する。以下、本

(iii)、下記(iv)および(v)ならびに下記ﾊ.(iv)において同じ。）をもって当

会社の普通株式の交付を請求できる取得請求権付株式等を発行する場合
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（無償割当ての場合を含む。） 

調整後取得価額は、当該取得請求権付株式等の払込期日（新株予約権の場合

は割当日）（無償割当ての場合はその効力発生日）に、または株主に取得請

求権付株式等の割当てを受ける権利を与えるためもしくは無償割当てのた

めの基準日がある場合はその日に、当該取得請求権付株式等の全部が当初

の条件で取得または行使されて普通株式が交付されたものとみなして取得

価額調整式を適用して算出し、その払込期日（新株予約権の場合は割当日）

（無償割当ての場合はその効力発生日）の翌日以降、またはその基準日の翌

日以降、これを適用する。 

上記にかかわらず、上記の普通株式が交付されたものとみなされる日にお

いて価額が確定しておらず、後日一定の日（以下「価額決定日」という。）

に価額が決定される取得請求権付株式等を発行した場合において、決定さ

れた価額が取得価額調整式に使用する時価を下回る場合には、調整後取得

価額は、当該価額決定日に残存する取得請求権付株式等の全部が価額決定

日に確定した条件で取得または行使されて普通株式が交付されたものとみ

なして取得価額調整式を適用して算出し、当該価額決定日の翌日以降これ

を適用する。 

(iv) 当会社が発行した取得請求権付株式等に、価額がその発行日以降に修正さ

れる条件（本ｲ.またはﾛ.と類似する希薄化防止のための調整を除く。）が付

されている場合で、当該修正が行われる日（以下「修正日」という。）にお

ける修正後の価額（以下「修正価額」という。）が取得価額調整式に使用す

る時価を下回る場合 

調整後取得価額は、修正日に、残存する当該取得請求権付株式等の全部が修

正価額で取得または行使されて普通株式が交付されたものとみなして取得

価額調整式を適用して算出し、当該修正日の翌日以降これを適用する。 

なお、かかる取得価額調整式の適用に際しては、下記(a)ないし(c)の場合に

応じて、調整後取得価額を適用する日の前日において有効な取得価額に、そ

れぞれの場合に定める割合（以下「調整係数」という。）を乗じた額を調整

前取得価額とみなすものとする。 

(a) 当該取得請求権付株式等について当該修正日の前に上記(iii)また

は本(iv)による調整が行われていない場合 

調整係数は 1 とする。 
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(b) 当該取得請求権付株式等について当該修正日の前に上記(iii)また

は本(iv)による調整が行われている場合であって、当該調整後、当

該修正日までの間に、上記(5)による取得価額の修正が行われてい

る場合 

調整係数は 1 とする。 

ただし、下限取得価額の算定においては、調整係数は、上記(iii)ま

たは本(iv)による直前の調整を行う前の下限取得価額を当該調整

後の下限取得価額で除した割合とする。 

(c) 当該取得請求権付株式等について当該修正日の前に上記(iii)また

は本(iv)による調整が行われている場合であって、当該調整後、当

該修正日までの間に、上記(5)による取得価額の修正が行われてい

ない場合 

調整係数は、上記(iii)または本(iv)による直前の調整を行う前の

取得価額を当該調整後の取得価額で除した割合とする。 

(v) 取得条項付株式等の取得と引換えに取得価額調整式に使用される時価を下

回る価額をもって普通株式を交付する場合 

調整後取得価額は、取得日の翌日以降これを適用する。 

ただし、当該取得条項付株式等について既に上記(iii)または(iv)による取

得価額の調整が行われている場合には、調整後取得価額は、当該取得と引換

えに普通株式が交付された後の完全希薄化後普通株式数（下記ﾎ.に定義す

る。）が、当該取得の直前の既発行普通株式数を超えるときに限り、当該超

過する普通株式数が交付されたものとみなして取得価額調整式を適用して

算出し、取得の直前の既発行普通株式数を超えないときは、本(v)による調

整は行わない。 

(vi) 株式の併合をする場合 

調整後取得価額は、株式の併合の効力発生日以降、併合により減少する普通

株式数（効力発生日における当会社の自己株式である普通株式に関して減

少した普通株式数を除く。）を負の値で表示して交付普通株式数とみなして

取得価額調整式を適用して算出し、これを適用する。 
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ﾛ. 上記ｲ.(i)ないし(vi)に掲げる場合のほか、合併、会社分割、株式交換または株式

移転等により、取得価額（下限取得価額を含む。）の調整を必要とする場合は、取

締役会が適当と判断する取得価額（下限取得価額を含む。）に変更される。 

ﾊ. (i) 取得価額調整式に使用する「時価」は、調整後取得価額を適用する日に先立

つ 5 連続取引日の当会社の普通株式の毎日の終値の平均値（終値のない日

数を除く。）とする。ただし、平均値の計算は円位未満小数第 1 位まで算出

し、その小数第 1 位を切捨てる。なお、上記 5 連続取引日の間に、取得価

額の調整事由が生じた場合、調整後取得価額は、本(8)に準じて調整する。 

(ii) 取得価額調整式に使用する「調整前取得価額」は、調整後取得価額を適用す

る日の前日において有効な取得価額とする。 

(iii) 取得価額調整式に使用する「既発行普通株式数」は、基準日がある場合はそ

の日（上記ｲ.(i)ないし(iii)に基づき当該基準日において交付されたもの

とみなされる普通株式数は含まない。）の、基準日がない場合は調整後取得

価額を適用する日の 1 ヶ月前の日の、当会社の発行済普通株式数（自己株

式である普通株式の数を除く。）に当該取得価額の調整の前に上記ｲ.および

ﾛ.に基づき「交付普通株式数」とみなされた普通株式であって未だ交付され

ていない普通株式数（ある取得請求権付株式等について上記ｲ.(iv)(b)また

は(c)に基づく調整が初めて適用される日（当該日を含む。）からは、当該取

得請求権付株式等に係る直近の上記ｲ.(iv)(b)または(c)に基づく調整に先

立って適用された上記ｲ.(iii)または(iv)に基づく調整により「交付普通株

式数」とみなされた普通株式数は含まない。）を加えたものとする。 

(iv) 取得価額調整式に使用する「1 株当たりの払込金額」とは、上記ｲ.(i)の場

合には、当該払込金額（無償割当ての場合は 0 円）（金銭以外の財産による

払込の場合には適正な評価額）、上記ｲ.(ii)および(vi)の場合には 0 円、上

記ｲ.(iii)ないし(v)の場合には価額（ただし、(iv)の場合は修正価額）とす

る。 

ﾆ. 上記ｲ.(iii)ないし(v)および上記ﾊ.(iv)において「価額」とは、取得請求権付株

式等または取得条項付株式等の発行に際して払込みがなされた額（新株予約権の

場合には、その行使に際して出資される財産の価額を加えた額とする。）から、そ

の取得または行使に際して当該取得請求権付株式等または取得条項付株式等の所

持人に交付される普通株式以外の財産の価額を控除した金額を、その取得または

行使に際して交付される普通株式の数で除した金額をいう。 
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ﾎ. 上記ｲ.(v)において「完全希薄化後普通株式数」とは、調整後取得価額を適用する

日の既発行普通株式数から、上記ﾊ.(iii)に従って既発行普通株式数に含められて

いる未だ交付されていない普通株式数で当該取得条項付株式等に係るものを除い

て、当該取得条項付株式等の取得により交付される普通株式数を加えたものとす

る。 

ﾍ. 上記ｲ.(i)ないし(iii)において、当該各行為に係る基準日が定められ、かつ当該

各行為が当該基準日以降に開催される当会社の株主総会における一定の事項に関

する承認決議を停止条件としている場合には、上記ｲ.(i)ないし(iii)の規定にか

かわらず、調整後取得価額は、当該承認決議をした株主総会の終結の日の翌日以

降にこれを適用する。 

ﾄ. 取得価額調整式により算出された調整後取得価額と調整前取得価額との差額が 1

円未満にとどまるときは、取得価額の調整は、これを行わない。ただし、その後

取得価額調整式による取得価額の調整を必要とする事由が発生し、取得価額を算

出する場合には、取得価額調整式中の調整前取得価額に代えて調整前取得価額か

らこの差額を差し引いた額を使用する。 

(9) 合理的な措置 

上記(4)ないし(8)に定める取得価額（第 10 項(2)に定める一斉取得価額を含む。以下、

本(9)において同じ。）は、希薄化防止および異なる種類の株式の株主間の実質的公平

の見地から解釈されるものとし、その算定が困難となる場合または算定の結果が不合

理となる場合には、当会社の取締役会は、取得価額の適切な調整その他の合理的に必

要な措置をとるものとする。 

(10) 取得請求受付場所 

東京都千代田区丸の内一丁目 4 番 5 号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

(11) 取得請求の効力発生 

取得請求の効力は、取得請求に要する書類が上記(10)に記載する取得請求受付場所に

到着した時に発生する。 

9. 金銭を対価とする取得条項 

(1) 金銭を対価とする取得条項 

当会社は、取締役会が別に定める日（以下「取得日」という。）が到来したときは、法令上可

能な範囲で、第一種優先株式の全部または一部を取得することができる。ただし、取締役会

は、当該取締役会の開催日までの 30 連続取引日（開催日を含む。）の全ての日において当会
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社の普通株式の終値が下限取得価額を下回っている場合で、かつ、金融庁の事前承認を得て

いる場合に限り、取得日を定めることができる。この場合、当会社は、かかる第一種優先株

式を取得するのと引換えに、下記(2)に定める財産を第一種優先株主に対して交付するもの

とする。なお、第一種優先株式の一部を取得するときは、按分比例の方法による。取得日の

決定後も第 8 項(1)に定める取得請求権の行使は妨げられないものとする。 

(2) 取得と引換えに交付すべき財産 

当会社は、第一種優先株式の取得と引換えに、第一種優先株式 1 株につき、5,000 円を 0.46

で除した金額（ただし、第一種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合

またはこれに類する事由があった場合には、適切に調整される。）に経過第一種優先配当金

相当額を加えた額の金銭を交付する。なお、本(2)においては、第 6 項(3)に定める経過第一

種優先配当金相当額の計算における「残余財産の分配が行われる日」および「分配日」をい

ずれも「取得日」と読み替えて、経過第一種優先配当金相当額を計算する。 

10. 普通株式を対価とする取得条項 

(1) 普通株式を対価とする取得条項 

当会社は、取得請求期間の末日までに当会社に取得されていない第一種優先株式の全

てを取得請求期間の末日の翌日（以下「一斉取得日」という。）をもって取得する。こ

の場合、当会社は、かかる第一種優先株式を取得するのと引換えに、各第一種優先株

主に対し、その有する第一種優先株式数に 5,000 円を 0.46 で除した金額（ただし、第

一種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合またはこれに類する

事由があった場合には、適切に調整される。）を乗じた額を下記(2)に定める普通株式

の時価（以下「一斉取得価額」という。）で除した数の普通株式を交付するものとする。

第一種優先株式の取得と引換えに交付すべき普通株式の数に 1 株に満たない端数があ

る場合には、会社法第 234 条に従ってこれを取り扱う。 

(2) 一斉取得価額 

一斉取得価額は、一斉取得日に先立つ 45 連続取引日目に始まる 30 連続取引日の当会

社の普通株式の毎日の終値の平均値（終値が算出されない日を除く。）に相当する金額

（円位未満小数第 1 位まで算出し、その小数第 1 位を切捨てる。）とする。ただし、か

かる計算の結果、一斉取得価額が下限取得価額を下回る場合は、一斉取得価額は下限

取得価額とする。 

11. 株式の分割または併合および株式無償割当て 

(1) 分割または併合 

当会社は、株式の分割または併合を行うときは、普通株式および第一種優先株式の種

類ごとに、同時に同一の割合で行う。 
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(2) 株式無償割当て 

当会社は、株式無償割当てを行うときは、普通株式および第一種優先株式の種類ごと

に、当該種類の株式の無償割当てを、同時に同一の割合で行う。 

12. 法令変更等 

法令の変更等に伴い本要項の規定について読み替えその他の措置が必要となる場合には、当

会社の取締役会は合理的に必要な措置を講じる。 

13. その他 

上記各項は、各種の法令に基づく許認可等の効力発生を条件とする。 

 

 以 上 
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別添２「みずほ証券によるフェアネス・オピニオンに関する前提条件等」 

 

みずほ証券によるフェアネス・オピニオンに関する前提条件等 

 

みずほ証券は、2021年11月11日に青森銀行及びみちのく銀行で合意された株式移転比率（以

下、「本株式移転比率」といいます。）が、みちのく銀行の普通株主にとって財務的見地から妥

当である旨の意見書（以下、「本書」といいます。）を出状しておりますが、その出状にあたっ

ては、以下の点を前提条件としております。 

みずほ証券は、本書における意見表明にあたり、みずほ証券が検討した全ての公開情報及び

各行からみずほ証券に提供され、又はみずほ証券が各行と協議した財務その他の情報で本書

における分析の実質的な根拠となった情報（以下、「本件情報」といいます。）の全てが、正確

かつ完全であることに依拠し、それを前提としております。みずほ証券は、本件情報の正確性

若しくは完全性につき独自に検証は行っておらず、また、これらを独自に検証する義務を負い

ません。従って、本書で表明される結論は、本件情報について、かかる情報を重大な誤りとす

る事項があった場合、又は本書交付時点で開示されていない事実や状況若しくは本書交付時

点以降に発生した事実や状況（本書交付時点において潜在的に存在した事実で、その後明らか

になった事実を含む。）があった場合には、異なる可能性があります。なお、みずほ証券はみ

ちのく銀行の経営陣が、各行からみずほ証券に提供され、又はみずほ証券がみちのく銀行と協

議した財務その他の情報について、不完全若しくは誤解を招くようなものとするような事実

を一切認識していないことを前提としています。 

みずほ証券が提供を受けた財務予測その他の将来に関する情報（将来の収益及び費用に関

する予想、費用節減の見通し並びに各行の事業計画を含みます。）については、各行及び各行

の関係会社の将来の経営成績及び財務状況に関し現時点で得られる最善の予測及び判断に基

づき、各行の経営陣によって合理的に準備、作成されたことを前提とし、かつ、みずほ証券は、

かかる財務予測及び事業計画の実現可能性について独自に検証することなく、これらの財務

予測及び事業計画に依拠し、本書で言及される分析若しくは予想又はそれらの基礎となる仮

定に関して何らの見解も表明しておりません。なお、本株式移転による両行のシナジー効果に

ついては、みずほ証券は本書の交付時点において意見表明に重要な影響を及ぼす可能性を定

量的に評価できる事項は認識しておらず、本書における検討ではこれを盛り込んでおりませ

ん。 

本書作成にあたってみずほ証券が要求した情報のうち、各行から情報の提供又は開示を受

けられず、又は提供若しくは開示を受けたもののそれが各行の株式価値に及ぼす影響が現時

点においては不確定なもの、又はその他の方法によってもみずほ証券が評価の基礎として使

用できなかったものについては、みずほ証券は、みちのく銀行の同意の下で、みずほ証券が合

理的及び適切と考える仮定を用いています。みずほ証券のかかる仮定が重要な点において事

実と異なることが明らかになった場合に、評価結果が異なる可能性があります。 
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本株式移転は、日本の法人税法上、両行につき課税されない取引であること、及び本株式移

転に関するその他の課税関係が本株式移転比率に影響を及ぼさないことを前提としています。

また、みずほ証券は、独自に検証を行うことなく、本株式移転が適時に完了すること、並びに

両行又は本株式移転で期待される利益に何らの悪影響を及ぼすことなく、本株式移転の完了

に必要なすべての重要な、政府、規制当局その他の同意及び承認（法令又は契約に基づくもの

であるか否かを問わない。）を得ることができること、また、かかる同意及び承認の内容が本

株式移転比率に影響を及ぼさないこと、各行に対し規制当局その他により発令若しくは課さ

れた命令、措置その他の処分がある場合には、各行から開示を受けたものを除き、それが各行

の今後の業績に与える影響が存在しないか、又は今後も発生しないことを前提としています。

みずほ証券は、法律、規制又は税務関連の専門家ではなく、かかる事項については、両行の外

部専門家が行った評価に依拠しております。 

また、みずほ証券は、各行又はその関係会社の資産・負債（デリバティブ取引、簿外資産・

負債その他の偶発債務を含む。）又は引当につき独自に評価・査定を行っておらず、その会計

上・税務上の評価額の妥当性ないし会計処理・税務処理の適正性について分析しておらず、い

かなる評価、査定又は分析についても、独自に第三者から提供を受けたことはなく、第三者に

要求しておりません。みずほ証券は、各行又はその関係会社の財産又は施設を検査する義務を

負っておらず、倒産、破産等に関する法律に基づいて各行又はその関係会社の株主資本又は支

払能力についての評価を行っておりません。 

各行並びにその関係会社のいずれも、本株式移転比率に重大な影響を及ぼすような契約、合

意その他一切の書面を過去に締結しておらず、かつこのような決定を行っていないこと、ま

た、将来も締結若しくは決定を行わないこと、及び本株式移転の実行により、将来、各行又は

その関係会社が当事者として拘束される重要な合意に違反することとならず、かつ、かかる重

要な合意を解除する権利又はかかる合意に基づき不履行を宣言し若しくは救済手段を行使す

る権利を生じさせないことを前提としています。みずほ証券は、本件情報において開示を受け

たものを除き、各行及びその関係会社の訴訟若しくは紛争その他に関する偶発債務又は環境、

税務若しくは知的財産権等に関する簿外債務は存在しないこと、並びに各行の事業に関する

現在の保険加入額が事業運営上十分であることを前提としています。 

本書は、本書の日付現在存在し、評価できる財務、経済、市場その他の状況を前提としてお

り、かつ、本書の日付現在みずほ証券が入手している情報に依拠しています。なお、本書の日

付現在みずほ証券が入手している情報若しくはかかる情報に潜在的に含まれている事実につ

いても、本書の日付現在においてかかる情報・事実が各行の株式価値に及ぼす影響が必ずしも

明らかではないものについては、みずほ証券は検討の対象としていません。また、現在及び将

来において、各行が現在想定している事業・財務等の見通しに著しく影響を与える可能性のあ

る技術革新、その他の事象は存在しないことを前提としています。従って、本書の日付以降に

本書における検討の前提とした事実に変更若しくは影響が発生した場合、又は前記のような

潜在的な事実が判明したことによる株式価値への影響が明らかになった場合等において、み
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ずほ証券の意見が影響を受ける可能性がありますが、みずほ証券は本書を変更、更新、補足又

は再確認する責任を一切負いません。 

みずほ証券は、本株式移転に関連しみちのく銀行のフィナンシャル・アドバイザーとして、

そのサービスの対価である手数料（本株式移転の完了を条件とする成功報酬を含みます。）を

みちのく銀行から受領する予定です。みずほ証券及びその関係会社には、過去に両行並びに両

行の関係会社に対してフィナンシャル・アドバイス、資金調達等に関するサービスを提供し、

その対価として手数料を受取っているものがあります。みちのく銀行は、本書の提出に関連す

るものを含め、みずほ証券の関与によりみずほ証券に生じる一定の債務について、みずほ証券

に対し補償することに合意しています。さらに、通常の業務過程において、又は、本株式移転

に関連して、みずほ証券及びみずほ証券を構成員とするみずほフィナンシャルグループ各行

は、自己の勘定又は顧客の勘定で、両行のいずれか又はその関係会社の発行する一定の株式、

債券その他の証券を含む各種の金融商品を引き受け、保有し又は売却することがあり、随時こ

れらの金融商品のポジションを保有する可能性、並びに両行のいずれか若しくはその関係会

社又はこれらの会社の発行する各種の金融商品に係るデリバティブ取引を行う可能性があり

ます。また、みずほ証券及びみずほ証券を構成員とするみずほフィナンシャルグループ各行

は、通常の業務過程において、又は、本株式移転に関連して両行のいずれか又はその関係会社

と融資その他の取引関係を有し、かかる行為について対価を受領する可能性があります。 

みちのく銀行の第三者算定機関であるみずほ証券は、両行からは独立した算定機関であり、

両行の関連当事者には該当せず、本株式移転に関して両行との利益相反に係る重要な利害関

係を有しておりません。なお、前記利益相反に関し、みずほ証券のグループ企業であるみずほ

銀行は、両行の株主たる地位を有しておりますが、みずほ証券は金融商品取引法（昭和23年法

律第25号。その後の改正を含みます。）第36条第２項及び金融商品取引業等に関する内閣府令

第70条の４の適用法令に従い、みずほ証券とみずほ銀行間の情報隔壁措置等の適切な利益相

反管理体制を構築し、かつ実施しており、みずほ銀行の株主の地位とは独立した立場で本株式

移転比率の算定を行っております。 

みずほ証券は、本株式移転を進め、又はこれを実行することの前提となるみちのく銀行の経

営上の意思決定に関し意見を提出することは要請されておらず、みずほ証券の意見はいかな

る面においてもかかる事項を対象としていません。本株式移転比率は、両行間の交渉を経て決

定され、みちのく銀行の取締役会により承認されるものであり、みずほ証券の意見は、みちの

く銀行が本株式移転を検討するに際して考慮された多くの要因の一つにすぎません。したが

って、みちのく銀行の取締役会の本株式移転又は本株式移転比率についての見解を決定付け

る要因と捉えることはできません。また、みずほ証券は、本株式移転以外の取引又は本株式移

転と他の取引との優劣に関し意見を提出することを依頼されておらず、本書においてかかる

意見を表明しておりません。みずほ証券は、みちのく銀行又はみちのく銀行取締役会に対し、

本株式移転に関連して第三者による関心を募るよう勧誘する義務を負っておらず、かつかか

る勧誘を行っておりません。 
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みずほ証券の意見は、本株式移転比率が本書の日付現在のみちのく銀行の普通株主にとっ

て財務的見地から妥当であるか否かに限定されており、みちのく銀行の他の種類の証券保有

者、債権者その他の関係者にとっての本株式移転比率の妥当性について意見を表明するもの

ではありません。また、みちのく銀行普通株主が本株式移転に関し、議決権行使その他の行為

をいかに行うべきかについて意見を表明するものではありません。みずほ証券は、本株式移転

の形態、ストラクチャー等を含む本株式移転の諸条件（本株式移転比率を除きます。）につい

て意見を表明しておらず、また、両行のいずれかの取締役、執行役員若しくは従業員又はそれ

らに相当する者に対する、本株式移転に関連する報酬の額若しくはその性質、又はかかる報酬

の妥当性に関する意見も表明しておりません。 
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別添３「大和証券によるフェアネス・オピニオンに関する前提条件等」 

 

大和証券によるフェアネス・オピニオンに関する前提条件等 

 

大和証券は、本株式移転比率が青森銀行の普通株主にとって財務的見地から公正である旨の

意見書（以下、「本フェアネス・オピニオン」といいます。）を提出するに際して、本株式移転比

率の分析及び検討を行っておりますが、当該分析及び検討においては、青森銀行及びみちのく銀

行から提供を受けた資料及び情報並びに一般に公開された情報を原則としてそのまま使用し、

分析及び検討の対象とした全ての資料及び情報が正確かつ完全であることを前提としており、

これらの資料及び情報の正確性又は完全性に関し独自の検証を行っておらず、またその義務を

負うものではありません。大和証券は青森銀行の経営陣が、各行から大和証券に提供され、又は

大和証券が青森銀行と協議した財務その他の情報について、不完全若しくは誤解を招くような

ものとするような事実を一切認識していないことを前提としています。大和証券は、青森銀行及

びみちのく銀行並びにそれらの関係会社の全ての資産又は負債（金融派生商品、簿外資産及び負

債、その他の偶発債務を含みますが、これらに限られません。）について、個別の資産及び負債

の分析及び評価を含め、独自に評価、鑑定又は査定を行っておらず、また第三者機関への評価、

鑑定又は査定の依頼も行っておりません。本フェアネス・オピニオンに記載された意見に影響を

与える可能性のある青森銀行及びみちのく銀行並びにこれらの関係会社の事実（偶発債務及び

訴訟等を含みます。）については、現在及び将来にわたり大和証券に対して未開示の事実が無い

ことを前提としています。大和証券は、破産、支払不能又はこれらに類似する事項に関するいか

なる適用法令の下における青森銀行及びみちのく銀行並びにそれらの関係会社の支払能力又は

信用力についても評価を行っておりません。大和証券は、青森銀行及びみちのく銀行並びにそれ

らの関係会社のいかなる財産又は設備についてもその実地の見分を行っておらず、またその義

務を負うものではありません。青森銀行の法務、会計及び税務の各アドバイザーは、青森銀行と

予め合意した事項及び範囲においてみちのく銀行に対する各デュー・ディリジェンスを実施し

ており、大和証券は、かかるデュー・ディリジェンスの対象事項及び範囲について独自に検証を

行っておらず、またその義務を負うものではありません。 

大和証券は、本フェアネス・オピニオンに記載の意見を述べるにあたり、大和証券に提供され

た青森銀行及びみちのく銀行の事業計画、財務予測その他将来に関する情報が、青森銀行及びみ

ちのく銀行それぞれの経営陣による現時点において可能な最善の予測と判断に基づき、合理的

にかつ適正な手続に従って作成されていることを前提としており、青森銀行の同意を得て、独自

に検証することなくこれらの情報に依拠しています。大和証券は、みちのく銀行におけるＡ種優

先株式の返済計画を含む当該事業計画及び財務予測作成にかかる各種前提条件が正確かつ実現

可能であることを前提としており、これらの正確性及び実現可能性について、独自の検証を行っ

ておらず、またその義務を負うものではありません。 

大和証券は、大和証券が検討した本株式移転に係る株式移転計画書案（以下、「本株式移転計
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画書案」といいます。）から本株式移転比率に影響を及ぼす変更の行われていない本株式移転計

画書が適法かつ有効に青森銀行及びみちのく銀行の株主総会で承認され、大和証券が検討した

本株式移転に係る経営統合契約書案（以下、「本経営統合契約書案」といいます。）と実質的に同

一内容を有する本経営統合契約書が青森銀行及びみちのく銀行との間で適切かつ有効に締結さ

れること、本株式移転が本株式移転計画書及び本経営統合契約書に記載された条件に従って適

法かつ有効に実行されること、並びに本株式移転計画書及び本経営統合契約書に記載された重

要な条件又は合意事項の放棄、修正又は変更なく、本株式移転が本株式移転計画書及び本経営統

合契約書の条件に従って完了することを前提としています。また、大和証券は、本株式移転が適

法かつ有効に実施されること、本株式移転の税務上の効果が両行から提示された想定と相違な

く実現すること、本株式移転の実行に必要な全ての政府、規制当局その他の者の同意又は許認可

が、本株式移転によりもたらされると期待される利益を何ら損なうことなく取得されることを

前提としており、これらについて独自の調査を行う義務を負うものではありません。大和証券は、

本株式移転の実行に関する青森銀行の意思決定、あるいは本株式移転と他の戦略的選択肢の比

較評価を検討することを青森銀行から依頼されておらず、また検討しておりません。大和証券は、

法律、会計及び税務のいずれの専門家でもなく、本株式移転に関するいかなる事項の適法性及び

有効性並びに会計及び税務上の処理の妥当性について独自に分析及び検討を行っておらず、そ

れらの義務を負うものでもありません。 

大和証券は、本件に関するアドバイザリー業務提供の対価として、既に受領済みの手数料に加

え、青森銀行から本株式移転の成立を支払い条件とするものを含む手数料を受領する予定です。

青森銀行は、大和証券の本件に関するアドバイザリー業務に関連して生じ得る一定の責任につ

いて補償することに同意しています。大和証券は、本株式移転計画書案及び本経営統合契約書案

の作成その他の本株式移転に関する交渉の一部に関与して助言を提供しておりますが本株式移

転計画書案及び本経営統合契約書案の決定プロセスには関与していません。 

大和証券の親会社である株式会社大和証券グループ本社を中心に構成されている大和証券グ

ループは、主たる事業として有価証券関連業を中心とした投資・金融サービス業を行っており、

過去、現在及び将来において、青森銀行及びみちのく銀行並びにそれらの関係会社に対して、有

償で、有価証券関連サービスを含む投資・金融サービスを提供し又は今後提供することがありま

す。青森銀行は、本件以外の案件に関し、大和証券又はその関係会社が、現在又は将来、みちの

く銀行及びそれらの関係会社に対して手数料を得て役務提供をし、又はする可能性があること

について了知し、当該役務提供を行うことについて予め異議なく承諾しています。また、大和証

券及びその関係会社は、青森銀行及びみちのく銀行並びにそれらの関係会社の有価証券及び金

融派生商品を含む金融商品を、自己又は顧客の勘定で取引又は保有することがあります。 

本フェアネス・オピニオンは、大和証券が青森銀行からの依頼に基づいて青森銀行が本株式移

転比率を検討するための参考情報を青森銀行の取締役会に提供すること（以下、「本フェアネス・

オピニオン作成目的」といいます。）を唯一の目的として作成されたものです。従って、大和証

券は、本フェアネス・オピニオンが本フェアネス・オピニオン作成目的以外の目的で使用される
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ことに起因又は関連して生じ得る一切の責任を負うものではありません。また、青森銀行は、大

和証券の書面による事前の同意なく、本フェアネス・オピニオンを第三者に開示、伝達又は参照

させること及び第三者のために使用すること（以下、総称して「本件開示」といいます。）はで

きません。なお、青森銀行が、大和証券の事前の同意を得て本件開示をする場合においても、唯

一青森銀行が責任を負うもので、大和証券は責任を負うものではありません。また、大和証券は、

青森銀行以外の第三者に対して本フェアネス・オピニオンの記載内容又は本株式移転に起因若

しくは関連して、一切の責任を負うものではありません。さらに、本フェアネス・オピニオンに

記載された大和証券の意見は、青森銀行の普通株主に対して本株式移転に関する議決権等の株

主権の行使（反対株主の買取請求権の行使を含みます。）、青森銀行株式の譲渡又は譲受けその他

の関連する事項について何らの推奨又は勧誘を行うものではありません。 

大和証券は、本フェアネス・オピニオンにおいて、青森銀行の普通株主にとって本株式移転比

率が財務的見地から公正であるか否かについてのみ意見を述べるものであり、大和証券は、青森

銀行の普通株主以外の第三者にとって公正であるか否か又はその他の事項についての意見を求

められておらず、かつ、意見を述べておりません。大和証券は、本フェアネス・オピニオンにお

いて、本株式移転比率の決定の基礎となる各前提事実若しくは仮定、又は青森銀行の本株式移転

に関する意思決定について意見を述べるものではありません。また、大和証券は、本フェアネス・

オピニオンにおいて、本フェアネス・オピニオンの日付以降に取引される青森銀行、みちのく銀

行及び共同持株会社の普通株式及び優先株式の価格について、いかなる意見を述べるものでも

ありません。大和証券は、本株式移転比率に関して、本株式移転に関わるいかなる役員、取締役

若しくは従業員又はこれらと同様の者が受け取る予定のいかなる報酬の額や性質が公正である

か否かについて、意見を述べるものではありません。 

本フェアネス・オピニオンに記載された大和証券の意見は、本フェアネス・オピニオンの日付

現在における金融、経済、市場その他の状況を前提とし、当該日付現在までに大和証券が入手可

能な情報に依拠していますが、入手し得る資料及び情報に制約があるため、本株式移転比率の検

討に使用した資料及び情報の中には、当該日付と異なる時点の資料及び情報も含まれておりま

す。また、本フェアネス・オピニオンに記載された大和証券の意見は今後の状況の変化により影

響を受ける可能性がありますが、大和証券はその意見を修正、変更、更新、補足又は再確認する

義務を一切負いません。 
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別添４「2021 年３月期に係る株式会社青森銀行に関する事項」 
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第113期 （ 2020 2021 
年 
年 

４ 
３ 

月 
月 

１ 
31 

日から 
日まで ） 事業報告 

 

1. 当行の現況に関する事項 
（1）企業集団の事業の経過および成果等 
（主要な事業内容） 

  

当行グループは当行および子会社５社で構成され、銀行業務を中心にリース業務など

の金融サービスに係る事業を行っております。なお、子会社５社はすべて連結対象として

おります。 

イ．銀行業務部門 

当行は本店のほか支店84か店、出張所５か店において、預金業務、貸出業務、商品有

価証券売買業務、有価証券投資業務、内国為替業務、外国為替業務、社債受託・登録業

務および付帯業務を行っており、グループの中心的部門と位置づけております。また、

子会社１社においては、不動産管理・賃貸業務を行っており、主に銀行業務の周辺業務

を担っております。 

ロ．リース業務部門 

子会社１社においては、リース業務等を行っております。 

ハ．その他の業務部門 

子会社３社においては、クレジットカード業務、住宅ローンの保証業務およびコンサ

ルティング業務等を行っております。 

 

当行グループの事業系統図 
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（金融経済環境） 
  

2020年度の国内経済は、新型コロナウイルス感染症拡大を受けた４月の緊急事態宣言

の発令等に伴う外出自粛やイベント中止などの影響から個人消費が大きく減少したほか、

インバウンド需要の消失に加え、世界的な経済縮小を背景に、輸出も大幅に減少しました。

緊急事態宣言解除後は、経済活動の再開の動きが広がり、各種政策の効果や海外経済の改

善もあって、個人消費や輸出を中心に持ち直しの動きがみられていました。 

しかしながら、本年１月以降の感染再拡大により、緊急事態宣言が東京都などの11都府

県で再発令されたことなどから、個人消費は弱含み、雇用調整の動きが広がりました。ま

た、海外での感染再拡大などから増勢傾向であった輸出の伸びが鈍化するなど、先行きに

ついては依然として不透明な状況が続いております。 

この間の青森県経済は、国内経済と同様に全体として弱含みの状況となりました。需要

項目別にみますと、個人消費は、各種サービス関連業種について外食産業を中心に厳しい

状況が続き、観光関連についても自治体の経済対策による需要の下支え効果がみられた

ものの、GoToトラベルキャンペーンの中止もあり、宿泊客数の前年割れが続きました。一

方、スーパー、ドラッグストアは食料品、日用品や衛生用品を中心に売上が増加し、家電

販売などは在宅時間の長期化などから緩やかに増加しました。生産面については、電気機

械がパソコン向けを中心に増加したほか、電子部品・デバイスがスマホ向けを中心に増加

するなど、全体として持ち直しの動きとなりました。一方、雇用情勢は各業種で新規求人

数が減少し、有効求人倍率が１倍を下回って推移するなど、全国と同様に弱い動きが続き

ました。 

  

（事業の経過および成果） 
  

このような金融経済環境の中で、株主の皆さまをはじめ、お取引先各位のご支援のもと、

役職員が一体となって経営基盤の拡充・強化に努めてまいりました結果、当行グループの

当年度事業成績につきましては、連結経常収益413億50百万円、連結経常利益36億65百万

円、親会社株主に帰属する当期純利益22億51百万円となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

イ．銀行業務部門 

2020年度は、第16次中期経営計画「Change the Future」（2019年４月～2022年３

月）の２年目として、目指す姿である「地域・お客さまとともに、豊かで幸せな未来

を創る Only One Consulting Bank」の実現に向け、総合的なコンサルティング・バ

ンクへ変革するための取組みを推し進めてまいりました。 

新型コロナウイルス感染症の影響が広がる中、営業活動としては、「顧客起点営業」

を実践し、地域・お客さまの真の課題を的確に把握し、その解決に資するとともに、

地域経済の持続的成長への貢献を果たすべく、地域経済活性化への取組みを強化し

てまいりました。主な取組みは次のとおりであります。 

  

○法人・事業主のお客さまへの取組み 

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、影響を受けられたお客さまの相談に迅

速に対応するため、休日相談窓口を設置いたしました。また、お客さまへのヒアリン

グ活動を継続的に実施しており、新型コロナウイルス感染症対応の緊急融資など、資

金ニーズへの対応を充実させてまいりました。 

加えて、グループ子会社であるあおもり創生パートナーズ株式会社を活用し、人材
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ニーズへの対応を進めたほか、業務効率化や事業承継・M&Aニーズ等に対する支援を

目的に、外部の専門事業者との業務提携を拡大させており、お客さまの課題解決に向

けたコンサルティングにも積極的に取り組んでまいりました。 

 

○個人のお客さまへの取組み 

新型コロナウイルス感染症の影響を受けられた個人のお客さまに対しても、ご返

済条件の見直し相談など、柔軟に対応してまいりました。 

また、キャッシュレス決済の普及に向けては、満15歳以上（中学生を除く）で利用

可能なデビットカード「青森銀行Visaデビット＜aomo Debit＞」の取扱いを開始する

など、お客さまの様々なニーズに対応するため、商品・サービスの充実に努めてまい

りました。 

  

○利便性向上への取組み 

PC・スマートフォン・タブレット等、様々な端末からのアクセスに対応するため、

ホームページのデザインをリニューアルし、機能性の向上やコンテンツの拡充等に

より、お客さまとの接点の拡大を図ってまいりました。また、ATM相互無料開放の連

携先を拡充するとともに、店舗内ATMでの硬貨入金サービスの取り扱いを開始し、お

客さまの利便性の向上に努めてまいりました。このほか、店頭での普通預金口座開設

やマイカーローン等のローン申込受付にタブレット端末を導入しており、お客さま

の書類記入負担の軽減や待ち時間の短縮を図ってまいりました。 

  

○地域活性化への取組み 

多様なクラウドファンディングプラットフォームを活用し、地域資源を利用した

新商品・サービスの提供や地域ブランドの向上に向けた取組みについて、資金調達お

よび情報発信をサポートしてまいりました。2020年度は、新型コロナウイルス感染症

拡大の影響を受け、青森ねぶた祭りや全国高等学校野球選手権大会等が中止となり

ましたが、ねぶた師を支援するプロジェクトや青森県の高校野球を応援するプロジ

ェクトなど、各種行事の支援にも貢献してまいりました。 

また、飲食事業者を支援するため、積極的にテイクアウトを利用し、情報発信を行

う「＃あおぎんエール飯」プロジェクトにも取り組むなど、地域経済の活性化に努め

てまいりました。 

 

○持続可能な社会の実現に向けた取組み 

従前より取扱いしている「あおぎんSDGs私募債『未来の創造』」に加え、医療現場

の最前線で新型コロナウイルスの治療等に従事している医療関係者に対する敬意と

感謝、応援の意を込めて、「あおぎんSDGs私募債『医療従事者応援』」の取扱いを開

始しており、お客さまの資金繰りを支援するとともに、持続可能な社会の実現に貢献

してまいりました。 

また、青森県内におけるSDGsの理解・浸透・意識向上を目的に、当行公式YouTube

チャンネル等で、青森県に関連性のあるテーマを題材としたSDGsの解説動画を配信

しております。 
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○活力ある職場づくりへの取組み 

2020年４月より、豊かな未来を心から願うメッセージとして、ブランドスローガン

「未来からの、ありがとうのために。」を制定し、従業員一人ひとりの道標として心

に刻むとともに、地域経済の発展に貢献していく当行の企業姿勢を表明しておりま

す。 

また、働き方改革として、フレックスタイム制度を導入し、生産性の向上とワーク・

ライフ・バランスの充実を図っております。加えて、勤務時における服装の多様化を

推進し、自由闊達で開放的な職場を志向するとともに、一人ひとりの自主性を尊重す

ることにより、活力ある組織風土づくりやダイバーシティの推進に向けた取組みを

進めております。 

 

このように、2020年度は第16次中期経営計画に基づき、お客さまのニーズを起点と

した営業の積極的な展開、ならびに地域支援への取組みの強化に努めてまいりまし

た結果、当行の業績は次のようになりました。 

 

預金につきましては、個人預金および法人預金を中心に順調に推移したことから、

期末残高は期中2,382億円増加して、２兆7,140億円となりました。また譲渡性預金を

含めた総預金につきましても、期中2,412億円増加して２兆8,935億円となりました。 

貸出金につきましては、法人向け貸出および個人向け貸出が増加したことにより、

期末残高は期中509億円増加して、１兆8,563億円となりました。 

有価証券につきましては、運用資産の効率化を図る一方で、市場動向を注視し適切

な運用に努めました結果、国内債券を中心に期中254億円減少し、期末残高は8,394億

円となりました。 

 

損益面につきましては、経常収益は、役務取引等収益が増加したものの、有価証券

利息配当金や株式等売却益の減少等により、前期比18億27百万円減収の313億59百万

円となりました。また経常費用は、有価証券関係損失および営業経費の減少等により、

前期比30億10百万円減少の284億３百万円となりました。この結果、経常利益は前期

比11億84百万円増益の29億56百万円となり、当期純利益についても前期比９億16百

万円増益の21億66百万円となりました。 

  

ロ．リース業務部門 

リース業務の経常収益は、前期比１億33百万円増収の53億35百万円となりました。

また、セグメント利益は、前期比41百万円増益の４億79百万円となりました。 

  

ハ．その他の業務部門 

その他の業務の経常収益は、前期比２億61百万円増収の60億27百万円となりまし

た。また、セグメント利益は、前期比２億29百万円増益の６億91百万円となりました。 
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（対処すべき課題） 
  

長きにわたる低金利環境により預貸金利鞘の縮小と有価証券運用収益の減少が継続す

る中、青森県においては人口減少・少子高齢化の進展が確実視され、地域経済への影響が

増大していくことが懸念されており、当行を取り巻く経営環境は益々厳しさが増してい

くものと予想されます。 

一方、新型コロナウイルス感染症の拡大は収束の兆しを見せることなく続いており、企

業業績や雇用情勢、個人消費等に対して多大な影響を及ぼしている中、地域金融機関には

金融仲介機能の発揮による地域経済の下支えが求められており、事業者の資金繰り支援

のほか、コロナ後を見据えた経営改善や事業再生支援等の取組みを強化していくことを

最優先課題として認識しております。 

またウィズコロナ・アフターコロナといった社会構造の変革への対応など、地域社会が

持続的に発展していくために、当行が果たすべき役割はますます重要となっており、デジ

タル技術の進展や規制緩和等を背景とした従来型の金融サービスの垣根を超えた新たな

分野への挑戦を通じて、多様化するお客さまニーズへの対応やサービスの充実を図って

いく必要があるものと認識しております。 

このような厳しい経営環境の中、当行は、2021年５月14日に株式会社みちのく銀行と経

営統合に関する基本合意書を締結し、来年４月の持株会社設立に向けて準備を進めてお

ります。 

高品質で安定的な金融サービスを地域に提供し続けることができる健全な経営基盤を

構築し、両行のそれぞれの強みを活かして金融仲介機能・金融サービスを強化してまいり

ます。加えて、第16次中期経営計画に掲げるコンサルティング・バンクへの変革を着実に

進め、豊かな地域社会の創造とお客さまの幸福・発展への貢献という使命を果たすため、

全力で邁進してまいります。株主の皆さまには、一層のご支援、ご愛顧を賜りますようお

願い申しあげます。 

  

（2）企業集団および当行の財産および損益の状況  

イ．企業集団の財産および損益の状況 （単位：百万円） 

 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 

経 常 収 益 44,580 42,984 43,003 41,350 

経 常 利 益 6,080 4,959 2,324 3,665 

親会社株主に帰属する 
当 期 純 利 益 

4,292 3,218 1,470 2,251 

包 括 利 益 3,859 1,124 △9,897 10,854 

純 資 産 額 120,758 120,125 109,088 118,932 

総 資 産 2,910,791 3,043,392 3,185,755 3,681,441 

 注 記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。 
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ロ．当行の財産および損益の状況 （単位：百万円） 

  2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 

預 金 2,389,528 2,433,689 2,475,840 2,714,057 

 定 期 性 預 金 914,000 878,430 861,086 849,130 

 そ の 他 1,475,527 1,555,259 1,614,754 1,864,926 

貸 出 金 1,744,538 1,762,405 1,805,392 1,856,349 

 個 人 向 け 397,828 434,402 465,350 496,114 

 中 小 企 業 向 け 503,083 510,838 519,148 556,936 

 そ の 他 843,627 817,165 820,894 803,299 

商 品 有 価 証 券 200 ― ― ― 

有 価 証 券 797,901 820,912 864,907 839,458 

 国 債 314,894 275,473 231,012 182,385 

 そ の 他 483,007 545,439 633,894 657,073 

総 資 産 2,899,123 3,031,536 3,172,791 3,666,419 

内 国 為 替 取 扱 高 15,876,694 15,588,837 15,814,333 16,464,539 

外 国 為 替 取 扱 高 
百万ドル 

250 

百万ドル 

378 

百万ドル 

253 

百万ドル 

258 

経 常 利 益 5,686 4,751 1,772 2,956 

当 期 純 利 益 4,223 3,266 1,250 2,166 

１株当たり当期純利益 
円 銭 

207 27 

円 銭 

160 89 

円 銭 

61 63 

円 銭 

106 76 
 注 1. 記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。 

2. １株当たり当期純利益は、当期純利益を期中の平均発行済株式数（自己株式数を控除した株式

数）で除して算出しております。 

3. 2017年10月１日付で10株を１株に株式併合いたしましたが、これに伴い2017年度の期首に当該

株式併合が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益を算定しております。 
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（3）企業集団の使用人の状況 
イ．企業集団における使用人数 

  
当  年  度  末 

銀行業務 銀行周辺業務 リース業務 その他の業務 

使 用 人 数 1,216人 16人 16人 26人 

 注 使用人数には、臨時雇員および嘱託は含まれておりません。なお、在籍者数で記載しております。 

  

ロ．当行の使用人の状況 

  当  年  度  末 

使 用 人 数 1,216人 

平 均 年 齢 40年11月 

平 均 勤 続 年 数 17年09月 

平 均 給 与 月 額 383千円 

 注 1. 平均年齢、平均勤続年数、平均給与月額は、それぞれ単位未満を切り捨てて表示しております。 

2. 使用人数には、臨時雇員および嘱託は含まれておりません。なお、在籍者数で記載しておりま

す。 

3. 平均給与月額は、時間外勤務手当等を含み賞与を除く３月中の平均給与月額であります。 

  

（4）企業集団の主要な営業所等の状況 
 イ．銀行業務 

① 営業所数 

  当  年  度  末 

青 森 県 
店   うち出張所   

82 （  5  ） 

秋 田 県 2 （  ―  ） 

北 海 道 3 （  ―  ） 

東 京 都 1 （  ―  ） 

宮 城 県 1 （  ―  ） 

岩 手 県 1 （  ―  ） 

合     計 90 （  5  ） 

 注 上記のほか、当年度末において店舗外現金自動設備を146か所設置しております。 

また、当年度末において、株式会社イーネットとの提携による店舗外現金自動設備を64か所設置し

ております。 
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② 当年度新設営業所 

 当年度新設営業所は該当ありません。 

 なお、以下の店舗について統廃合を行っております。 

 （廃止店舗） （統合店舗） （統合日） 

 ・吹上支店  類家支店 2 0 2 0 年 1 1 月 1 6 日 
 

 ・筒井支店  松原通り支店 2 0 2 1 年 １ 月 2 5 日 
 

 ・岬白銀出張所  鮫支店 2 0 2 1 年 １ 月 2 5 日 
 

 ・戸山出張所  浜館支店 2 0 2 1 年 ３ 月 2 2 日 
 

 ・亀甲町支店  津軽和徳支店 2 0 2 1 年 ３ 月 2 2 日 
 

 

 また、当年度において次の店舗外現金自動設備を新設いたしました。 

 ○店舗外現金自動設備（３カ所） 

 ・マックスバリュ北園店（十和田市） 

 ・マエダストア大久保店（八戸市） 

 ・ハッピー・ドラッグ青森戸山店（青森市） 

 

ロ．銀行周辺業務、リース業務およびその他の業務 

  当  年  度  末 

銀行周辺業務 青森県 1 店 

 青 銀 甲 田 株 式 会 社 青森県 1  

リース業務 青森県 5 店 

 あ お ぎ ん リ ー ス 株 式 会 社 青森県 5  

その他の業務 青森県 3 店 

 あおぎんカードサービス株式会社 青森県 1  

 あ お ぎ ん 信 用 保 証 株 式 会 社 青森県 1  

 あおもり創生パートナーズ株式会社 青森県 1  
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（5）企業集団の設備投資の状況 
 イ．設備投資の総額 （単位：百万円） 

 事 業 セ グ メ ン ト 金        額 

銀 行 業 務 2,472 

リ ー ス 業 務 15 

そ の 他 の 業 務 9 

合        計 2,497 

 注 記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。 

 

ロ．重要な設備の新設等 （単位：百万円） 

 事業セグメント 内    容 金    額 

銀 行 業 務 店舗新設・改修等 848 

 事務機器・現金自動設備等 609 

 ソフトウェア 913 

合     計  2,370 

 注 記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。 

 

（6）重要な親会社および子会社等の状況 
イ．親会社の状況 

 当行は、親会社を有しておりません。 

 

ロ．子会社等の状況 

 会  社  名 所 在 地 主 要 業 務 内 容 資本金 

当行が有する 

子会社等の 

議決権比率 

その他 

青 銀 甲 田 

株 式 会 社 

青森市古川一

丁目16番16号 
不 動 産 賃 貸 業 務 

百万円 

10 

％ 

100.00 
― 

あ お ぎ ん カ ー ド 

サービス株式会社 

青森市古川一

丁目16番16号 
クレジットカード業務 56 59.52 ― 

あ お ぎ ん リ ー ス 

株 式 会 社 

青森市古川一

丁目16番16号 
各種機械器具の賃貸 60 65.00 ― 

あ お ぎ ん 信 用 

保 証 株 式 会 社 

青森市古川一

丁目16番16号 

住 宅 ロ ー ン の 

信 用 保 証 業 務 
30 100.00 ― 

あおもり創生パート 

ナ ー ズ 株 式 会 社 

青森市新町二

丁目２番７号 
コンサルティング業務 50 100.00 ― 

注 1. 上記の５社はすべて連結対象としております。 

2. 議決権比率は小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。 

3. 当期の連結経常収益は41,350百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は2,251百万円となり

ました。 
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重要な業務提携の概況 
1. 地方銀行62行の提携により、現金自動設備の相互利用による現金自動引出しのサービ

ス（略称ＡＣＳ）を行っております。 
2. 地方銀行62行と都市銀行、信託銀行、第二地方銀行協会加盟行、信用金庫、信用組合、

系統農協・信漁連（農林中金、信連を含む）、労働金庫との提携により、現金自動設備の

相互利用による現金自動引出し等のサービス（略称ＭＩＣＳ）を行っております。 
3. 地銀ネットワークサービス株式会社（地方銀行62行の共同出資会社、略称ＣＮＳ）にお

いて、データ伝送の方法により取引先企業との間の総合振込・口座振替・入出金取引明細

等各種データの授受のサービス等を行っております。 
4. 株式会社ゆうちょ銀行との提携により、現金自動設備の相互利用による現金自動引出

しおよび現金自動預入れのサービスを行っております。 
5. 株式会社セブン銀行、株式会社イーネット、株式会社ローソン銀行および株式会社イオ

ン銀行との提携により、コンビニエンスストア等の店舗内に設置した現金自動設備によ

る現金自動引出しおよび現金自動預入れ等のサービスを行っております。 
6. 株式会社ビューカードとの提携により、ＪＲ東日本の駅構内等に設置した現金自動設

備による無料現金自動引出し等のサービスを行っております。 
7. 株式会社秋田銀行および株式会社岩手銀行との提携により、現金自動設備の相互利用

による無料現金自動引出し等のサービス（名称：ＡＡＩネット）を行っております。 
8. 青森県信用組合との提携により、現金自動設備の相互利用による無料現金自動預入れ

のサービスを行っております。 
9. 株式会社みちのく銀行との提携により、現金自動設備の相互利用による無料現金自動

引出し等のサービスを行っております。 
 

（7）事業譲渡等の状況 
 

該当事項はありません。 

 

（8）その他企業集団の現況に関する重要な事項 
  

当行は、2021年５月14日に開催した取締役会において、株式会社みちのく銀行との間

で、「地域における一般乗合旅客自動車運送事業及び銀行業に係る基盤的なサービスの

提供の維持を図るための私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の特例に関

する法律」に基づく持株会社設立による経営統合に向け、協議・検討を進めていくこと

について基本合意することを決議し、基本合意書を締結いたしました。 
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2. 会社役員（取締役）に関する事項 
（1）会社役員の状況 

 （年度末現在） 

 氏     名 地 位 お よ び 担 当 重 要 な 兼 職 その他 

成 田   晋 
取 締 役 頭 取 

（代表取締役） 
監査部担当   

川 村 明 裕 
取 締 役 
専務執行役員 
(代表取締役) 

（東京支店長） 
総合企画部、東京事
務所担当 

  

佐々木 知 彦 
取 締 役 
専務執行役員 

審査部、市場国際部、
総務部担当 

  

石 川 啓太郎 
取 締 役 
常務執行役員 

営業統括部、営業推
進部、ビジネスパー
トナー部担当 

  

厚 美 尚 武 
取 締 役 
(社外取締役) 

 
アンズコンサルティング 
代表 

 

中 川   晃 
取 締 役 
監 査 等 委 員 

   

石 田 憲 久 
取 締 役 
監 査 等 委 員 
(社外取締役) 

 

学校法人青森田中学園 
理事長 
株式会社青森新生活互助会
代表取締役会長 

 

櫛󠄁 引 利 貞 
取 締 役 
監 査 等 委 員 
(社外取締役) 

 

カネショウ株式会社 
代表取締役社長 
青森県醸造食品工業協同組
合理事長 

 

石 田 深 恵 
取 締 役 
監 査 等 委 員 
(社外取締役) 

 弁護士  

注 1. 取締役厚美尚武氏、取締役監査等委員石田憲久氏、櫛󠄁引利貞氏および石田深恵氏は、会社法第

２条第15号に定める社外取締役であり、東京証券取引所に独立役員として届け出ております。 

2. 取締役監査等委員中川晃氏は常勤の監査等委員であります。常勤の監査等委員を選定してい

る理由は、行内事情に精通したものが重要な会議への出席や、会計監査人および内部監査部門等

との連携を密に図ること等により得られた情報を、監査等委員全員で共有することを通じて、監

査等委員会による監査・監督の実効性を高めるためであります。 

3. 当事業年度中の取締役の地位および担当についての異動は次のとおりであります。 

（氏   名） （新） （旧） （異動年月日） 

川 村 明 裕 
取締役専務執行役員 

東京支店長 
取締役専務執行役員 2020年12月１日 

4. 当事業年度中に退任した取締役は次のとおりであります。 

（氏   名） （退任時の地位および担当） （退任年月日） 

小笠原 勝 博 取締役監査等委員 2020年６月25日 

 

  



60 

 

（参考）当行は執行役員制度を導入しており、執行役員（取締役を兼務する執行役員を除く）

の氏名、地位および担当は以下のとおりであります。 
  

（年度末現在） 

 氏   名 地位および担当 

田 村  強 常務執行役員 リスク統括部、人事部、システム部、事務統括部担当 

鹿 内  勲 常務執行役員（弘前地区営業本部長） 

森 庸 常務執行役員（青森地区営業本部長） 

工 藤 貴 博 常務執行役員（八戸地区営業本部長） 

谷 津 大 輔 執行役員（営業統括部長） 

葛 西 俊 介 執行役員（営業推進部長） 

白 鳥 元 生 執行役員（本店営業部長） 

松 橋 義 昭 執行役員（審査部長） 

木 立  晋 執行役員（総合企画部長） 

山 中 一 彦 執行役員（弘前支店長兼土手町支店長） 

高 橋 勇 人 執行役員（八戸支店長兼三日町支店長） 

 

  



61 

 

（2）会社役員に対する報酬等 
  

取締役の報酬等の総額等 

（単位：百万円） 

 区     分 支給人数 報 酬 等 
報酬等の種類別の総額 

基本報酬 賞  与 
非金銭 
報酬等 

取 締 役 
（監査等委員を除く） 

5名 123 93 14 15 

取 締 役 
（ 監 査 等 委 員 ） 

5名 29 29 ― ― 

合     計 10名 153 123 14 15 

注 1. 記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。 

2. 上記には、2020年６月25日開催の第112期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役（監査

等委員）１名を含んでおります。 

3. 賞与の欄には、当事業年度に計上した役員賞与引当金繰入額14百万円を記載しております。ま

た非金銭報酬等には、業績連動型株式報酬額（当事業年度に付与されたポイントに係る費用計上

額）15百万円を記載しております。 

4. 株主総会決議により定められた報酬等の限度額は以下のとおりであります。 

2016年６月23日開催の第108期定時株主総会決議により定められた報酬等の限度額（使用人兼務

取締役の使用人分給与を除く。）は、取締役（監査等委員を除く）については年額216百万円、監

査等委員である取締役については年額55百万円であります。なお、当該決議当時の取締役（監査

等委員を除く）の員数は８名、取締役（監査等委員）の員数は４名であります。 

また、上記取締役（監査等委員を除く）の報酬等の限度額とは別に、2018年６月26日開催の第

110期定時株主総会の決議に基づき、業績連動型株式報酬制度を導入しております。なお、当該決

議当時の業績連動型株式報酬制度の対象者となる取締役（監査等委員を除く）の員数は４名、取

締役を兼務しない執行役員の員数は９名であります。 

5. 上記のうち、取締役（監査等委員を除く）の報酬等については、株主総会により決議された限

度額の範囲内において、基本報酬・賞与は、指名・報酬等委員会による審議を行ったうえで、取

締役会の決議により決定しております。なお、監査等委員会において妥当性等の検証を行い、妥

当であるとの判断が示されております。また、業績連動型株式報酬は、事前に定めた株式交付規

程に基づき決定しております。 

6. 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は以下のとおりであります。 

報酬水準については、役位および業績目標の達成状況等を考慮し、短期的な業績のみならず、

中長期的な業績向上と企業価値増大に資するよう適正な水準とすることを基本方針としておりま

す。 

なお、業績連動報酬と業績連動報酬以外の報酬等の支給割合については、役位上位者ほど業績

連動報酬の割合を高め、業績向上に対するインセンティブを高める方針としております。 

また決定方針については、指名・報酬等委員会による審議を行ったうえで、取締役会の決議に

より決定しております。 

7. 業績連動型株式報酬制度（以下、「本制度」という。）の内容は以下のとおりであります。 

（制度の概要） 

本制度は、取締役等の報酬と当行の業績および株式価値との連動性をより明確にし、取締役等

が中長期的な業績向上と企業価値増大への貢献意識を高めることを目的に導入しております。 

本制度では、役員報酬ＢＩＰ（Board Incentive Plan）信託（以下「ＢＩＰ信託」という。）

と称される仕組みを採用しております。ＢＩＰ信託とは、欧米の業績連動型株式報酬 

（Performance Share）制度および譲渡制限付株式報酬（Restricted Stock）制度と同様の役員対

象のインセンティブ・プランであり、役位および業績目標の達成度等に応じて、当行株式および

当行株式の換価処分金相当額の金銭を取締役等に交付または給付する制度であります。 

本制度は、当行が拠出する金銭を原資として当行株式が信託を通じて取得され、取締役等に対
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しては、信託期間中の毎事業年度終了後の所定の時期に、取締役等の役位に応じた「固定ポイン

ト」と、当行の毎事業年度における業績目標の達成度等に応じて変動する「業績連動ポイント」

を付与します。受益者要件を充足した取締役等は、当該取締役等の退任時に、保有するポイント

に応じた当行株式および当行株式の換価処分金相当額の金銭の交付および給付を受ける制度であ

ります。 

毎事業年度における業績連動ポイントは、親会社株主に帰属する当期純利益およびコア業務純

益（単体）の目標達成度等に応じて決定しております。各指標の選択理由として、親会社株主に

帰属する当期純利益は中期経営計画への達成意欲を高めるために、コア業務純益（単体）は本業

での収益力向上への意識を高めることを目的に、それぞれ指標として導入しております。 

 

（付与ポイントの算定式） 

固定ポイント ＝ 役位毎の報酬基準額÷信託内の当行株式平均取得価格×80％ 

業績連動ポイント ＝ 役位毎の報酬基準額÷信託内の当行株式平均取得価格×20％×業績連

動係数 

 

（業績連動係数） 

業績連動係数 ＝ 親会社株主に帰属する当期純利益の業績連動係数×50％＋コア業務純益

（単体）の業績連動係数×50％ 

 

親会社株主に帰属する当期純利益 コア業務純益（単体） 

目標達成率 業績連動係数 目標達成率 業績連動係数 

170％以上 1.5 150％以上 1.5 

160％以上170％未満 1.4 140％以上150％未満 1.4 

150％以上160％未満 1.3 130％以上140％未満 1.3 

140％以上150％未満 1.2 120％以上130％未満 1.2 

120％以上140％未満 1.1 110％以上120％未満 1.1 

100％以上120％未満 1.0 100％以上110％未満 1.0 

90％以上100％未満 0.9 90％以上100％未満 0.9 

80％以上 90％未満 0.8 80％以上 90％未満 0.8 

80％未満 0.0 80％未満 0.0 

 

（業績連動係数の基礎となる2020年度の業績） 

業績目標項目 目標値 (百万円) 実 績 (百万円) 達成率 

親会社株主に帰属する当期純利益 3,240 2,251 69％ 

コア業務純益（単体） 3,000 4,040 134％ 
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（3）責任限定契約 
  

当行は、会社法第427条第１項の規定により、取締役（業務執行取締役等であるもの

を除く。）との間に、同法第423条第１項に規定する取締役（業務執行取締役等である

ものを除く。）の損害賠償責任を限定する契約を締結することができる旨を定款に定め

ております。 

当行は、定款の規定に従い、取締役である厚美尚武氏、石田憲久氏、櫛󠄁引利貞氏およ

び石田深恵氏と、同法第425条第１項各号に定める額の合計額を賠償責任の限度額とす

る契約を締結しております。 

  

（4）役員等賠償責任保険契約に関する事項 
  

当行は、取締役、監査役および執行役員を被保険者として、会社法第430条の３第１

項に規定する役員等賠償責任保険（D&O保険）契約を締結しております。 

保険料は全額当行が負担しております。 

当該保険契約では、被保険者である役員等がその職務の執行に関し責任を負うこと、

または、当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害につい

て填補することとされています。ただし、法令違反の行為であることを認識して行った

行為に起因して生じた損害は填補されないなど、一定の免責事由があります。 

  

3. 社外役員に関する事項 
（1）社外役員の兼職その他の状況 

 氏   名 兼 職 そ の 他 の 状 況 

厚 美 尚 武 アンズコンサルティング代表 

石 田 憲 久 
学校法人青森田中学園理事長 

株式会社青森新生活互助会代表取締役会長 

櫛󠄁 引 利 貞 
カネショウ株式会社代表取締役社長 

青森県醸造食品工業協同組合理事長 

石 田 深 恵 弁護士 

注 石田憲久氏および櫛󠄁引利貞氏が業務執行取締役等を兼任している法人等と当行との間には、通常

の銀行取引があります。 
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 （2）社外役員の主な活動状況 

 氏  名 在任期間 
取締役会および 

監査等委員会への出席状況 
取締役会および監査等委員会 
における発言その他の活動状況 

厚 美 尚 武 ２年10月 
当期開催された取締役
会14回のすべてに出席
しております。 

主に、経営コンサルタントと
しての立場から議案の審議
に必要な発言を適宜行って
おります。 
また、指名・報酬等委員会の
委員長としてその決定プロ
セスに大きな役割を果たし
ております。 

石 田 憲 久 ５年10月 

当期開催された取締役
会14回すべてに出席し、
当期開催の監査等委員
会14回のうち13回に出
席しております。 

主に、私学経営者としての立
場から議案の審議に必要な
発言を適宜行っております。 
また、監査等委員として代表
取締役と経営課題等につい
て定期的に意見交換を行う
とともに、会計監査人とも意
見および情報交換を行って
おります。 

櫛󠄁 引 利 貞 ４年10月 

当期開催された取締役
会14回すべてに出席し、
当期開催の監査等委員
会14回のうち13回に出
席しております。 

主に、会社経営者としての立
場から議案の審議に必要な
発言を適宜行っております。 
また、監査等委員として代表
取締役と経営課題等につい
て定期的に意見交換を行う
とともに、会計監査人とも意
見および情報交換を行って
おります。 

石 田 深 恵 ２年10月 

当期開催された取締役
会14回および監査等委
員会14回のすべてに出
席しております。 

主に、弁護士としての専門的
見地からの発言を行ってお
ります。 
また、監査等委員として代表
取締役と経営課題等につい
て定期的に意見交換を行う
とともに、会計監査人とも意
見および情報交換を行って
おります。 

 

（3）社外役員に対する報酬等 
 （単位：百万円） 

  支給人数 銀行からの報酬等 銀行の親会社等からの報酬等 

報酬等の合計 4名 20 ― 

注 記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。また「銀行からの報酬等」については、基

本報酬のみとなっております。 

 

（4）社外役員の意見 
  

 上記（1）から（3）の内容に対する社外役員の意見はありません。 
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4. 当行の株式に関する事項 
（1）株式数 発行可能株式総数 29,400千株 

 発行済株式の総数 20,512千株 

 

（2）当年度末株主数  19,686名 

  

（3）大株主 

 株主の氏名又は名称 
当行への出資状況 

持株数等 持株比率 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 
千株 

876 

％ 

4.29 

株式会社日本カストディ銀行（信託口４） 867 4.25 

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （ 信 託 口 ） 796 3.90 

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 477 2.34 

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 476 2.33 

青 森 銀 行 職 員 持 株 会 376 1.84 

D F A  I N T L  S M A L L  C A P  V A L U E  P O R T F O L I O 325 1.59 

田 中 建 設 株 式 会 社 257 1.26 

住 友 生 命 保 険 相 互 会 社 246 1.20 

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 241 1.18 

注 1. 持株数等は千株未満を切り捨てて表示しております。 

2. 持株比率は小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。 

3. 持株比率は持株数を発行済株式（自己株式を除く）の総数で除して算出しております。 

  

5. 当行の新株予約権等に関する事項 
  

該当事項はありません。 
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6. 会計監査人に関する事項 
（1）会計監査人の状況 

 （単位：百万円） 

 氏名又は名称 当該事業年度に係る報酬等 その他 

E Y新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員 田 中 宏 和 

指定有限責任社員 岩 崎 裕 男 

61 時価算定基準導入支援   8 

注 1. 記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。 

2. 当行と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ

く監査の監査報酬の額を区分しておりませんので、上記報酬等の額には、これらの合計金額を記

載しております。 

3. 当行、当行の子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額は77百万円であります。 

4. 会計監査人の報酬等について監査等委員会が同意した理由 

監査等委員会は、会計監査人から説明を受けた当事業年度の監査計画の内容、前年度の監査実

績の検証と評価、監査の遂行状況、報酬の前提となる見積りの算出根拠を精査した結果、妥当で

あると判断し、会計監査人の報酬等の額について、会社法第399条第１項の同意を行っておりま

す。 

  

（2）責任限定契約 
  

 該当事項はありません。 

  

（3）補償契約 
  

 該当事項はありません。 

  

（4）会計監査人に関するその他の事項 
  

会計監査人の解任又は不再任の決定の方針 

監査等委員会は、会計監査人を適切に評価するための基準を策定し、その職務遂行状

況・監査体制・監査品質および独立性等を総合的に検討し、株主総会に提出する会計監

査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。 

なお、監査等委員会は会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当する

と判断した場合は、監査等委員全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。 

  

（5）会計監査人が過去２年間に受けた業務の停止の処分に係る事項 
  

 該当事項はありません。 

 

7. 財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 
  

該当事項はありません。 

  

  



67 

 

8. 業務の適正を確保する体制および当該体制の運用状況 
（1）内部統制システムの整備に関する基本方針 
  

会社法第399条の13第１項第１号ロおよびハに基づき、取締役の職務の執行が法令お

よび定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保す

るために必要なものとして法務省令で定める体制の整備に関し、取締役会においてその

基本方針として以下の９項目につき決議しております。 

イ．取締役、執行役員、理事および職員等（以下「役職員等」という。）の職務の執行

が法令および定款に適合することを確保するための体制 

① 取締役会は、役職員等が法令等遵守の重要性を認識するとともに、反社会的勢力

との関係遮断を含めた社会的規範を遵守し、その職務を遂行するため、「青森銀行

行動憲章」を定め、法令等遵守に関する基本方針および基準ならびに研修実施計画

等を決定し、周知徹底を図る。 

② 法令等に則った厳格な業務運営の確保のため、業務全般の法令等遵守事項を審議

し、法令等遵守全般の運営状況を管理することを目的として、経営会議の下にコン

プライアンス委員会を置く。 

③ 経営会議においては、法令等遵守の全行横断的な一元管理を行うとともに、法令

等遵守に必要な事項を審議、決定、指示する。また、経営会議は、法令等遵守に関

する審議事項等を取締役会に報告する。 

④ 法令等遵守に関する統括部署として、リスク統括部法務コンプライアンス室を設

置する他、各部店にはコンプライアンス担当責任者を置き、法令等遵守体制の整備

および維持を図る。必要に応じて各担当部署にて、規則・ガイドラインの策定およ

び研修を実施する。 

⑤ 取締役は、法令または定款に違反する重要な事実等を発見した場合は、すみやか

に監査等委員会に報告する。 

⑥ 執行役員、理事および職員等は、組織的又は個人的な法令に反する行為等を発見

した場合は、すみやかにコンプライアンス通報窓口に報告する。 

⑦ 内部監査部署である監査部は、各部店における法令等の遵守状況について監査を

実施し､その結果を取締役会および監査等委員会に報告する。 

ロ．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

取締役の職務の執行に係る情報については、文書管理に関する規程等を制定し､保

存および管理する。 

ハ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

① 当行は、当行の業務執行に係るリスクを、以下に記載のＡ．からＤ．に分類し管

理する。 

Ａ．信用リスク Ｂ．市場リスク Ｃ．流動性リスク Ｄ．オペレーショナル・

リスク 

② 取締役会は、リスク管理規程を定め､リスク管理に関する方針を決定するととも

に、リスク全体の統括部署としてリスク統括部を設置し、リスクを管理する。また、

各リスクについては、リスク毎の管理規程等に定める担当部署が、リスクを管理す

る。 

③ 監査部は、リスク管理体制の有効性について監査を実施し、その結果を取締役会

および監査等委員会に報告する。 

④ 不測の事態が発生した場合には、緊急事態対策委員会を設置し、適切かつ迅速な
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対応策を審議・決定し、損害の拡大を防止する。 

ニ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

① 取締役会は、役職員等の業務執行の基本となる中期経営計画を定めるとともに、

事業年度毎の経営計画を策定する。 

② 取締役会は、組織および職制・分掌・権限に関する規程等を制定し､効率的に業

務を遂行する。 

③ 取締役は、業務執行状況について取締役会に報告する。 

ホ．当行およびグループ会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体

制 

① グループ会社の統括部署である総合企画部は、法令等遵守体制やリスク管理体制

の整備等内部統制システムの構築を目的に､グループ会社の運営に関する要領を制

定し､業務管理部署を定め､当行への協議および報告ならびにモニタリング等の体

制を整備する。 

② 当行は、グループ会社が策定する事業年度毎の経営計画について、その業務執行

状況の報告体制を整備するとともに、必要な規程等を整備するよう管理・指導し、

業務が効率的に行われる体制を確保する。 

③ グループ会社の役職員等が法令等違反に関する重要な事実を発見した場合には、

リスク統括部に報告する。リスク統括部はすみやかに取締役および監査等委員会に

報告する。 

④ 監査部は、グループ会社の業務執行状況について監査を実施し、その結果を取締

役会および監査等委員会に報告する。 

ヘ．監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該

使用人に関する事項および所定の使用人の監査等委員以外の取締役からの独立性に

関する事項 

① 監査等委員会室を設置し、監査等委員会の職務を補助する職員を配置することに

より、有効な監査等委員会の監査を確保する。 

② 監査等委員会補助者は業務の執行にかかる役職を兼務せず、監査等委員会の指揮

命令下で職務を遂行する。なお、監査等委員会補助者の独立性や指示の実効性を確

保するため、監査等委員会補助者の人事異動・人事評価については、予め監査等委

員会の同意を得る。 

ト．役職員等が監査等委員会に報告をするための体制その他の監査等委員会への報告に

関する体制 

① 当行およびグループ会社の役職員等は、法令等に違反する重要な事実または当行

に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを発見した場合には､監査等委

員会に必要な報告および情報を提供する。 

② 当行およびグループ会社は、監査等委員会に報告および情報を提供した役職員等

が、当該報告等を理由として不利益な取扱いを行うことを禁止する。 

③ 監査等委員は、重要な意思決定の過程および業務の執行状況を把握するため、取

締役会の他、経営会議など重要な会議に出席できるものとし、必要に応じて役職員

等にその報告を求める。 
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チ．監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の職務の

執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

当行は、監査等委員がその職務の執行について、当行に対し、会社法第399条の２

第４項に基づく費用の前払等の請求をした時は、当該請求に係る費用又は債務が当該

監査等委員の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、すみやかに当該費用

又は債務を処理する。 

リ．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

① 監査等委員会は、代表取締役と経営課題、監査上の重要課題等について定期的に

意見交換をする。 

② 監査等委員会は、会計監査人と会計監査内容について、定期的に意見および情報

の交換を行い、監査の実効性を確保する。 
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（2）業務の適正を確保する体制の運用状況の概要 
  

上記方針に基づく当行グループの内部統制システムの当事業年度における運用状況

の概要は以下のとおりであります。 

イ．役職員等の職務の執行が法令および定款に適合することならびに効率的に行われ

ることの確保 

定例取締役会12回、臨時取締役会２回を開催しました。また、取締役会から委任を

受けた事項にかかる決定機関として設置している経営会議（53回）等を開催しました。 

ロ．法令等遵守体制 

コンプライアンス・プログラムを取締役会で定め、プログラムの進捗・達成状況を

経営会議（４回）および取締役会へ報告（４回）したほか、コンプライアンス違反の

発生状況および反社会的勢力との取引遮断等について、経営会議において審議し、そ

の内容を取締役会に報告しました。 

ハ．リスク管理体制 

各種リスク管理の状況について信用リスク管理委員会、ＡＬＭ・収益管理委員会、

オペレーショナル・リスク管理委員会にてモニタリングし、リスク管理態勢の状況に

ついて取締役会に報告（４回）しました。 

ニ．当行グループにおける業務の適正の確保 

グループ会社の実績について経営会議に報告（４回）しました。また、グループ会

社代表者連絡会を開催し、当行グループにおける経営課題の把握と方針について討

議を行いました。 

ホ．監査等委員の監査が実効的に行われることの確保等 

監査等委員は、監査等委員会において定めた監査計画に基づき監査を行うととも

に、当行代表取締役、監査部、会計監査人との間でそれぞれ意見交換会を実施し、情

報交換等の連携を図っております。 

  

9. 特定完全子会社に関する事項 
  

該当事項はありません。 

  

10. 親会社等との間の取引に関する事項 
  

該当事項はありません。 

  

11. 会計参与に関する事項 
  

該当事項はありません。 

  

12. その他 
  

該当事項はありません。 
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第113期末 （2021年３月31日現在） 貸借対照表 
（単位：百万円） 

科     目 金   額  科     目 金   額 

（資 産 の 部）   （負 債 の 部）  

現 金 預 け 金 878,144  預 金 2,714,057 

現 金 37,440  当 座 預 金 87,853 

預 け 金 840,703  普 通 預 金 1,668,160 

コ ー ル ロ ー ン 20,000  貯 蓄 預 金 40,000 

買 入 金 銭 債 権 2,483  通 知 預 金 7,077 

金 銭 の 信 託 5,000  定 期 預 金 849,130 

有 価 証 券 839,458  そ の 他 の 預 金 61,834 

国 債 182,385  譲 渡 性 預 金 179,483 

地 方 債 346,407  コ ー ル マ ネ ー 1,107 

社 債 96,333  債券貸借取引受入担保金 103,423 

株 式 17,242  借 用 金 522,500 

そ の 他 の 証 券 197,089  借 入 金 522,500 

貸 出 金 1,856,349  外 国 為 替 3 

割 引 手 形 1,802  未 払 外 国 為 替 3 

手 形 貸 付 32,349  そ の 他 負 債 17,616 

証 書 貸 付 1,673,218  未 払 法 人 税 等 505 

当 座 貸 越 148,979  未 払 費 用 247 

外 国 為 替 1,575  前 受 収 益 705 

外 国 他 店 預 け 1,575  金 融 派 生 商 品 2,268 

そ の 他 資 産 30,361  リ ー ス 債 務 733 

前 払 費 用 11  そ の 他 の 負 債 13,157 

未 収 収 益 2,504  賞 与 引 当 金 523 

金 融 派 生 商 品 0  役 員 賞 与 引 当 金 14 

金融商品等差入担保金 2,659  株 式 給 付 引 当 金 153 

そ の 他 の 資 産 25,186  睡眠預金払戻損失引当金 333 

有 形 固 定 資 産 20,686  繰 延 税 金 負 債 1,690 

建 物 7,190  再評価に係る繰延税金負債 1,481 

土 地 10,001  支 払 承 諾 14,224 

リ ー ス 資 産 702  負  債  の  部  合  計 3,556,612 

建 設 仮 勘 定 71    

その他の有形固定資産 2,719  （純 資 産 の 部）  

無 形 固 定 資 産 1,914  資 本 金 19,562 

ソ フ ト ウ ェ ア 1,617  資 本 剰 余 金 12,916 

リ ー ス 資 産 26  資 本 準 備 金 12,916 

その他の無形固定資産 270  利 益 剰 余 金 65,118 

前 払 年 金 費 用 3,618  利 益 準 備 金 6,646 

支 払 承 諾 見 返 14,224  そ の 他 利 益 剰 余 金 58,472 

貸 倒 引 当 金 △7,398  別 途 積 立 金 55,500 

   繰 越 利 益 剰 余 金 2,972 

   自 己 株 式 △783 

   株 主 資 本 合 計 96,813 

   その他有価証券評価差額金 12,132 

   繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △1,525 

   土 地 再 評 価 差 額 金 2,385 

   評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 12,993 

   純 資 産 の 部 合 計 109,807 

資 産 の 部 合 計 3,666,419  負債及び純資産の部合計 3,666,419 

 

 

 
 

 



72 

 

第113期 （ 2020 2021 
年 
年 

４ 
３ 

月 
月 

１ 
31 

日から 
日まで ） 損益計算書 

（単位：百万円） 
  

科        目 金        額 

経 常 収 益    31,359  

資 金 運 用 収 益  23,030    

貸 出 金 利 息  16,352    

有 価 証 券 利 息 配 当 金  6,595    

コ ー ル ロ ー ン 利 息  10    

預 け 金 利 息  72    

そ の 他 の 受 入 利 息  0    

役 務 取 引 等 収 益  6,580    

受 入 為 替 手 数 料  1,269    

そ の 他 の 役 務 収 益  5,311    

そ の 他 業 務 収 益  576    

外 国 為 替 売 買 益  71    

商 品 有 価 証 券 売 買 益  1    

国 債 等 債 券 売 却 益  403    

国 債 等 債 券 償 還 益  99    

そ の 他 経 常 収 益  1,172    

償 却 債 権 取 立 益  1    

株 式 等 売 却 益  1,002    

金 銭 の 信 託 運 用 益  3    

そ の 他 の 経 常 収 益  165    

経 常 費 用    28,403  

資 金 調 達 費 用  605    

預 金 利 息  187    

譲 渡 性 預 金 利 息  28    

コ ー ル マ ネ ー 利 息  △29    

債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息  9    

金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息  408    

そ の 他 の 支 払 利 息  1    

役 務 取 引 等 費 用  3,036    

支 払 為 替 手 数 料  289    

そ の 他 の 役 務 費 用  2,746    

そ の 他 業 務 費 用  1,157    

国 債 等 債 券 売 却 損  1,093    

国 債 等 債 券 償 還 損  64    

営 業 経 費  22,238    

そ の 他 経 常 費 用  1,365    

貸 倒 引 当 金 繰 入 額  754    

株 式 等 売 却 損  25    

株 式 等 償 却  459    

そ の 他 の 経 常 費 用  126    

経 常 利 益    2,956  

特 別 利 益    316  

固 定 資 産 処 分 益  95    

抱 合 せ 株 式 消 滅 差 益  220    

特 別 損 失    400  

固 定 資 産 処 分 損  155    

減 損 損 失  244    

税 引 前 当 期 純 利 益    2,872  

法人税、住民税及び事業税  850    

法 人 税 等 調 整 額  △143    

法 人 税 等 合 計    706  

当 期 純 利 益    2,166  
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第113期 （ 2020 2021 
年 
年 

４ 
３ 

月 
月 

１ 
31 

日から 
日まで ） 株主資本等変動計算書 

  
（単位：百万円） 

  

 

株  主  資  本 

資 本 金 
資 本 剰 余 金 

資本準備金 資本剰余金合計 

当期首残高 19,562 12,916 12,916 

当期変動額    

剰余金の配当    

別途積立金の積立    

当期純利益    

自己株式の取得    

自己株式の処分    

土地再評価差額金の取崩    

株主資本以外の項目の 
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）    

当期変動額合計 ― ― ― 

当期末残高 19,562 12,916 12,916 
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（単位：百万円） 

 

株  主  資  本 

利 益 剰 余 金 

自己株式 株主資本 
合 計 利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 
合 計 別途積立金 繰越利益 

剰 余 金 

当期首残高 6,646 55,000 2,257 63,903 △791 95,590 

当期変動額       

剰余金の配当   △1,019 △1,019  △1,019 

別途積立金の積立  500 △500    

当期純利益   2,166 2,166  2,166 

自己株式の取得     △1 △1 

自己株式の処分     10 10 

土地再評価差額金の取崩   68 68  68 

株主資本以外の項目の 
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）       

当期変動額合計 ― 500 715 1,215 8 1,223 

当期末残高 6,646 55,500 2,972 65,118 △783 96,813 

  

（単位：百万円） 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 そ の 他 
有 価 証 券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損 益 

土地再評価 
差 額 金 

評価・換算 
差額等合計 

当期首残高 6,836 △3,670 2,453 5,618 101,209 

当期変動額      

剰余金の配当     △1,019 

別途積立金の積立      

当期純利益     2,166 

自己株式の取得     △1 

自己株式の処分     10 

土地再評価差額金の取崩     68 

株主資本以外の項目の 
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） 5,296 2,145 △68 7,374 7,374 

当期変動額合計 5,296 2,145 △68 7,374 8,597 

当期末残高 12,132 △1,525 2,385 12,993 109,807 
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個別注記表 
 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

重要な会計方針 

1. 商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 

2. 有価証券の評価基準及び評価方法 

（1）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社及び子法人等株式に

ついては移動平均法による原価法、その他有価証券については原則として決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は

移動平均法により算定）、ただし時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価法に

より行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

（2）有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の評価は、時価法に

より行っております。 

3. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

4. 固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定額法により償却しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物  ３年～50年 

その他  ３年～32年 

（2）無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能期

間（３年～５年）に基づいて償却しております。 

（3）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリース資産は、リース期間を

耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるもの

は当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。 

5. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

6. 引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）に係る債権及びそれと同等の

状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の

帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在

は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（破綻懸念先）に係る債権については、

債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額（以下「非保全額」という。）のう

ち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。具体的には、 

① 非保全額が一定以上の大口債務者については、債務者の状況を総合的に判断してキャッシュ・フローによる回収額を見

積り、非保全額から当該キャッシュ・フローを控除した残額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー控除法）によ

り計上しております。 

② 上記以外の債務者の債権については、過去の一定期間における貸倒実績率等から算出した予想損失率を非保全額に乗じ

た額を貸倒引当金として計上しております。 

上記以外の債権については、主として今後１年間の予想損失額又は今後３年間の予想損失額を見込んで計上しており、予

想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め

て算定しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が一次査定を行い、資産査定部署が二次査定を行っており

ます。また当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可

能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は3,364百万円でありま

す。 



76 

 

（2）賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する

額を計上しております。 

（3）役員賞与引当金 

役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する

額を計上しております。 

（4）退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

必要額を計上しております。また、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる

方法については、給付算定式基準によっております。なお、数理計算上の差異の損益処理方法は次のとおりであります。 

数理計算上の差異 ： 各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（12年）による定額法により按分

した額を、それぞれ発生の翌事業年度から損益処理 

（5）株式給付引当金 

株式給付引当金は、株式交付規程に基づく取締役等への当行株式の交付等に備えるため、株式給付債務の見込額に基づき

必要な額を計上しております。 

（6）睡眠預金払戻損失引当金 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に

応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。 

7. ヘッジ会計の方法 

（1）金利リスク・ヘッジ 

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会

計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第24号2020年10月８日。以下「業種別委員会実務指

針第24号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺する

ヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の（残存）期間毎にグル

ーピングのうえ特定し評価しております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手

段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をしております。 

（2）為替変動リスク・ヘッジ 

外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の会計処

理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第25号2020年10月８日。以下「業種別

委員会実務指針第25号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建

金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッ

ジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘ

ッジの有効性を評価しております。 

8. 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税（以下、「消費税等」という。）の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、有形固定資産

に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上しております。 

 

関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則及び手続 

投資信託の解約に伴う損益 

投資信託の解約に伴う損益については、個別銘柄毎に、投資信託解約益については「資金運用収益」の「有価証券利息配当金」

に、一方、投資信託解約損については「その他業務費用」に純額で計上しております。 
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重要な会計上の見積り 

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計算書類に重要な影響

を及ぼす可能性があるものは以下の通りとなっております。また、新型コロナウイルス感染症拡大の経済への影響については、

従来当事業年度中は継続するものと仮定しておりましたが、新型コロナウイルス感染症拡大が依然として続いていることから、

更に1年程度は続くものと仮定を変更しております。 

 

貸倒引当金 

1. 当事業年度に係る計算書類に計上した額 

貸倒引当金  7,398百万円 

2. 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 

（1）算出方法 

貸倒引当金の算出方法は「重要な会計方針」「6. 引当金の計上基準」に記載しております。 

（2）主要な仮定 

主要な仮定は、「債務者区分判定における貸出先の将来の業績見通し」であります。「債務者区分判定における貸出先の

将来の業績見通し」は、各債務者の収益獲得能力や財務内容、経営改善計画等を個別に評価し設定しております。 

（3）翌事業年度に係る計算書類に及ぼす影響 

新型コロナウイルス感染症拡大に伴う経済への影響は、当行の貸出金等の信用リスクに一定の影響があるものと認識して

おります。債務者区分は現時点において見積りに影響を及ぼす入手可能な情報を考慮して決定しております。当該仮定には

不確実性があり、新型コロナウイルス感染症の状況やその経済への影響から個別貸出先の業績の変化等により、翌事業年度

の損失額が増減する可能性があります。 

 

表示方法の変更 

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用 

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当事業年度の年度末から適用し、重

要な会計上の見積りに関する注記を記載しております。 

 

追加情報 

1. ｢重要な会計上の見積り」以外の会計上の見積りの判断が、財政状態及び経営成績に影響を及ぼす項目については、以下の通

りとなっております。 

繰延税金資産 

新型コロナウイルス感染症拡大に伴う経済への影響は、将来の課税所得の見込みにおいて一定の影響があるものと認識して

おります。現時点において見積りに影響を及ぼす入手可能な情報を考慮して将来の課税所得を算出しております。翌事業年度

以降については、毎期安定した課税所得を見込んでおりますが、新型コロナウイルス感染症の状況やその経済への影響が変化

した場合には、課税所得の増減により税金費用についても増減する可能性があります。 

 

2. 「会計方針の開示、会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 2020年３月31日）を当事業年度

の年度末に係る計算書類から適用し、「関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則及び手続」

を開示しております。 

 

3. 業績連動型株式報酬制度 

（1）取引の概要 

当行は取締役等の報酬と当行の業績および株式価値との連動性をより明確にし、取締役等が当行の中長期的な業績向上と

企業価値増大への貢献意識を高めることを目的として、業績連動型株式報酬制度（以下、「本制度」という。）を導入して

おります。 

本制度は、当行が拠出する金銭を原資として当行株式が信託を通じて取得され、取締役等に対して、役位および業績目標

の達成度等に応じて当行株式等が信託を通じて交付等される制度であります。 

 

（2）信託に残存する当行株式 

信託に残存する当行株式は、株主資本において自己株式として計上しております。当該自己株式の株式数及び帳簿価額は、

当事業年度末において91千株、321百万円であります。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

1. 関係会社の株式総額   2,372百万円 

2. 無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている有価証券が、「有価証券」中の国債に78,452百万円含まれて

おります。 

3. 貸出金のうち、破綻先債権額は242百万円、延滞債権額は20,203百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て

又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上

貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（1965年政令第97号）第96条第１項第３号イからホまでに掲げる事由又は同項第

４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として

利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

4. 貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は64百万円であります。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先債権

及び延滞債権に該当しないものであります。 

5. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は3,718百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の

返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該

当しないものであります。 

6. 破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は24,229百万円であります。 

なお、上記３．から６．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

7. 手形割引は、業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形は、

売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、1,802百万円であります。 

8. 担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

有価証券 474,714百万円 

貸出金 278,879百万円 

担保資産に対応する債務 

預金 9,970百万円 

債券貸借取引受入担保金 103,423百万円 

借用金 522,500百万円 

上記のほか、為替決済等の取引の担保としてその他の資産20,000百万円を差し入れております。 

また、その他の資産には、保証金23百万円が含まれております。 

9. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定さ

れた条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融

資未実行残高は430,940百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なもの

が420,002百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行の将来

のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその

他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が

付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め

定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

10. 土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額について

は、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地

再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日 2001年３月31日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価税法（1991年法律第

69号）第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価格を算定するために国税庁長官が定めて公表し

た方法により算出した価格に基づいて、奥行価格補正、側方路線影響加算、間口狭小補正等により合理的な調整を行って

算出。 

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の

帳簿価額の合計額との差額    5,585百万円 
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11. 有形固定資産の減価償却累計額 27,119百万円 

12. 有形固定資産の圧縮記帳額 1,087百万円 

13. ｢有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する当行の保証債務の額は

18,790百万円であります。 

14. 関係会社に対する金銭債権総額 15,037百万円 

15. 関係会社に対する金銭債務総額 10,552百万円 
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（損益計算書関係） 

1. 関係会社との取引による収益 

資金運用取引に係る収益総額 63百万円 

役務取引等に係る収益総額 24百万円 

その他業務・その他経常取引に係る収益総額 35百万円 

関係会社との取引による費用 

資金調達取引に係る費用総額 0百万円 

役務取引等に係る費用総額 437百万円 

その他業務・その他経常取引に係る費用総額 526百万円 

  

2. 当行は、減損損失の算定にあたり、営業用店舗については営業店単位（連携して営業を行っている営業店グループは当該グ

ループ単位）を基礎とする管理会計上の区分で、その他遊休施設等については、各々独立した単位でグルーピングを行ってお

ります。また、本部、事務センター、青森県内の社宅・寮、厚生施設等については、独立したキャッシュ・フローを生み出さ

ないことから、共用資産としております。 

その結果、営業利益の減少によるキャッシュ・フローの低下及び継続的な地価の下落により、投資額の回収が見込めなくな

った資産について、以下のとおり減損損失を計上しております。 

地  域 主な用途 種  類 減損損失 

青森県内 
営業店舗等 土地建物 ８ か所 

 

148百万円 

遊休資産 土地建物 ３ か所 
 

88百万円 

青森県外 営業店舗等 土地建物 ２ か所 
 

7百万円 

   

合計 244百万円 

（うち建物 49百万円） 

（うち土地 194百万円） 
 

なお、資産グループの回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、「不動産鑑定評価基準」（国土交通省2002年

７月３日改正）に準拠して評価した額から処分費用見込額を控除して算定しております。 

  

3. 関連当事者との間の取引のうち、重要なものの内訳は以下のとおりであります。 

属性 名称 住所 
資本金又 
は出資金 

（百万円） 

事業の 
内容 

議決権の 
所有割合 
（％） 

関係内容 

取引の 
内容 

取引金額 
（百万円） 

役員の 
兼任等 
（人） 

事業上 
の関係 

子会社 
あおぎん 
信用保証 
株式会社 

青森県 
青森市 

30 
住宅ローンの 
信用保証業務 

100 0 
住宅ローン 
の債務保証 

被債務保証 363,150 

注 あおぎん信用保証㈱との取引については、すべて通常の取引であり、一般の取引条件と同様であります。 
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（株主資本等変動計算書関係） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（単位：千株） 

 
当事業年度期首 
株 式 数 

当事業年度 
増加株式数 

当事業年度 
減少株式数 

当事業年度末 
株 式 数  

摘  要 

自己株式      

 普通株式 223 0 2 220 注１、２、３ 

  合 計 223 0 2 220  

注 1. 普通株式の自己株式には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する株式が、当事業年度期首株式数に94千株、当事業年度末株

式数に91千株が含まれております。 

2. 普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。 

3. 普通株式の自己株式の減少は、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当行株式の交付による減少であります。 

   

（有価証券関係） 

貸借対照表の「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」が含まれております。 

1. 売買目的有価証券（2021年３月31日現在） 

 
当事業年度の損益に含まれた 

評価差額（百万円） 

売買目的有価証券 ― 

  

2. 満期保有目的の債券（2021年３月31日現在） 

 種類 
貸借対照表計上額 

（百万円） 
時 価 

（百万円） 
差 額 

（百万円） 

時価が貸借対照表計上額
を超えるもの 

地方債 165,717 165,961 244 

社 債 17,680 17,845 165 

その他 18,962 19,041 78 

小 計 202,359 202,848 488 

時価が貸借対照表計上額
を超えないもの 

地方債 35,138 35,082 △55 

社債 1,073 1,061 △12 

その他 9,628 9,572 △55 

小 計 45,840 45,717 △123 

合 計 248,200 248,565 365 

  

3. 子会社・子法人等株式及び関連法人等株式（2021年３月31日現在） 

 
貸借対照表計上額 

（百万円） 
時 価 
(百万円) 

差 額 
(百万円) 

子会社・子法人等株式 ― ― ― 

関連法人等株式 ― ― ― 

合 計 ― ― ― 

注 時価を把握することが極めて困難と認められる子会社・子法人等株式及び関連法人等株式 

  
貸借対照表計上額 

（百万円） 

子会社・子法人等株式 2,372 

関連法人等株式 ― 

合 計 2,372 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「子会社・子

法人等株式及び関連法人等株式」には含めておりません。 
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4. その他有価証券（2021年３月31日現在） 

 種 類 
貸借対照表計上額 

（百万円） 
取得原価 
（百万円） 

差 額 
（百万円） 

貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの 

株 式 11,626 5,587 6,038 

債 券 289,438 283,498 5,939 

 国  債 157,288 153,303 3,984 

 地 方 債 66,335 65,016 1,319 

 社  債 65,813 65,179 634 

その他 125,311 117,531 7,779 

 外国証券 52,840 51,742 1,098 

 そ の 他 72,470 65,788 6,681 

小 計 426,375 406,617 19,757 

貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの 

株 式 1,598 2,035 △437 

債 券 116,079 117,421 △1,342 

 国  債 25,097 25,758 △660 

 地 方 債 79,216 79,841 △624 

 社  債 11,765 11,822 △56 

その他 42,529 43,107 △578 

 外国証券 28,608 28,690 △82 

 そ の 他 13,920 14,416 △496 

小 計 160,206 162,564 △2,358 

合 計 586,582 569,182 17,399 

注 時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券 

 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

株 式 1,645 

その他 658 

合 計 2,303 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価

証券」には含めておりません。 

  

5. 当事業年度中に売却した満期保有目的の債券（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日） 

該当ありません。 

  

6. 当事業年度中に売却したその他有価証券（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日） 

  
売却額 

（百万円） 
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

株 式 1,946 965 24 

債 券 6,164 83 111 

 国  債 6,164 83 111 

その他 29,763 356 981 

 外国証券 12,073 100 107 

 そ の 他 17,689 256 874 

合 計 37,874 1,405 1,118 

  

7. 減損処理を行った有価証券 

売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを除く）のうち、当該有価証券の時価が取得原

価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもっ

て貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当事業年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。 

当事業年度における減損処理額は、459百万円（株式）であります。 

なお、当該有価証券の減損処理にあたっては、時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合、時価が取得原価に比べて

30％以上50％未満下落したものから時価の回復する見込みがあると認められるものを除いた場合、また債券については発行

会社の財政状態等も勘案したうえで、減損処理を実施しております。 
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（金銭の信託関係） 

運用目的の金銭の信託（2021年３月31日現在） 

 
貸借対照表計上額 

（百万円） 
当事業年度の損益に含まれた 

評価差額（百万円） 

運用目的の金銭の信託 5,000 ― 

  

（税効果会計関係） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。 

繰延税金資産   

貸倒引当金 2,288 百万円 

退職給付引当金 528  

減価償却限度超過額 461  

有価証券償却 308  

賞与引当金 156  

その他 1,609  

繰延税金資産小計 5,352  

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △1,776  

評価性引当額小計 △1,776  

繰延税金資産合計 3,576  

   

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △5,266  

繰延税金負債合計 △5,266  

繰延税金負債の純額 △1,690 百万円 

  

（１株当たり情報） 

１株当たりの純資産額 5,411円55銭 

１株当たりの当期純利益金額 106円76銭 

 注 株主資本において自己株式として計上されている役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当行株式は、１株当たりの純資産額、

１株当たりの当期純利益金額の算定上、期末株式数ならびに期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めてお

ります。 

 控除した当該自己株式の期末株式数は91千株、期中平均株式数は92千株であります。 
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第113期末 （2021年３月31日現在） 連結貸借対照表 
 （単位：百万円） 

科     目 金    額  科     目 金    額 

（資 産 の 部）   （負 債 の 部）  

現 金 預 け 金 878,246  預 金 2,711,876 

コールローン及び買入手形 20,000  譲 渡 性 預 金 171,783 

買 入 金 銭 債 権 2,483  コールマネー及び売渡手形 1,107 

金 銭 の 信 託 5,000  債券貸借取引受入担保金 103,423 

有 価 証 券 837,247  借 用 金 530,586 

貸 出 金 1,842,002  外 国 為 替 3 

外 国 為 替 1,575  そ の 他 負 債 24,836 

リース債権及びリース投資資産 15,780  賞 与 引 当 金 543 

そ の 他 資 産 45,264  役 員 賞 与 引 当 金 25 

有 形 固 定 資 産 21,390  退職給付に係る負債 109 

建 物 7,440  役員退職慰労引当金 8 

土 地 10,224  株 式 給 付 引 当 金 153 

建 設 仮 勘 定 71  睡眠預金払戻損失引当金 333 

その他の有形固定資産 3,653  繰 延 税 金 負 債 2,013 

無 形 固 定 資 産 1,927  再評価に係る繰延税金負債 1,481 

ソ フ ト ウ ェ ア 1,651  支 払 承 諾 14,224 

その他の無形固定資産 275  負  債  の  部  合  計 3,562,509 

退職給付に係る資産 4,673    

繰 延 税 金 資 産 393  （純 資 産 の 部）  

支 払 承 諾 見 返 14,224  資 本 金 19,562 

貸 倒 引 当 金 △8,768  資 本 剰 余 金 12,916 

   利 益 剰 余 金 73,489 

   自 己 株 式 △783 

   株 主 資 本 合 計 105,184 

   その他有価証券評価差額金 12,153 

   繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △1,525 

   土 地 再 評 価 差 額 金 2,385 

   退職給付に係る調整累計額 734 

   その他の包括利益累計額合計  13,747 

   純 資 産 の 部 合 計 118,932 

資 産 の 部 合 計 3,681,441  負債及び純資産の部合計 3,681,441 
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第113期 （ 
2020 

2021 

年 

年 

４ 

３ 

月 

月 

１ 

31 

日から 

日まで 
） 連結損益計算書 

 （単位：百万円）  

科        目 金        額 

経 常 収 益    41,350  

資 金 運 用 収 益  22,561    

貸 出 金 利 息  16,307    

有 価 証 券 利 息 配 当 金  6,171    

コールローン利息及び買入手形利息  10    

預 け 金 利 息  72    

そ の 他 の 受 入 利 息  0    

役 務 取 引 等 収 益  6,556    

そ の 他 業 務 収 益  576    

そ の 他 経 常 収 益  11,657    

償 却 債 権 取 立 益  1    

そ の 他 の 経 常 収 益  11,656    

経 常 費 用    37,685  

資 金 調 達 費 用  638    

預 金 利 息  187    

譲 渡 性 預 金 利 息  27    

コールマネー利息及び売渡手形利息  △29    

債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息  9    

借 用 金 利 息  32    

そ の 他 の 支 払 利 息  410    

役 務 取 引 等 費 用  2,599    

そ の 他 業 務 費 用  1,157    

営 業 経 費  21,711    

そ の 他 経 常 費 用  11,579    

貸 倒 引 当 金 繰 入 額  661    

そ の 他 の 経 常 費 用  10,918    

経 常 利 益    3,665  

特 別 利 益    95  

固 定 資 産 処 分 益  95    

特 別 損 失    428  

固 定 資 産 処 分 損  184    

減 損 損 失  244    

税金等調整前当期純利益    3,332  

法人税、住民税及び事業税  1,162    

法 人 税 等 調 整 額  △81    

法 人 税 等 合 計    1,081  

当 期 純 利 益    2,251  

親会社株主に帰属する当期純利益    2,251  
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第113期 （ 
2020 

2021 

年 

年 

４ 

３ 

月 

月 

１ 

31 

日から 

日まで 
） 連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円） 

 
株  主  資  本 

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 19,562 12,916 72,188 △791 103,875 

当期変動額      

剰余金の配当   △1,019  △1,019 

親会社株主に帰属する 
当 期 純 利 益 

  2,251  2,251 

自己株式の取得    △1 △1 

自己株式の処分    10 10 

土地再評価差額金の取崩   68  68 

株主資本以外の項目の 
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） 

     

当期変動額合計 ― ― 1,300 8 1,309 

当期末残高 19,562 12,916 73,489 △783 105,184 

  

（単位：百万円） 

 

その他の包括利益累計額 

純資産合計 そ の 他 
有 価 証 券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損 益 

土地再評価 
差 額 金 

退職給付に 
係 る 
調整累計額 

そ の 他 の 
包 括 利 益 
累計額合計 

当期首残高 6,855 △3,670 2,453 △425 5,212 109,088 

当期変動額       

剰余金の配当      △1,019 

親会社株主に帰属する 
当 期 純 利 益 

     2,251 

自己株式の取得      △1 

自己株式の処分      10 

土地再評価差額金の取崩      68 

株主資本以外の項目の 
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） 

5,297 2,145 △68 1,159 8,534 8,534 

当期変動額合計 5,297 2,145 △68 1,159 8,534 9,843 

当期末残高 12,153 △1,525 2,385 734 13,747 118,932 
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連結注記表 
 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

子会社、子法人等の定義は、銀行法第２条第８項及び銀行法施行令第４条の２に基づいております。 

 

連結計算書類の作成方針 

（1）連結の範囲に関する事項 

① 連結される子会社及び子法人等    ５社 

青銀甲田株式会社 

あおぎんカードサービス株式会社 

あおぎんリース株式会社 

あおぎん信用保証株式会社 

あおもり創生パートナーズ株式会社 

なお、当行と青銀ビジネスサービス株式会社は、2020年４月１日を効力発生日として、当行を存続会社とする吸収合併

を行いました。 

② 非連結の子会社及び子法人等 

該当ありません。 

（2）持分法の適用に関する事項 

 該当ありません。 

 

会計方針に関する事項 

（1）商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 

（2）有価証券の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券について

は原則として連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、ただし時価を把握すること

が極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価法により行っております。 

 なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

② 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の評価は、時価法

により行っております。 

（3）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

（4）固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

 当行の有形固定資産は、定額法により償却しております。 

 また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物  ３年～50年 

その他  ３年～32年 

 連結される子会社の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定額法により償却しております。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、当行並びに連結される

子会社で定める利用可能期間（３年～５年）に基づいて償却しております。 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数とした定額

法により償却しております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額

とし、それ以外のものは零としております。 

（5）貸倒引当金の計上基準 

当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）に係る債権及びそれと同等の

状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の

帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在

は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下「破綻懸念先」という。）に係

る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額（以下「非保全
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額」という。）のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。具体的には、 

① 非保全額が一定以上の大口債務者については、債務者の状況を総合的に判断してキャッシュ・フローによる回収額を見

積り、非保全額から当該キャッシュ・フローを控除した残額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー控除法）によ

り計上しております。 

② 上記以外の債務者の債権については、過去の一定期間における貸倒実績率等から算出した予想損失率を非保全額に乗じ

た額を貸倒引当金として計上しております。 

上記以外の債権については、主として今後１年間の予想損失額又は今後３年間の予想損失額を見込んで計上しており、予

想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め

て算定しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が一次査定を行い、資産査定部署が二次査定を行っており

ます。また当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可

能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は3,364百万円でありま

す。 

連結される子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権

等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ計上しております。 

（6）賞与引当金の計上基準 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属

する額を計上しております。 

（7）役員賞与引当金の計上基準 

役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属

する額を計上しております。 

（8）役員退職慰労引当金の計上基準 

連結される子会社の役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の支給

見積額のうち、当連結会計年度末までに発生していると認められる額を計上しております。 

（9）株式給付引当金の計上基準 

株式給付引当金は、株式交付規程に基づく取締役等への当行株式の交付等に備えるため、株式給付債務の見込額に基づき

必要な額を計上しております。 

（10）睡眠預金払戻損失引当金の計上基準 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に

応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。 

（11）退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については給付算定式基

準によっております。また、数理計算上の差異の損益処理方法は次のとおりであります。 

数理計算上の差異 ： 各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（12年）による定額法により

按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理 

なお、連結される子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る当期末自己都合要支給額を

退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

（12）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

当行の外貨建資産・負債は、連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

連結される子会社の外貨建資産・負債については、それぞれの決算日等の為替相場により換算しております。 

（13）重要なヘッジ会計の方法 

① 金利リスク・ヘッジ 

当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会計基準適用に

関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第24号2020年10月８日。以下「業種別委

員会実務指針第24号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変

動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の（残存）

期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ

対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をしております。 

なお、上記のうち、金利スワップ取引をヘッジ手段として、ヘッジ対象である有価証券の相場変動を相殺し、ヘッジ会

計として繰延ヘッジを適用しているヘッジ取引について「LIBORを参照する金融商品に関するヘッジ会計の取扱い」（実

務対応報告第40号 2020年９月29日）を適用しております。 

② 為替変動リスク・ヘッジ 

当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等
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の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第25号2020年10月８日。以

下「業種別委員会実務指針第25号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法につい

ては、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ

手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認す

ることによりヘッジの有効性を評価しております。 

（14）消費税等の会計処理 

当行並びに連結される子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則及び手続 

投資信託の解約に伴う損益 

投資信託の解約に伴う損益については、個別銘柄毎に、投資信託解約益については「資金運用収益」の「有価証券利息配当金」

に、一方、投資信託解約損については「その他業務費用」に純額で計上しております。 

 

重要な会計上の見積り 

会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計年度に係る連結計算

書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは以下の通りとなっております。また、新型コロナウイルス感染症拡大の経済への

影響については、従来当連結会計年度中は継続するものと仮定しておりましたが、新型コロナウイルス感染症拡大が依然として

続いていることから、更に1年程度は続くものと仮定を変更しております。 

 

貸倒引当金 

1. 当連結会計年度に係る連結計算書類に計上した額 

貸倒引当金  8,768百万円 

2. 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 

（1）算出方法 

貸倒引当金の算出方法は「会計方針に関する事項」「(5) 貸倒引当金の計上基準」に記載しております。 

（2）主要な仮定 

主要な仮定は、「債務者区分判定における貸出先の将来の業績見通し」であります。「債務者区分判定における貸出先の

将来の業績見通し」は、各債務者の収益獲得能力や財務内容、経営改善計画等を個別に評価し設定しております。 

（3）翌連結会計年度に係る連結計算書類に及ぼす影響 

新型コロナウイルス感染症拡大に伴う経済への影響は、当行グループの貸出金等の信用リスクに一定の影響があるものと

認識しております。債務者区分は現時点において見積りに影響を及ぼす入手可能な情報を考慮して決定しております。当該

仮定には不確実性があり、新型コロナウイルス感染症の状況やその経済への影響から個別貸出先の業績の変化等により、翌

連結会計年度の損失額が増減する可能性があります。 

 

表示方法の変更 

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用 

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当連結会計年度の年度末から適用

し、重要な会計上の見積りに関する注記を記載しております。 

 

追加情報 

1. ｢重要な会計上の見積り」以外の会計上の見積りの判断が、財政状態及び経営成績に影響を及ぼす項目については、以下の通

りとなっております。 

繰延税金資産 

新型コロナウイルス感染症拡大に伴う経済への影響は、将来の課税所得の見込みにおいて一定の影響があるものと認識し

ております。現時点において見積りに影響を及ぼす入手可能な情報を考慮して将来の課税所得を算出しております。翌連結会

計年度以降については、毎期安定した課税所得を見込んでおりますが、新型コロナウイルス感染症の状況やその経済への影響

が変化した場合には、課税所得の増減により税金費用についても増減する可能性があります。 

 

2. 「会計方針の開示、会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 2020年３月31日）を当連結会計

年度の年度末に係る連結計算書類から適用し、「関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則及

び手続」を開示しております。 
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3. 業績連動型株式報酬制度 

（1）取引の概要 

当行は取締役等の報酬と当行の業績および株式価値との連動性をより明確にし、取締役等が当行の中長期的な業績向上と

企業価値増大への貢献意識を高めることを目的として、業績連動型株式報酬制度（以下、「本制度」という。）を導入して

おります。 

本制度は、当行が拠出する金銭を原資として当行株式が信託を通じて取得され、取締役等に対して、役位および業績目標

の達成度等に応じて当行株式等が信託を通じて交付等される制度であります。 

 

（2）信託に残存する当行株式 

信託に残存する当行株式は、株主資本において自己株式として計上しております。当該自己株式の株式数及び帳簿価額は、

当連結会計年度末において91千株、321百万円であります。 

 

注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

1. 無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている有価証券が、「有価証券」中の国債に78,452百万円含まれて

おります。 

2. 貸出金のうち、破綻先債権額は431百万円、延滞債権額は20,581百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て

又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上

貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（1965年政令第97号）第96条第１項第３号イからホまでに掲げる事由又は同項第

４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として

利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

3. 貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は64百万円であります。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先債権

及び延滞債権に該当しないものであります。 

4. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は3,727百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の

返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該

当しないものであります。 

5. 破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は24,805百万円であります。 

なお、上記２．から５．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

6. 手形割引は、業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形は、

売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、1,802百万円であります。 

7. 担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

有価証券 474,714百万円 

貸出金 278,879百万円 

担保資産に対応する債務 

預金 9,970百万円 

債券貸借取引受入担保金 103,423百万円 

借用金 522,500百万円 

上記のほか、為替決済等の取引の担保としてその他資産20,000百万円を差し入れております。 

また、その他資産には、金融商品等差入担保金2,659百万円及び保証金63百万円が含まれております。 

8. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定さ

れた条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融

資未実行残高は435,520百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なもの

が424,583百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行並びに

連結される子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変

化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行並びに連結される子会社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契

約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等

の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契

約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 
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9. 土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、当行の事業用の土地の再評価を行い、評価差額に

ついては、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を

「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日 2001年３月31日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価税法（1991年法律第

69号）第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価格を算定するために国税庁長官が定めて公表した

方法により算出した価格に基づいて、奥行価格補正、側方路線影響加算、間口狭小補正等により合理的な調整を行って算

出。 

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価

後の帳簿価額の合計額との差額  5,585百万円 

10. 有形固定資産の減価償却累計額 27,883百万円 

11. 有形固定資産の圧縮記帳額 1,348百万円 

12. 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債務の額は18,790

百万円であります。 

  

（連結損益計算書関係） 

1. 「その他の経常収益」には、株式等売却益1,002百万円を含んでおります。 

2. 「その他の経常費用」には、株式等売却損25百万円及び株式等償却459百万円を含んでおります。 

3. 当行は、減損損失の算定にあたり、営業用店舗については営業店単位（連携して営業を行っている営業店グループは当該グ

ループ単位）を基礎とする管理会計上の区分で、その他遊休施設等については、各々独立した単位でグルーピングを行ってお

ります。また、本部、事務センター、青森県内の社宅・寮、厚生施設等については、独立したキャッシュ・フローを生み出さ

ないことから、共用資産としております。 

その結果、営業利益の減少によるキャッシュ・フローの低下及び継続的な地価の下落により、投資額の回収が見込めなくな

った資産について、以下のとおり減損損失を計上しております。 

  

地  域 主な用途 種  類 減損損失 

青森県内 
営業店舗等 土地建物 ８ か所 

 

148百万円 

遊休資産 土地建物 ３ か所 
 

88百万円 

青森県外 営業店舗等 土地建物 ２ か所 
 

7百万円 

   

合計 244百万円 

（うち建物 49百万円） 

（うち土地 194百万円） 
 

なお、資産グループの回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、「不動産鑑定評価基準」（国土交通省2002年７

月３日改正）に準拠して評価した額から処分費用見込額を控除して算定しております。 
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（連結株主資本等変動計算書関係） 

1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（単位：千株） 

 
当連結会計年度期首 
株 式 数 

当連結会計年度 
増 加 株 式 数 

当連結会計年度 
減 少 株 式 数 

当連結会計年度末 
株 式 数  

摘  要 

発行済株式      

 普通株式 20,512 ― ― 20,512  

  合 計 20,512 ― ― 20,512  

自己株式      

 普通株式 223 0 2 220 注１、２、３ 

  合 計 223 0 2 220  

注 1. 普通株式の自己株式には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する株式が、当連結会計年度期首株式数に94千株、当連結会

計年度末株式数に91千株含まれております。 

2. 普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。 

3. 普通株式の自己株式の減少は、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当行株式の交付による減少であります。 

  

2. 配当に関する事項 

（1）当連結会計年度中の配当金支払額 

 
（決 議） 

株式の種類 配当金の総額 
１株当たり 
配 当 額 

基 準 日 効力発生日 

2020年６月25日 
定時株主総会 

普通株式 509百万円 25.0円 2020年３月31日 2020年６月26日 

2020年11月13日 
取締役会 

普通株式 509百万円 25.0円 2020年９月30日 2020年12月10日 

合   計  1,019百万円    

注 1. 2020年６月25日開催の定時株主総会にて決議し支払われた配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当行

株式に対する配当金２百万円が含まれております。 

2. 2020年11月13日開催の取締役会にて決議し支払われた配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当行株式

に対する配当金２百万円が含まれております。 

  

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末日後となるもの 

2021年６月24日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案しております。 

① 配当金の総額 509百万円 

② １株当たり配当額 25.0円 

③ 基準日 2021年３月31日 

④ 効力発生日 2021年６月25日 

なお、配当原資は、利益剰余金とする予定としております。 

  

（金融商品関係） 

1. 金融商品の状況に関する事項 

（1）金融商品に対する取組方針 

当行グループは、銀行業務を中心に、リース業務、クレジットカード業務など金融サービスに係る事業を行っており、個

人・法人向けの貸出債権、リース債権、投資有価証券などの金融資産を保有する一方、預金の受入や、社債の発行、債権流

動化による直接金融、銀行借入などの間接金融による資金調達のため、金融負債を有しております。 

このように主として金利の変動を伴う金融資産及び金融負債を有しているため、当行では、資産及び負債の総合的管理

（ＡＬＭ）を行い、その一環としてデリバティブ取引を行っております。 

また、為替変動リスクを有する外貨建債券などの外貨建資産や、外貨預金などの外貨建負債の為替変動リスク回避のため

のデリバティブ取引や、短期的な売買差益を獲得する目的（トレーディング）のデリバティブ取引を行っております。 

（2）金融商品の内容及びそのリスク 

当行グループが保有する金融資産は、主として国内の取引先及び個人に対する貸出金であり、顧客の契約不履行によって

もたらされる信用リスクや、金利の変動リスクに晒されております。当期の連結決算日現在における貸出金のうち、大半は

青森県内向けのものであり、青森県の経済環境等の状況変化により、契約条件に従った債務履行がなされない可能性があり

ます。 

また、投資有価証券は、主に債券、株式、投資信託であり、売買目的、満期保有目的、その他有価証券で保有しておりま
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す。これらは、発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されております。また、外貨建金融

商品は、為替の変動リスクにも晒されております。 

借入金、社債及び短期金融市場からの資金調達などは、一定の環境の下で当行グループが市場を利用できなくなる場合な

ど、支払期日にその支払いを実行できなくなる流動性リスクに晒されております。 

当行グループが行っているデリバティブ取引には、当行が保有する資産に関わるリスクのヘッジ目的の金利スワップ取

引、通貨スワップ取引や外国為替予約取引、顧客のニーズに応えるため取引先と行う外国為替予約取引、収益確保や短期的

な売買差益を獲得する目的の債券先物取引があります。 

当行では、リスクヘッジ目的で行っている金利スワップ取引をヘッジ手段として、ヘッジ対象である有価証券に関わる金

利の変動リスクに対してヘッジ会計を適用しております。なお、ヘッジの有効性については、ヘッジ対象とヘッジ手段に関

する重要な条件がほぼ同一となるようなヘッジ指定を行っているため、高い有効性があるとみなしており、これをもって有

効性の判定に代えております。 

また、為替の変動リスクを回避するための通貨スワップ取引をヘッジ手段として、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務

等の為替の変動リスクに対してヘッジ会計を適用しております。ヘッジ対象である外貨建金銭債権等に見合うヘッジ手段の

外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。 

当行が利用しているデリバティブ取引は、市場リスク及び信用リスクを内包しております。市場リスクとは金利、有価証

券などの価格、為替等、市場のリスクファクターの変動により保有するポジションの価値が変動し損失を被るリスクであり、

信用リスクとは相手方の債務不履行等により保有しているポジションの価値が減少・消失し、損失を被るリスクであります。

なお、当行は信用度の高い金融機関のみを取引相手としてデリバティブ取引を行っており、信用リスクはほとんどないと判

断しております。 

（3）金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスクの管理 

当行グループは、当行のクレジットポリシー及び信用リスク管理規程等に従い、貸出金について、個別案件ごとの与信

審査、与信限度額、信用情報管理、内部格付、保証や担保の設定、問題債権への対応など与信管理に関する体制を整備し

運営しております。これらの与信管理は、各営業店のほか審査部により行われ、また必要に応じて経営会議や取締役会を

開催し、審議・報告を行っております。さらに自己査定の状況については、監査部が監査をしております。 

有価証券の発行体の信用リスク及びデリバティブ取引のカウンターパーティーリスクに関しては、市場国際部及びリス

ク統括部において、信用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。 

② 市場リスクの管理 

当行グループは、当行のＡＬＭによって金利の変動リスクを管理しております。市場リスク管理規程等において、リス

ク管理方法や手続き等の詳細を明記しており、日常的にはリスク統括部において金融資産及び負債の金利の期間を総合的

に把握し、ギャップ分析や金利感応度分析、ＶａＲ（バリュー・アット・リスク）等の手法を用いてモニタリングを行っ

ております。また月次でＡＬＭ・収益管理委員会において、実施状況の把握・確認、今後の対応等の協議を行い、その結

果を経営会議に報告し、必要に応じて取締役会に報告しております。 

当行では、為替の変動リスクに関して、持高の実質ネットポジション管理をしております。 

有価証券投資に係る価格変動リスクについては、市場リスク管理規程に基づき、一定の保有期間と信頼区間に基づくＶ

ａＲを計測し、そのリスク量が自己資本の一定額に収まっているかを把握し管理しております。これらの情報はリスク統

括部を通じて、経営者に対し報告しております。 

｢有価証券」「貸出金」「預金」に係るＶａＲの算定に当たっては、分散共分散法（保有期間３ヶ月、信頼区間99％、観

測期間１年）を採用しており、2021年３月31日（当連結会計年度の決算日）現在における当行の市場リスク量（損失額の

推計値）は、全体で16,933百万円であります。 

なお、当行では保有期間１日ＶａＲについて、モデルが算出するＶａＲと現在価値の変動とを比較するバックテスティ

ングを実施しております。当連結会計年度に関してバックテスティングを250回実施した結果、超過回数は１回となって

おり、使用する計測モデルは十分な精度で市場リスクを補足しているものと考えております。 

ただし、ＶａＲは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定の発生確率での市場リスク量を計測しており、通常

では考えられないほど市場環境が激変する状況下におけるリスクは捕捉できない場合があります。 

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理 

当行グループでは、資金調達手段の多様化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調整などによって、流動性リス

クを管理しております。 

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれておりま

す。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なる

こともあります。 
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2. 金融商品の時価等に関する事項 

2021年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。なお、重要性が乏しい

と判断されるもの及び時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりません（（注２）

参照）。 

（単位：百万円） 

 連結貸借対照表計上額 時  価 差  額 

（1） 現金預け金 878,246 878,246 ― 

（2） 有価証券    

満期保有目的の債券 248,300 248,665 364 

その他有価証券 586,639 586,639 ― 

（3） 貸出金 1,842,002   

貸倒引当金（＊1） △7,858   

 1,834,143 1,840,499 6,356 

資産計 3,547,330 3,554,051 6,721 

（1） 預金 2,711,876 2,711,883 7 

（2） 譲渡性預金 171,783 171,783 ― 

（3） 債券貸借取引受入担保金 103,423 103,423 ― 

（4） 借用金 530,586 530,586 ― 

負債計 3,517,668 3,517,676 7 

デリバティブ取引（＊2）    

ヘッジ会計が適用されていないもの （77） （77） ― 

ヘッジ会計が適用されているもの（＊3） （2,191） （2,191） ― 

デリバティブ取引計 （2,268） （2,268） ― 

（＊1） 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 

（＊2） その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。 

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目について

は、（ ）で表示しております。 

（＊3） ヘッジ対象である有価証券の相場変動の相殺のためにヘッジ手段として指定した金利スワップであり、繰延ヘッジ

を適用しております。なお、これらのヘッジ関係に、「LIBORを参照する金融商品に関するヘッジ会計の取扱い」（実

務対応指針第40号 2020年９月29日）を適用しております。 

 

（注１）金融商品の時価の算定方法 

資 産 

（1）現金預け金 

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。満期

のある預け金については、残存期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額を時価としております。 

（2）有価証券 

株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。投資信託は、公

表されている基準価額によっております。 

自行保証付私募債は、保証形式及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規発行を行った

場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。なお、破綻懸念先の自行保証付私募債については、帳簿

価額から個別貸倒引当金相当額を控除した後の価格を時価としております。 

（3）貸出金 

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっ

ていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。固定金利によるもの

は、貸出金の種類及び内部格付、保全率、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸出を行った場合に

想定される利率で割り引いて時価を算定しております。なお、残存期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価

額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、担保及び保証による回収見込額等に基づいて

貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算日における連結貸借対照表上の債権等計上額から貸倒引当金計上額

を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としております。 

貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設けていないものについては、返
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済見込期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価としており

ます。 

 

負 債 

（1）預金、及び （2）譲渡性預金 

要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。また、定期

預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ･フローを割り引いて現在価値を算定しております。そ

の割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いております。なお、残存期間が短期間（１年以内）のも

のは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

（3）債券貸借取引受入担保金 

残存期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としておりま

す。 

（4）借用金 

残存期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としており

ます。残存期間が１年超のものは、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額を同様の借入において想

定される利率で割り引いて現在価値を算定しております。 

 

デリバティブ取引 

デリバティブ取引は、金利関連取引（金利先物、金利オプション、金利スワップ等）、通貨関連取引（通貨先物、通貨

オプション、通貨スワップ等）、債券関連取引（債券先物、債券先物オプション等）であり、取引所の価格、割引現在価

値やオプション価格計算モデル等により算出した価額によっております。 

 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の

時価情報の「資産（2）その他有価証券」には含まれておりません。 

（単位：百万円） 

区  分 連結貸借対照表計上額 

① 非上場株式（＊1） 1,649 

② 非上場外国株式（＊1） 0 

③ 組合出資金（＊2） 554 

④ その他 103 

合  計 2,307 

（＊1） 非上場株式及び非上場外国株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる

ことから時価開示の対象とはしておりません。 

（＊2） 組合出資金のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握することが極めて困難と認められるもので構成され

ているものについては、時価開示の対象とはしておりません。 

 

（注３） 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

（単位：百万円） 

 １年以内 
１年超 
５年以内 

５年超 
10年以内 

10年超 

預け金 840,805 ― ― ― 

有価証券（＊1） 136,164 313,427 178,945 154,797 

 満期保有目的の債券 21,338 150,735 73,522 2,739 

 その他有価証券のうち満期があるもの 114,825 162,691 105,422 152,058 

貸出金（＊2） 354,031 651,401 374,710 400,618 

合  計 1,331,001 964,828  553,655 555,415 

（＊1） 有価証券は、元本についての償還予定額を記載しているため、連結貸借対照表計上額とは一致しておりません。 

（＊2）貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定額が見込めない20,990百万円、期

間の定めのないもの40,250百万円は含めておりません。 
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（注４）借用金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額 

（単位：百万円） 

 １年以内 
１年超 
５年以内 

５年超 
10年以内 

10年超 

預金（＊） 2,633,041 77,912 922 ― 

譲渡性預金 171,633 150 ― ― 

債券貸借取引受入担保金 103,423 ― ― ― 

借用金 244,786 285,800 ― ― 

合  計 3,152,884 363,862 922 ― 

（＊）預金のうち、要求払預金等については、「１年以内」に含めて開示しております。 

 

（１株当たり情報） 

１株当たりの純資産額 5,861円28銭 

１株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益金額 110円98銭 

 注 株主資本において自己株式として計上されている役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当行株式は、１株当たりの純資産額、

１株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益金額の算定上、期末株式数ならびに期中平均株式数の計算において控除す

る自己株式に含めております。 

控除した当該自己株式の期末株式数は91千株、期中平均株式数は92千株であります。 
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会計監査人の監査報告書 謄本 
  

 

独立監査人の監査報告書 
 

2021年５月13日 

株式会社 青森銀行 
取締役会 御 中 

 

EY新日本有限責任監査法人  
東 京 事 務 所           

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
 公認会計士 田 中 宏 和 ㊞  

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
 公認会計士 岩 崎 裕 男 ㊞  

 

監査意見 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社青森銀行の2020年４月１

日から2021年３月31日までの第113期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、

株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）につ

いて監査を行った。 

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 
 

監査意見の根拠 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立して

おり、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基

礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算

書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな

い計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す

ることが含まれる。 

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成するこ

とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任があ

る。 

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視

することにある。 
 

計算書類等の監査における監査人の責任 

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬

による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の

立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生

する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合

理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。 
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リス

クに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さ

らに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。 

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、

監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に

関連する内部統制を検討する。 

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計

上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入

手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関

して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実

性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又

は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除

外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手し

た監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく

なる可能性がある。 

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及

び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価

する。 

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識

別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められている

その他の事項について報告を行う。 

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を

遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因

を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。 

以 上 
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本 
  

 

独立監査人の監査報告書 
 

2021年５月13日 

株式会社 青森銀行 
取締役会 御 中 

 

EY新日本有限責任監査法人  
東 京 事 務 所           

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
 公認会計士 田 中 宏 和 ㊞  

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
 公認会計士 岩 崎 裕 男 ㊞  

 

監査意見 

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社青森銀行の2020年４月１日から

2021年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。 

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して、株式会社青森銀行及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係

る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
 

監査意見の根拠 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子

会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法

人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結

計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の

ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運

用することが含まれる。 

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成す

ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任が

ある。 

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視

することにある。 
 

連結計算書類の監査における監査人の責任 

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤

謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立

の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により

発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与え

ると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。 
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リス

クに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さ

らに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。 

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない

が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監

査に関連する内部統制を検討する。 

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計

上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、

入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に

関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確

実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、

又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対

して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに

入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で

きなくなる可能性がある。 

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構

成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうか

を評価する。 

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分

かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に

関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。 

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識

別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められている

その他の事項について報告を行う。 

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を

遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因

を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。 
 

利害関係 

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。 

以 上 
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監査等委員会の監査報告書 謄本 
  

 

監査報告書 
 

当監査等委員会は、2020年４月１日から2021年３月31日までの第113期事業年度における取締役

の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。 

 

1. 監査の方法及びその内容 

監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決

議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及

び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求

め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。 

（1）監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従

い、会社の内部監査部門その他内部統制所管部門と連携の上、取締役会、経営会議、コン

プライアンス委員会等の重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に

関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な会議の議事録及び決裁書類等

を閲覧し、本店及び主要な営業店において業務及び財産の状況を調査しました。また、子

会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に

応じて子会社に対し事業の報告を求め、その業務及び財産の状況を調査しました。 

（2）会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す

るとともに、電話回線又はインターネット等を経由した手段を活用しながら、会計監査人

からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会

計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則

第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審

議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。 

 

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連

結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）

について検討いたしました。 

 

2. 監査の結果 

（1）事業報告等の監査結果 

イ．事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも

のと認めます。 

ロ．取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は

認められません。 

ハ．内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内

部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘す

べき事項は認められません。 

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果 

会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

（3）連結計算書類の監査結果 

会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 
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3. 後発事象 

当行は、2021年5月14日に開催した取締役会において、株式会社みちのく銀行との間で、「地

域における一般乗合旅客自動車運送事業及び銀行業に係る基盤的なサービスの提供の維持を図

るための私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の特例に関する法律」に基づく持株

会社設立による経営統合に向け、協議・検討を進めていくことについて基本合意することを決

議しております。 

 

2021年５月14日 
株式会社 青森銀行 監査等委員会 
常勤監査等委員 中 川   晃 ㊞  

監 査 等 委 員 石 田 憲 久 ㊞  

監 査 等 委 員 櫛󠄁 引 利 貞 ㊞  

監 査 等 委 員 石 田 深 恵 ㊞  
 

（注）監査等委員 石田憲久、櫛󠄁引利貞及び石田深恵は、会社法第２条第15号及び第331条第６項

に規定する社外取締役であります。 

 

 

以 上 

 


